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天野明弘著『貿易と成長の理論』有斐閣（1964）正誤表 

ページ         訂  正 

v      10 行目 マーシャルー・ラーナー条件 ⇒ マーシャル・ラーナ

ー条件 

4   注 5) 下から 4 行目 (a), (b)より ⇒ (a), (b), (c)より 

同  下から 3 行目 数式の分母・分子の F をすべて μに修正 

6  1 行目 数式、3 つ目の等号後の項、分母、 μ1i ⇒ μ1j 

ˆ ˆ   ˆ  11  6 行目 数式左辺、D1 – D2 ⇒  D1    
同  9 行目 弧括 ⇒ 括弧 

同  下から 6 行目 限界収支性向 ⇒ 限界支出性向 

同  下から 2 行目 数式右辺、分子、pD2 ⇒ Y 

12  1 行目 pD2 ⇒ Y 

同  10行目 価格弾力性がゼロでその所得弾力性が 1 ⇒ 価格弾力

性も所得弾力性も１                      
ˆ     ˆ 16  15 行目 数式左辺  Vji ⇒ – V1j 

                                  ˆ                  ˆ 17 6 行目 数式右辺 - (1/B)p - (1/B)(θ12 π1 – θ11π2) ⇒ - (1/B)p      
+ (1/B) (π1 - π2) 

21 6 行目 数式右辺  
                     

 ˆ  ˆ                ˆ  ˆ – (1/B)p + (V1 – V2) ⇒ – (1/B) (p + π1 – π2) + (V1 – V2) 
21 8-9 行目 数式右辺の角括弧内を下記のように修正 
                     ˆ  ˆ[(1 – σ) (V2 - V1) + C (1 – s) (π1 – θ11π2) – (A1β1 + A2β2) + C β3] 

  29   下から 5 行目 数式右辺分母 ℓb ⇒ ιb 

  31  下から 2 行目 近傍において p ⇒ 近傍において – p 

  33  3 行目 数式右辺 e1a ⇒ e1b 

   35  8 行目 輸入財 ⇒ 輸入可能財 

  39  1 行目 各所有グループ ⇒ 各所得グループ 

   同  13 行目 大きく ⇒ 小さく 

  52  10 行目 数式右辺 (wi/p) (dwi/dp) ⇒ (p/wi) (dwi/dp) 

  54  2 行目 数式右辺分母 ∑wi(p) Vi ⇒ ∑wℓ(p) Vℓ 
                                     i                    ℓ 
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  ˆ  ˆ  57 6 行目 数式左辺 Ma ⇒ Mb 

61 8 行目 補完性 ⇒ 代替性 

81  15 行目 数式、左から 4 つ目の偏微係数 

分子 ∂Cit ⇒ ∂Cit 

同分母 ∂xit ⇒ ∂xit 

                              ˆ 83          下から 8 行目 例えば x1 = ⇒ 例えば x1 = 
92 8 行目 (4.2) より ⇒ (4.3) より 

同  (4.7a) 式 最左辺 分母 pbjzj ⇒ pbizi 

97  下から 3 行目 後進部門 ⇒ 先進部門 

99  最下行 不等号 > 0 ⇒ < 0 

 133  8 行目 数式右辺第 1 項の偏微係数 

(∂pxa/∂ma) ⇒ (∂pxa/∂mb) 

134 1 行目 数式右辺分子第 2 項の分子 ηa ⇒ ηa' 

同右辺分子第 3 項の分母 ηb' ⇒ηb 

  同  (2.7) 式 2 行目  

ea(ηb + eb) (ηa + ea) (ηb + ea)M ⇒ {ea(ηb + eb)}
-1 (ηa + eb) (ηb +  

ea)M 

   同  下から 4 行目 (2.17) 式から ⇒ (2.7) 式から 

 136  2 行目 (2.6) から ⇒ (2.6)、(2.7)から 
                           ˆ  ˆ   同  2 行目 わかるように、⇒ わかるように、wa = wa* かつ 
142  1 行目 考えるとと ⇒ 考えること 

146  脚注 17)  1 行目 生産要素の品で ⇒ 生産要素の商品で 

147  脚注 20)  6 行目 通貨価値切下は ⇒ 通貨価値切下げは 

154  8 行目 数式右辺 Y/(pD) ⇒ (pY)/D 

  同  11 行目 つまり Y/pD を ⇒ つまり pY/D を 

155  10 行目 不等式 Y/(ΓpD) ⇒ (pY)/( ΓD) 

  同  13 行目 不等式 Y/(ΓpD) ⇒ (pY)/( ΓD) 

157  5 行目 数式右辺角括弧内 

(Ma/p)(γb – γa) ⇒ (Ma/(pYa))(γb – γa) 

  同  11 行目 数式右辺角括弧内 

  (Ma/p)(γb – γa) ⇒ (Ma/(pYa))(γb – γa) 
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159 3 行目 数式左辺 Xi ⇒ Xj 

160 8 行目 数式 (r2 – r1)/(1 + r1μ21/μ11)・(1 + r2μ22/μ12) 

⇒ (r2 – r1)/[(μ11/μ21)・(1 + r1μ21/μ11)・(1 + r2μ22/μ12)] 

161 (3.19) 式 1 行目右辺 (a21a1 + a22σ2) ⇒ (a21σ1 + a22σ2) 

162  (3.21) 式左辺 π2/π2 ⇒π2/π1 

同  第 2 表、第 4 行を下記のとおり訂正 

 
ζの大

きさ 
ζ≤0 1>ζ>0 ζ=1 (pY)/(ΓD)> ζ>1 ζ≥(pY)/( ΓD)  

 

165 3 行目 数式右辺 Y/(pD) ⇒ (pY)/D 

  同  5 行目 数式右辺中央 (θ1θ2Y)/(pM) ⇒ (pθ1θ2Y)/M 

   同  ７行目 数式右辺 Y/(pD) ⇒ (pY)/D 

   同  8 行目 Y/pD ⇒ pY/D 

173  9 行目 資本集約度 ⇒ 資本の平均投入係数 

193  本文最下行 一企業 ⇒ 一経済 

199  下から 6 行目 実質銀 ⇒ 実質賃金 

202  2 行目 数式式右辺の最初の部分 s/α ⇒ s/(1－ρ) 

204  (3.8) 式右辺分子第 2 項 

  α {π + δ + (1 – α) n} ⇒ α {π + (1 – α – ρ) δ + (1 – α) n} 

220  8 行目 資本財部門の ⇒ における労働能率の上昇が消費財部 

門の 

227  (5.6) 式最右辺の分子 q (r1 – r2) ⇒ q 

232  1 行目 貯蓄 ⇒ 消費 
                                             

ˆ       ˆ 239  12 行目 数式右辺 ＋(1/C) r + ⇒ – (1/C) r – 
         

   
 

ˆ  ˆ244  16 行目 q ≶ 0 ⇒ q ≷ 0 

246  6–7 行目 多のくの ⇒ 多くの 

以上 

 

なお、本書の全面的改訂版として、『貿易と対外投資の基礎理論』有斐閣（1981）が出

版されている。 
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貿易と成長の理論

天野明弘若:

有斐関
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両親1<:捧げる



序

本書は，著者ーが過去約7年の聞に発表してきた幾つかの諭文をもとにし

て普かれたものである。一冊の替物にまとめるにあたって，できるだけ論

点の窓複を避けるようにし，また，新しく書き加えた部分も少くない。も

勺とも，なるべくそれぞれの章だけを単独で鋭めるように，各裁にかなり

の独立性を残すように配慮したつもりである。そういう訳で，本書は，な

にか一つの主題を統ー的K追求するといった性格のものではない。ただ，

これまでの研究で常 I~著者の念頭にあった ζ とは，生産の理論をより多く

摂取するEとによって貿易理論を一層充実させるという乙とであった。乙

のような意図の下に，一方では静態的分析の領域で現在までの理論的成果

を跡づけ，それに対して何らかの新しい成果を附け加えようとし，他方で

は動態的分析の領域で経済成長や技術進歩の理論を拡充し，それを国際経

済の局面へ応用するEとを試みてきた。しかし，本書の中では，いずれの

目標も僅かに部分的に達成されているに過ぎない。また，本智で用いられ

ている分析方法は，伝統的な限界分析であり，分析の対象は，殆んどの場

合，完全競争と諸資源、の完全利用を前提とするいわゆる新古典派的実物経

済であるから，上11:述べた著者の意図がどの程度まで成功しているにせよ，

それは乙の限られた領域を越えるものではない。

本警がともかくもとのような体裁を整える乙とができたのは，研究活動

その他の函で著者への支援を借まれなかった多くの人々の御好意によると

とろが大きい。とりわけ，入江猪太郎教授には，絶えず学問上の刺戟と御

指導を仰いできた乙とはいうまでもなく，常 I~最善の条件の下で著者の研
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究が進められるようにと一方ならぬ御配慮を賜った。

本容の多くの部分は，著者が米国ロチェスター大学大学院在籍中広行な

った研究をもとにしたものであるが，R. W. Jones教授は， Ph. D 論文

の主審として.多くの時間を費して著者の論文を検討し， 貴重な示唆と批

判とを与えられた。また，その問， S. C. Tsiang教授.H. Rose教授，

そして，L. W.McKe即時教授からも多くの示唆を賜った。なお，ロチェ

スター大学での3年にわたる研究生活が実現されたのは，水谷一雄教授な

らびに財団法人神戸大学六甲台後援会の御助力のお蔭である。

さらに，関西地方で国際窓済学を専攻する有志花よって構成されている

国際経済学研究会は，著者にとって他IC得難い研鎖の場であった。本書の

幾つかの章もこの会での報告を発展させたものである。その他，書物や論

文を通して著者の考え方IC影響を及ぼした人々は数多いが，なかでも，J. 

E. Meade教授，H. G. Johnson教授，および， R. F. Harrod教授の名

を忘れる ζ とはできない。

神戸大学経営学部，経済学部，および経済経営研究所の人々は，先輩と

して，あるいは友人として，著者1<::絶えず激励を与えられた。そ して，神

戸大学研究双書刊行会の委員諸氏と，有斐閲の松尾正俊民とは，本書の出

版IC必要なすべての事柄について御尽力下さった。

Eれらの人々の御好意に対しては， ζの紙上を借りてa 著者の心からの

感謝の辞を申し述べたい。

最後に，本書の各章と，他の機会K宛裂された著者の紛文との関係を示

しておEう。なお，以下の論文の中で， ft1印のつけられたものは，ほぼそ

のままの形でiI宣告に再録されたものである。
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Eれらの論文を再録し，または部分的に利用するにあたって，快く許可

を与えられた fアゾア経済J.r季刊理論経済学J.r国際経済J.r国民経済

雑誌J.A，問 als~ゾ ehe School of Business Adm川白t"atio旬 (KobeUniver. 

sity). O"ford Economic Papers. Qua，rterly]ournal of Ec側側~ics， Re抑制

。IfEco鈎O例記 Studies各誌の編集察員路氏11:厚く御礼を申し上げる。
昭和39年7月

箸 者
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第I部外国貿易の比較静学分析

第1章封鎖経済の比較静学分析

第 1節序 鎗

本容において私が行なおうとしている試みは，一言でいえば，外国貿易

の理倫と生産の理論とをより密接に関連づけようとすることである。外国

貿易は，もともと異った諸国の聞での財や用役の交換現象として考えられ

るけれども，エッジワースがいみじくも指摘したように汽 それは時計の

文字盤の上を廻っているこ本の針1<:醤えられるものであって，その背後に

は非常1<:観雑な歯車の動きが隠されている。そして，生産の理論は，それ

らの中でもとりわけ重要な役割をもっ一つの歯車の動きを説明するために

用Zまされたものであるといえよう。もちろん，己のように問題を限定した

としても，分析の対集はなお広大である。そして，理論的な分析において

は，結論のー般性と一義性の聞の限界代替率は，正であるよりはむしろ多

くの場合に負であるという乙とが，さ らに研究を制限する Eとになる@

以下の錆章では，極めて単純な一般均衡体系の下で，外国貿易1<::支配的

な影響をもっと考えられる生産側の諸条件をいろいろの角度から分析する

予定であるが，その基礎となっているのは，伝統的な限界分析の方法であ

り，分析の対象は新古典派的な実物経済である。そ乙で本章では，貿易を

含まない封鎖経済について，生産と消費乃至は需要と供給の簡単な一般均

1) Edgeworth (5)， p. 32. 
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衡体系とその性質について予備的考察を行なっておく乙とにする。すなわ

ち，本章の分析は，モれ自体が目的であるというよりは，以下の諸章で利

用されるような，諸変数{ならびにその変化率)相互関の関係を明らかにする

といった単備作業としての性格が濃いものである。

本家の分析では，原則として，つぎのような仮定がおかれる。 (A.1)基

本的生産要素は，労働と資本の二種類のみであり，両者ーは正の報酬率の下

で完全に利用され，非自発的失業や遊休資本設備は存在しない"0(A. 2) 
財および用役のあらゆる市場で競争は完全であり，また，生産要素の産業

間移動に対する障害は存在しないお。 そして，個々の企業者は， ζのよう

な市場情況の下で自己の利潤を極大にするように行動する。 (A.3)各財の

生産ICは，労働と資本の投入が必須であるが，異った産業聞で二つの生産

要素が同ーの割合で組合わされるEとはない。(A.4)一定時点において，

各要素の供給量は所与である。 (A.5)二財{第1財および第2財)のみが存在

する。(A.6)各財の生産過程において，労働と資本の代替はスームスに行

なわれ，また生産は各要素IC対する収穣逓減ならびに規模IC対する収穫不

変の下で行なわれる。そして， (A，7)資本ストックは，同ーの効率を保ち

ながら，永続的に使用可能であるべ

2)資本は1:1:では，生産された生産手段 (producedmeans of product1on)，すなわち賢

本財を意味するも白とする.資本の報酬串とは.ー単位の賢本政湘をー定期間穆働させたとき

叫られる利潤を意珠山、私 したがって労働の報酬射なわち蜘3城西加と

いう院をもつのと同じように.資料欄率すなわち宮本用役の価格は百誠面最珊

という~元をもっ. ，戸J潤車の続念は.資本財価格の決定機1耳が明らかにされるまでは噂λされ

ない.

3)安本陸備が典。た産業聞で完全に移庫酎であるという仮定位.質事殴備の特殊盤を完全に抽

輩しているととを意味する.己申問題についての，より立ち入今た蟻:aについては，例えば，

Swan (157)， Appendは 1.pp. 343-351を害関されたい.

4)これらの仮定のうち.(A. 1)-(A. 4)は本書全体を迦じての基本的な仮定である.
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第2節生産条件の分析

まず，本舎の分析で最も基本的な役割を演じるこ財・二要素モデルの生

産組織からはじめよう。それは，つぎのような述立方程式によって表わさ

れる。

Xj=め(V1I.Vz;) 

Vi=写Vij
叫 =μil=Tμ;，
q=叩./柑2

(j=1.2) 

(>=1.2) 

(i戸 1.2)

(1. 1) 

(1. 2) 

(1. 3) 

(1. 4) 

1:.1:.で.Xjは第1産業の産出高，Fiは第y産業の生産函数，Vijは第y

産業における第$要素の使用量 V，は第包要素の経済全体における総供

給量，'lVjは第1財単位で表わされた第z要素の報酬率， μυ は第j産業に

おける第 t要素の銀界生産物 (fJ.;{i=iJF}続平均，州第1財単位で表

わされた第2財の相対価格，そして qは第1要素価格の第2要素価格に

対ずる比率を表わす。以下，第 1 要~を労働，第 2要素を資本とし q を

簡単IC労働の相対価格と呼ぶことにする。

(1. 1)式はニ産業の生産函数を表わす。(1.2)式は仮定例 1)で示され

た資源の完全利用の条件を示し，または 3)式は，仮定 (A.2)の完全競

争ならびに利潤極大化の仮定から導かれる。(1.4)式はqの定義式である。

要業総供給量 V，は仮定 (A.4) ICよってパラメターと考えられているか

ら， 土の体系ICは， 方程式9伺IC対して Xj，Vij，初 j，q.およびPの10個

の未知数が含まれている。したがbて1:.のうちの任意の一変数をパラメ

ターと考えれば，体系は完結する。 ζ 己では，商品相対価格Pをパラメ，タ

ーと考える Eとにしよう。そうすれば. (1. 1) ~ (1. 4)式が経済的IC無意味
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な解をもっζ とがないという条件の下で，各変数は V;およびpによって

袋わされるであろう。 ζの節では，生産要業供給量を所与として.pの変

化に応じる各変数の変化がどのようなものであるかを調べる ζ とにする。

なお，仮定 (A.6)により. (1: 1)から

Xj=苧μりVi/ (j=1.2) (1. 5) 

が，また(1.3)および(1.4)を考慮すれば

V2i!V" =η(q) (j=1.2) (1. 6) 

が導かれる乙とに注意してお乙う。ただし，町は単調増加函数である"。

(1. 5)式は，完全競争的な要素価格決定機構の下で， 生産物価値が完全に

それぞれの要素に配分される Eとを，また (1.6)式は，最適要来集約皮が

生産要素相対価格によって一義的に決定されるととを意味している。

5)生産量散に関する仮定をもっと厳密に表現すれば，つぎ申ようになる.

{叫すべての Vii>OについてF，tVli.V2i)>Oで，任意のえ>0についてFj(lVli.lV，幻)

=).Fj{Yh. Yzi)であるo (b) Fj(V li. Vzi)は連続で二回徴分可能である. (c) すべての
8Fj ..... ^ ~_~_ (J'F 

VU>O.について告が0仕事会<0である.特別1・M は(a)申臨からオイ

rV2i、
ラ戸の定理によって噂かれる・また (a)よりえ白内了とすれば.Fj(VIi. V，j)~V，JIJ~町t)

と害防・とれから， 日 fi(持)持J'j(持)， p，炉ft，(5??)でおるから，
，fF) 

4=告=二7舌←-bf十である・印式をE牲に関して徹併l1.t!，
1<&.1 川 lir;TJ 'lI 'JI 

.ヵfbLfJ"fbL1

場γー市梅ず
であるが， (a)と(b)より，すべてのV'I>Oについて 11>0，f' 1>0， 1"1<0であるから， ζ

D徹轍は常に正である・さらに仮定(A川 a ur-EF0・dim-E;f園田在意味し
VJI-U va--

ているから.住軍の例に対して;:甘f:はま-純的叫山古れMるζと治が州'/)帥》
p， 42 $1.11. 
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さて.pの変イじIC応ずる各変数の動きを見るために.(1. 1) ~ (1. 6)式を

微分して次式が得られる。

Xj='E，O;jVij 

'E，.i;jV;j=O 

包lJj=μi1=P+μi2

q=叩 1一 叫 2

XJ=平0・j(μけ Vij)

(j=1.2) (1. 7) 

(i=1.2) (1. 8) 

(i=1.2) (1. 9) 

(1. 10) 

(j=1，2) (1. 11) 

九一九=σJ (1213) {1.12) 

乙己で官日号 A (サーカムフレッタス)は，それが付けられた変数の百分比変化

訴すの。昨冬ι)は第y財の産出高の第4要素投入量IC関する(偏)
弾力性を濠わす。(1.5)式から EOij=lである。Aυ(=VijjVi)は第 z要素

総供給量のう ち第j産業で使用される割合を表わし.したがって'E，ん=1

(=--'1 ι、
である。また， σj(=:j ~)は第1 産 業附ける手要素聞の代替弾力

性を表わす。

競争均衡の下では.8jj はまた第 1産業における第$要素の相対的分配

率とも，あるいは第j産業における総費用中に占める第 s要素費用の割合

とも考えられる。各産業における労働の相対的分配率，あるいは総費用IC

占める賃銀費用の割合を示す 01パま，また，つぎのようにも表わされる。

6) あるlIt数四百分比夜化陪，そ申2聖教の対散を微分して求められる.すなわち.主=dlog X 

である.比較静学分析でとのような方法を広汎に利用したものとして Meade(31)があり.

また，よりー締切な形で弾力憧演草子を定式化したも申とLて71<替ωコヵ・4げられる.なおa
百合比変化を示すためにA を使用したのほ Seton(141)による.対散Il分については，つぎ

のような簡単なルιルを利用するのが便利であるo (a) y= 1I土w のとき，~ヱ-G士三-2，
y -， 

( b) 戸山町とり=~+~. (C) Y= Il/v 申とり=~-;. (d) ，=f(")のとき2=÷・
df ̂  • . 11 fjf .̂ tI fJf A 
すれ (e)'=1("，，")のとき Y=y百;;u+ヮー守れである.
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f)lj=~丘Vli
11- Xj 

=-q-
q+町

第 I部外国貿易申比較静家骨折

血jVJj

μliVli+μ2iV'1;i 

(j=1，2) 

1 

1+飽'!:"
μliY li 

したがって，ニ産業での差をとれば

1 

1+子
(1. 13) 

で再評存ァ (1. 14) 
匂+円 q+'2)

であるから，ニ産業の労働の相対的分配率の間には，つぎのような関係が

ある己とがわかる。

句ミE円に応じて Onミ0" (1. 15) 

換言すれば，競争均衡の下では，資本集約度(ゅの高い産業において，労

働の相対的分配率，あるいは総費用に占める賃銀費用の割合は相対的に低

い。他方，各産業での労働の平均{価値}生産性は，それぞれ

ぷ-=~ 主主主~
Vu 811 V12 812 

で表わされるから，(1. 15)から直ちに

ミグ1 に応じて 主主主主主L
V12 --Vu 

(1. 16) 

(1.17) 

すなわち， 資本集約皮の高い産業において， 労働の平均{価値}生産性は

高いといえる。

最後1<::，二産業の要素集約性の比較に関するもう一つの性質を挙げてお

日。いま，経済全体における資本・労働比率を r=手?と定義すれば，

An-A21 = .1，，-.1，，=工!L_V21 =仏.1，，(均一円)/グ (1. 18) V， v， 
と書けるから，

月<"1 1:'応じて All~.I2h A"~A，， (1. 19) 

であるといえる。すなわち，資本集約度の商い産業では，資本の敏収皮が
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労働の吸収皮に対して相対的に大きい。

さて(1.7)と (1.11)から

7 

40柑 jj=O (j=1.2) (1. 20) 

が得られるから，乙れに(1.9)を代入すれば

OuPu+O，lI.l21 =0 
一 一 ，、
O"pu+O回P21= P 

となる。 I-til についての左辺の係数行列の行列式をD("'OuO，，-0，.0" 
=Ou-O，，=O，，-O，，)とすれば

Wl=ん=一令Lb

Wa=ん，=会Lb
(1. 21) 

および

1 
q=叫2ー叫，=一jJP (1. 22) 

，a 
せわ表で

A
H
W
A
 

を
A

V

 
ら

J
M司

i

2

 

か

J
F

1

1

 

M

M

+

 

1

6

 

j
p

、A

t

(

 

ル
ム
c

H

H

=

 
A

V

 

。

に

る

ぎ

得

つ

を

九一毛!..(A"d，+A22d2)Q
九=4手(Al1d，+ A12d2)q 
九=ー宅LIM+AU62)』

が導けるであろう。ただし.C=AlIA，，-AI2A2I =AIlーA31= )，22-)，12である。

(1. 23) 

最後11:. (1. 22)および(1.23)を(1.7)に代入して

X， = -s，p (1. 24) 

el=会({川内+仙似dl+A，仰 '2)
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および

x，=e，p (1.25) 

=-L〔』12A21内+{812̂11，，，+O"'12'21}d，J BC 

が得られる。'1および内は，それぞれ， 生産変換曲線に沿っての第1M

および第2財供給の価格弾力性を示すものと考えられる。両産業における

要素間代替郵力性が大きいほど，また，商産業問での要業集約度が接近し

ているほど(すなわち BC(J)値が小さいほど)両財の供給の価格弾方性は大き

い。上記ニ式から，第1財と第2財の供給量の比率は

XI-X2=ー('1+句)p (1. 26) 

11:従って変化する。いま.A1三 '21811+ '11021. A，=A，，012+ '120"と定義す

れば Lれは

XI-X2=一生生土全EZ』BC r (1. 27) 

と書き表わすEともできる。 乙乙で.A1>O. A2>O. BC>O.そして A1

+A，+BC=1であるととは容易に確かめられるであろう。(1.24) ~ (1. 27) 

式が商品相対価格の変化11:対応する供給側の反応を示している。

第3節需要条件の分析と均衡の安定性

前節では，封鎖経済における生産商の賭条件が(1.1)~ (1. 4)式によって

示されたのであるが，完結した一般均衡体系を構成するためには，需要函

の諸条件が規定され，需要と供給の均等が保証されねばならない。

需要条件 ω

まず， 最も単純な場合について考えてみよう。 いま， 経済全体として

の，それぞれの財IC対する需要量をあで表わし，両財の需要される比率
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が商品相対価格のみに依存すると仮定する。

37=時)

9 

(2.1) 

e;.c;で，H(P)は単調増加函数である。各財Kづいての需給均等の条件は

Xj=DI (j=1.2) (2.2) 

である。乙れら三式を前節の(1.1)-(1.4)式と組合わせれば.12個の方程

式によって Xj， DJ. V仏叫• q.およr.tpの12個の変数が決定されるととIL

Tよる。

Eのようにして決定される均衡の位醤が安定的であるか否かは，つぎの

ようにして調べるととができる。 (2.1)を対数徴分して

D，-D，=内P (2.4) 

を得る。ただし 0"，(""ーし也 /D，)>O)は，需要の側におけるこ財間ヘ D，/D，dp ノ

の代替弾力性を示す。いま商品相対価格 Pの変化に対する商品需要比率

(D，/D，)の弾力性を万D とし，商品供給比率 (X，jX，)の弾力性を加とす

れば; (2.4)および(1.27)より

ηD=113 

(2.5) 

。-
d

一
+一応
n
u
-
d

一--
s
 
v
 

である。第2財について正の超過需要があればPが上昇し，第l財につい

て正の超過需要があれば世が下落するものとすれば，均衡点が安定である

ための必要充分条件は.pが均衡傭より上昇した場合に第1財の正の超過

需要が生じ，また安が均衡値より下落した場合IC第2財の正の超過需要が

生じるととである。したがって，安定条件は

1JD>1JS (2.6) 

で与えられる。 (2.5)から，とれは
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-Lldags+d262+BC63)〉0 ・ (2.7)BC 

と書き換えられる.ζれまでのモデルに関する限りんI A2• BC. 111. d2. <<13 

はすべて正であるから， ζの条件は常11:充たされる。つまり，均衡点は常

11:安定的である。

冊要条件 (9)

社会全体についての総需要函数によって需要条件を規定する限り，各財

毎の需要函数を規定するという方法をとっても!量輸の本質は全く変らな

い。いま，それぞれの財に対する需要が

Dj=Dj(P. Y) (j=1.2) (2.8) 

という函数で表わされる場合を考えてみよう。己乙でYは第l財単位で表

わされた総所得を表わす。

Y=x，+px， (2.9) 

もし所得がすべて両財11:支出されるものとすれば，収支方程式は

Y=D，+pD， (2.10) 

である。したがって. (2.8)で与えられたニつの需要函数の一方は独立で

はない。さらに，現在のようなこ財モデルでは，ワルラス法則によって，

一財の市場の均衡は必ず他の財の市易の均衡を窓味するから，市場均衡の

条件は，いずれかー財についての需給の均等のみでよい。

X，=D， (2.11) 

以上で独立な4個の方種式が加わったから， ζれを(1.1) ~ (1. 4)と組合わ

せると.13個の方程式によって Xj，Dj， Vjj， 叫 .p. q.およびYの13個の変

数を決定する体系が得られる。

きて. (2.10)から
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y .!'-.うD?，" . ~ 
D，=τY一苛(p+D，)

11 

(2.12) 

が得られるが， 均衡の近傍において dD，=-pdD，である己とを考慮すれ
ば，

…A 

y=守句

となるから. (2.12)は

I>t-D2=一年功2
~， 

と書ける。 他方. (2.8)と(2.13)から

ん=(士号す+p等)I>

(2.13) 

(2.14) 

(2.15) 

を得る。ζの右辺弧括内の第l項は，スノレツキー・ヒックスの需要の基本

方程式を使えば

上等=ー(山，)
D， iJp 
h三一上位|ー…
~ - D2 ap [~~-;~国ated

日D，
町三均す

(2.16) 

と表わせる。 h は実質所得を一定に保つような所得補償が行なわれたとき

の第2財需要の価絡弾力性， また，醐2は第2財への限界収支性向を表わ

す。乙のζ とから，結局

D，=-s，p 
であり，したがって

I>t-I>2=雫旦必
~， 

(2.17) 

(2.18) 

となる乙とがわかる。つまりa 需要条件(1)の考察で示された内の内容が
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4rS21Eよって示された凶ぎず，安定条件の分析も会〈同様である。
需要条件(.)

最後に，各生産要素の所有者がそれぞれ一つの所得グループを形成し，

それらの所得グループの各財11:対する需要函数が与えられるとい勺た形で

需要条件が規定される場合について考えてみよう。 Eのような需要条件の

扱い方は，所得分配の変化によって，経済全体の需要パータンがどラ変化

し，またそれが他の変数にどのような影響を及ぼすかといった問題を考え

る場合IC役立つであろう。

1:.1:.では，極めて単純な需要のパタ ーンとして，各要素所得の一定割合

が両財へ支出される{すなわち，需要の価格弾力性がゼロでその所得事力性が1に

等しい)場合を考えよう。いま第 z要素所得からの第2財11:対する需要が，

つぎのように表わされるものとする。

D，，=!J，w，V;/p (i=1.2). (2.19) 

ζEで Q，は定数であり，叫v，は第l財単位で表わされた第z要素の所

得である。各要素所得がすべてどちらかの財11:支出されると仮定すれば

WiVi=Dil+pDi2 

である。各財11:対する総需要を

Dj~平DI/

(i=1.2) 

(j=1.2) 

とすれば，それぞれの財についての需給均等の条件

(2.20) 

(2.21) 

Xj=Dj (j=1.2) (2.22) 

は，再びワルラス法則によって，一つの独立な方程式を与える11:it，l吉ない。

結局，独立な方程式7個と Dリおよび Djの6個の未知数が(1.1) ~ (1. 4) 

式11:加わって体系は完結する。

さて， 経済全体の総所得11:対する第2財への総支出の拘l合をaとすれ
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ば，

.P， 1-;Q 
五万;-----:Q一

から

Lb2=-dH+五
炉導ける。古ら1/:.

SJY=平a州 V;

Y=~叩グ

から

Aω +
 

A
q
 

仏

T
A判

=

A

T

 

A

Y

a
円

+

=

 

A
A
M
A
Y
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(2.23) 

(2.24) 

(2.25) 

(2.26) 

(2.27) 

(2.28) 

を得る。 ただしJ 8i三附V;fYは国民所得に占める第 i要素所得の割合，

あるいは，第 $要素の相対的分配率を表わす。 (2.28)を(2.27)に代入し，

b 写ω.および←ーすれいう関係を利用すれば

SJ=-0，0， (SJ，rSJ，); 0102(q~-SJ，);， 
一一一一一豆一一~q一一一一五豆一ーす

となるから，それをさらに(2.24)へ代入して

ムーん=(1ー岳)p

G三唱島宇

(2.29) 

(2.30) 

を導くEとができる。 Eの結果は，商品相対価格が変化したときに，経済

全体におけるこ財の需要比率がどのように反応するかを示すものに他なら

ない。つまり，

加=1-4L (2.31) 
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である。

先に述べたように，安定条件は ηD>加となる乙とであるが，上の結果

から，これは

-L {d161+d262+(B-G)C}〉O{2.32)
BC 

と書けるであろう。 BCは常陀正であるから，もしGとCが異符号を持て

ば， ζの条件は常IC充たされて体系は安定的である。すなわち，第2財が

労働集約財のとき (C<めには，労働所得からの第2財支出性向が相対的

に小さく (.Q，>.!J.， したがって G>O).逆11:第2財が資本集約財のとき

(C>O)には，資本所得からの第2財支出性向が相対的に小さい(.Q，<.Ql.

したがってG<O)ような場合がそれである。換言すれば，各要素所得が，

その要素を集約的11:使用して生産される財に相対的に小さい割合で支出さ

れる場合には，均衡は安定的である。しかし，もし各所得グループの選好

がとの逆であれば，不安定均衡の可能性が生じるであろう九

第4節比較静学分析

ζれまでの分針によって，生産と消費，あるいは需要と供給の両面にお

ける諸条件と，均衡点の安定条件が明らかにされたから，本節では，体系

内のいくつかのパラメターが変化した場合に，それらが内生変数にどのよ

うな影響を与えるかを考察する。己の節の結果は，本書の他の諾意で汎く

手IJ周されるであろう。

まず， 生産担1)の条件から始めよう。第2節では， 最も簡単な窃合とし

て，各財の産出高が要紫投入量のみに依存し，また，要来総供給量が所与

7) ミードは，二部門属長理論との関連でと申ような不安定均商の可能性を指椀している.

Meade (32). pp. 139-14.1書照.
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である場合が考えられていた。しかし，各財の生産は，一般には，投入要

素量IC依存するのみならず，それらが生産過程でどのように使用されるか

という技術知識の状態にも依存するであろう。もっとも，そのような技術

知識は，個々の生産者にとっては与件であって利潤極大化の目的のために

操作しうる変数ではないと考える方が分析ははるかに容易になる"。

さらに，本章で扱っている生産函数が産業別に集計された生産函数であ

る乙とを考えれば，一産業全体としての総m出高は，産業内の個々の企業
者にとっては操作可能な量ではないとしても，一産業の生産能率を考える

場合には，変数と考えられねばならない己ともあるであろう。外部経済と

か外認不経済とか呼ばれる現象がそれである。もっとも. C 1:では完全競

争という基本的な仮定が置かれているために，規模に対する収穫逓増減の

現象も完全競争と矛盾しないものだけが分析の対象となる。

さて，以上のような要因は，すべて生産函数をシフトさせるものである

というように考えれば，第2節の(1.1)式は

Xj=Fj(V，}， V，j.αj) (j=1.2) (3.1) 

と書きかえられるであろう。 同は第1 産業 I~おける生産函数のシフ ト・パ

ラメターである。 しかし，生産函数 Fjが要素投入量について一次周次で

あるという仮定 (A.6)は， ζ 乙でもおかれている九生産側の条件を示す

(1. 2) ~ (1. 4)式は，形式的には同じである。

V;=i;:VIj (i=1.2) (3.2) 

8) 技術進歩がどのような要因によ。て支配されるかは，まだ充分に開拓されていない研究骨聖子
である.ζとでは.控帯同羽離の水準が外生的に変化したとき応，その彫曹がどのような形で現

われるかという問題だけを扱うととにする.第13章では.技衛進歩について申，‘う少し立ち
λった分析を行うであろう.
叫すなbち.任置の .>0に対して Fj().'v1i.AV，j，αj)=必FJ.Yli.V2i.αj)であると仮定
されている.
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叫 =μI1=Pμ・2

第I部外国貿易自比IR静字分街

(3.3) (i= 1. 2) 

q=wdω， æ.~ 

BF;(V1i. V2i.酎)
ただし， μii 8Vii である。 官官2節の場合と同じように仮定

(正 6)と(3.1)式から

Xj=苧μ山

v，;/V，;=rl(q.α1) 
が導かれる。

パラメターの変化IC応ずる各変数の動きを調べるために. (3. 1) ~ (3. 6) 

式を対数微分して次の諸式を得る。

XI=~OHVH+π2 

2
 

偽
向

"
+
 

A
V
A
P
 

ん
一
戸

2
7
A山
内

=

=

 

A
V
A
M
 
q=叫 1ー却2

X;=L;OIj(μ0+ Vli) 

(j= 1. 2) (3.5) 

(j= 1. 2) (3.6) 

(j= 1.2) (3.7) 

(i=1. 2) (3.8) 

(i=1.2) (3.9) 

(3.10) 

(j=1.2) (3.11) 

V'I-Vi1= d;q+fl; (j=1.2) (3.12) 

1_ 1 fJFi 、
新しく導入された記号の意味は，つぎの通りである。町(sτァ呈モLdαil、 dJ υ

は生産函数のシフト ・パラメターの変化IC基く第3財産出高の百分比変化

I 1 (J" 、
率，そして ん(=でー云ヲァda;)は，初期の要素相対価格の下で，生産商

、 'J V‘'J 

数のν7ト・パラメターの変化によって生じる最適資本・労働比率の百分

比変化率を表わす。 んが正であるか，負であるか，あるいはゼロであるか，

すなわち，最適資本 ・労働比率が増大するか，減少するか，あるいは不変

に留るかに応じて， シフト・パラメターの変化は， それぞれ， 労働節約

的， 資本節約的，あるいは中立的であると呼ぷ乙とにしよう。

(3.7)および (3.11)から



1]0岬戸町

第 1輩封鎖経済申比較静学分析

(j=1. 2) 

が得られる問。乙れと (3.9)から叫は

ん=一会1.p+す(8""，ー伽)
011 ~ 1 叩，=昔1.t_B (0""，-811"') 

のように表わされ， したがって

1 ̂  1 
q=一i3P-fj一(0"π，-011"')

をf与る。

また， (3.8)と(3.12)を Vりについて解けば

Vu=す [A，，(A21"'+伽)什(机-，-A12V，)

十.l，，{A21仇+A坦β，)]

V21=す [.<，，(A，的十A的)什(紛れ-A12V，)

+ A，，(Alll>， + A"I>，) J 

V12=ーモー〔ん仙内+.1，，"，)什 (A，iV，

-A11V，) + .111(.1211>，十.1，，1>，)]

九=一~ [仏(A，叶 A12"，)q+(υ仇Aゐ2

一』ん11昔九2品)+.1ん2幻以，(Aん111>仇，+.1ん1悶，1>，)必)η 〕

17 

(3.13) 

(3.14) 

(3.15) 

(3.16) 

10) 生直函数が要揖投入量I(関して-1):間取である己とから，各書曹の限界生産制'1..要薫投入

量に闘して."，，1):同肱醐となる・いま， μIJ=:glj(V1げ '}，a))とす叫宅#告Vk;=O

(1=1，2)である.ととるで，

#;j=子主ナ#れi+fjjj (ただr....Pij_奇襲十d町}
であるから，先む性質を考慮すれば，

町=干Mυ=干と宰L子生i#アkJ千干fh/i1iJ
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が得られるから， ιれに(3.15)を代入し，さらにそれらを (3.7)11:代入す

れば，各財の~出高の百分比変化はつぎのように表わ古れる。

、ht
p
E
J

l
 

み
V+
 

2
 
π
 
1
 
8
 

π
 
e
 
+
 

ー{
 
十2
 

A
V
 
1
 
2
 

A
U
F
 +
 
a
 

A
V
 
1
 
2
 

n
u
F
 +
 

A
P
 
-e
 
=
 
-
A
X
 (3.17) ，、

x，=.，p+ρ12Vl+P"V，-6，7tl + (1+匂)π2-b2

ただし

E-L[{011112A21+821AM22161+Ald2262〕
BC 

=-L[AuA2161+{822AuA22+8EAuA21}621 
BC 

A?? AHI 
向戸τへρ21= eW 

A"， J'1 
P12::=:-C' ρ盟三7

b戸÷[削仇+0山 "̂lsl+̂的削

h=÷MHa+182州 "+8，，Al'̂叫ん〕

である。 h および 6，は，第2節で示したよう i乙生産変換曲線IC沿って

の各財の供給の価格弾力性であり， また， ρ"は第z要素総供給量の変化

11:対する第j財産出高の扮i力性である。そして.bJは，両産業における生

産函数のシフト・パラメターの変化がもっ生産要素バイアスが各財の産出

高11:与える効果を示す。

(3.17)から，両財の供給量比率の変化は，

主l-X2=ー(61+6必+(ρll-Pl')九+(ρ..ーρ，，)九

+(1+町+.，)(πzーπ，)+(b.+b，) (3.18) 

ZFEt(干v・23mhFM伊 FM，J
つまり.(3. 13)式は，町=:E8り/lijと同値である.換宮すれば， シフト・バヲメター白変化
のみに基く各要素の限界生産物白百分比夜化の加E平均に等しい.ただし，カIlifi平均申ウバ
トは，それぞれ由要素の生産弾力性である.
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または

，~!'. A1C11+A'l0''l~. 1 ，!'. !， 
X1-X2=-A3F勾 +τ(V，-V，)

dJO'l+A2内+BC， ， • A，8.+ A，e， (町一π，)+!!.!且士三世 (3.19) BC '~"'I ， C 

で示される。

つぎに需要条件の変化について考察する。第3節で示した三つのタイプ

の需要条件のうち，条件(紛は条件(1)と木質的に変ると ζろはなかったから，

c.c.でほ条件(1)と(3)のみを取上げよう。前者は特ILIIfI好の変化が他の変数

IC与える効果を，また後者は所得分配の変化11:伴う需要バターYの変化が

他の変数に与える効果を分桁するという目的のために用いられるであろう。

、需要11:及ぼす価格以外の要因の影響を考慮するために. (2.1)の需要函

数をつぎのように書き直すζ とlとする。

ま=H(p.r) (3捌

とζで Tは経済全体の需要条件に影響を与えるようなパラメターである。

Eれから直ちに

D，ーD，='，P+fJ， (3.21) 

1_ P fJ(DdD，) ¥ 
が得られる。ただしI 0'3(=，古与すでよ主主fニ:!!....)は需要函におけるこ財

'¥. (D，/ D，) fJp ノ

(_ 1 fJ(DdD，) 、
簡の伐替弾力性を，また. B'l=石百万』背~dγ) は需要パター y

のシフト IC~まく両財の需要比率の百分比変化率を表わす。 もし1/，が正宅

あれば第1財11:偏った需要の変化が生じており，んが負であれば第2財IC

偏った需要の変化が生じているととになる1日。

11) 1:. とでは.一応γを砂皐申パヲメターのように扱っているが，γが体帯内町他申車数やバラ

メターに依存する場合でも同級な方法で分析を行なう ζとができる.たとえばγが所得水準Y

を褒b1-， Yはさらに商品相対価格pと他申パラメター'の函量であるとする.需要函数は
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さて，需給均等の条件を考慮すれば，供給側の変化式(3.19)と需要側の

変化式(3.21)から商品相対価格の変化が体系内の種々のパラメターの変化

によって表わされる。

p=ーす (B(V，-V，)+(A凶 +A，.，+BC)仇ー町)

-B(Adh+A，s，)+BCs3J 
d=A，d， + A，d，+ BCd3 

(3.22) 

先ICも述べたように.A，. A，. BC>Oでん+A，+BC=lであるから d

は経済における三つの代替型車力性の加重平均1<::他ならない。事実. σは経

済全体としての資本と労働の関の代替弾力性を表わしているとも考えられ

る。というのは，他のすべてのパラメタ ーに変化がなく，生産憂来供給量

のみが可変である場合を考えれば

V，-V，=dq (3.23) 

であるから，かりにqが与えられたものとすれば，上式の左辺は，需要・

供給側のすべての均衡条件を充たしながら経済が吸収し得る両要素の比率

の変化を示しているからである。

(3.22)式は需要条件(1)の下での一つの長終結果である。他の内生変数の

変化とパラメターの変化との関係は. (3.22)式をとれまでの中間結果1<::逐

次代入して求められるであろう。c.c.では，比較静学分析の一つの例とし

て，生産要素の成長，技術進歩，噌好の変化などが労働と資本の問の所得

D.lD.=Hlp， Y{P. ')Jとなり・したがって.i>.-D.白夜危了誓ム夜元T詳{
。L.~.1._1_ ~J' ¥...... r ---'!..-...iιL  dH .L  ..1.L 1 ~...---1: 

ア 8~ P+-y-vdi dt j=L TCJJD;了す~. + (D.iD.) iiy・ア ap JP+ (D，iD.l 
・4件十，と書ける叫.自申耐を d..m=枇 11.時え山v'.r. Q) 
ような方法を用いれば.所得水~. 34った所得附層間の1J1.j草分配のパターン，あるいは噌好な
ど，需要最件に膨嘗を及ぼすと考えられる多くの聾困の分析が可能となるであろう.
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分配IC及ぼす効果をとりあげてみよう問。

総賃銀を総;fjJ潤で除した比率をQとすれば

から

Q=ω，V， -
叫，V，

Q=q+(V，-V，) 

f、=ーす什(V，ーV，)

である。 Eれに(3.22)を代入して整理すれば，

~ 1 fl.. _¥1:， r"~ ， A，d.+A，d，+BC 
Q=-71{1-e){V2-VIHD (π「町)

一川

21 

(3.24) 

(3.25) 

を得る。いま， 第1財が第2財lにζ比ベて相対的lにE労働集約的である(すな

わち.B， Cは正である引}としよう。そうすれば. (3.26)からつぎのような結

論が導かれる。

ω 一方の生産要業の成長率が他方のそれよりも高ければ，経済全体と

しての要素間代替弾力性が1より大きいか小さいかに応じて，それは所得

分配を成長率の高い要素IC有利，または不利な方向へ変化させる。

伽 一産業での技術進歩率が他産業のそれよりも大であれば，乙の乙と

は，相対的に技術巡歩率の大きい産業で集約的IC使用されている要素の分

配寧を低下させる。

ω ー要素を相対的に節約するような技術進歩は，それがいすれの産業

で生じても，節約される要素の分配率を低下させる。

12) とれは.Hleks (11). Chap. VI (内田訳 (2).第六章)の主恩であった.最近における

鍵何学的な骨折について棺.Findlay (，帥コ参照.
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ω 需要バターYのνフトがあった場合，それは，需要が相対的1<::培大

した財の生産IL集約的1<::使用されている要素の分配率を上昇させる。

最後に，第2節で示した需要条件(3)を用いた場合について，比較静学分

析の結果を簡単に考察しておこう。己の場合には，両財の需要比率の変化

は，既に示したように，

ムーレーせが+主 (2.24) 

であるが，生重要祭供給量の変化がある場合1<::は. (2.27)および(2.28)は

.Q+~ 生ZZA A A A A +y=→手!Iqー(V，-V，))+(叫 ，+V，)

y=o，{qー(V2-V，))+(柑 ，+V，)

となり， したがって(2.29)は

SJ=一位宅ゴ.!I{qー(九一台，)}

z他毛並ベ÷J+仇ジ，)}
と密かれねばならない。己れを(2.24)"代入すれば，

を得る。

ム一九=(1ーす);'ーす(B(九ー九)+(π2-"')]

G=些記号車]
.lJ(1-.Qト

(3.27) 

(3.28) 

(3.29) 

(3.30) 

需給均等の条件を考慮して， 供給側の変化式 (3.19)と需要側の変化式

(3.30)から』を求めれば，

ト一手[川)ー古G'(A，P，+ A，P2)]-("2-"') 
(3.31) 

hdr〔dl山汁(B-G)C)
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となるであろう。 己の式で.CGは正 ・負いずれの符号もとり得るが，そ

の絶対位は1を超えないζ とが磁かめられるであろう。dは，需要条件。)

の下での，経済全体における要素閣の代替型車力性を表わしている。先に示

した静学均衡の安定条件(2.32)が充たされれば，との代替弾力性は正であ

る。したがって，均衡点が安定的である限り，要素成長率の差異，技術進

歩率の相対差;ならびに要素節約的技術進歩などが商品相対価格に及ぼす

影響め方向は， 需要条件(1)を苅いた場合と同じである。また，それらが要

素閣の所得分配に与える効果についても，先の結論が，そのまま妥当する

ととも容易11:確かめられるであろう。

、J
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第 l節 マーシャ Fレ・ラーナー条件

比較静学分析の結論が，考察の対象となっている経済体系の勤学的安定

条件K本質的に依存しているιとは，既11:，サミュエJレソンのI対応原理]

としてよく知られている九比較静学分析の最も普通の方法は，初期均衡

点において，体系が均衡から僅かに離脱したときに最初の均衡点へ復帰す

るような諸力が体系内で作用するという仮定を設け，何らかの外部的要因

の変化によって惹き起きれる内生変数の変化を調べるという方法である。

外生的要因の変化が大きくない場合には，初期均衡点の近傍での安定条件，

すなわち小域での安定条件が充たされていれば，比較静学分析は意味をも

っと考えて差支えないであろう。

純粋貿易理論において最もよく知られている安定条件は，マーシャ Jレ・

ラーナ一条件と呼ばれるものである。いま，二国 (AおよびB)のみが相互

に貿易を行なっている状態を考え，それぞれの国の輸入需要の価格弾力性

{ζれは，正確にいえば， オファー曲線四弾力性，すなわち輸入需要量の交易条件に

対する弥力性守あってa 通常正憶となるように定義される}を“およびωとすれ

ぱ，貿易均衡点が小域で安定であるための必要充分条件は

“+ω>1 (1.1) 

であるというのがマーシャル・ラーナー条件である九純粋貿易理論，と

1町)50剖E
2幻) Ma訂r悶.h加al“1Cα24の0，App開e町n主叶叫d副aはxJ. pp. 3お53ト一3弱54山;Marshall (釘コ.pp.却-22(杉本訳(28コ
pp. 43-柑);Lerner (22)， pp. 377-379. 
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くにその比較静学分析において1:.の安定条件の果す役割は極めて重要で

あるから，本章では安定条件ならびに輸入需要の価格弾力性について，や

やE羊しい分析を行なってお乙う。

いま二財(第1財および第2財}のみがあり， A図は第1財を輸出して第2

財を紛入し B国はζの逆を行なっているものとしよう。国際間での生産

要業移動やト ランス7ァーがな く，貿易収支の均衡が交易条件の伸縮性11:.

よって常に維持されるような場合には，ワルラス法則11:.よってー財の市場

均衡が必然的11:.他財の市場均衡を意味している。したがって，乙己ではー

財の市場と一つの相対価格についてのみ分析を行なえばよい。そこで，第

1財の単位で表わした第2財の相対価格をPとし， A国の第2財輸入量を

M，・=!.(P).B固からの第2財輸出量を E，・=g.(世)とすれば， 世界市場の

均衡条件は，

j主(p)=g，(p) (1.2) 
L 

で示される。

さて，以下の安定性分析における基本的な仮設は，均衡点の近傍におい

て，第2財の正の超過需要があれば第2財の相対価格が上昇し，逆に負の

超過需要があれば，それが下落するという Eとである。いま， ドットによ

って時間11:.関する徽係数を示すEとにすれば1:.の仮設はつぎのように表

わをるであろう。

p=叫ん(p)-g.(P));k(O) =0， k'>O (1. 3) 

ζのとき貿易均衡点が安定であるための必要充分条件は，均衡価絡を超え

て価格が上昇したときに負の超過需要が現われ，均衡価格以下に価格が下

落したときに正の超過需要が現われるととであ事。すなわち(小域における)

安定の必要充分条件は.
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号|プ(O)(4ti--371j〈O (1. 4) 

と書ける。ただし， mmlま.その他が均衡点で評価されたものであること
を示している。蕊本的仮般によって ν(0)>0であるから， (1. 4)式の符号

はl判一生11の例に依存する己とになる。
l dt 1. dt I.J 
通常の定自民の仕方ICI遺qて， A国の輸入需要の軍事力性“およびB国の輪

出供給の弥力側，e.を
r・E-JLiLt b=ーと盆土
M，・dt' -.-E" ・dp (1.5) 

と定畿すれば，安定条件は

l.+e.>O (1. 6) 

と表わす己とができる。なお B国の第1財輸入需要を M，，=f.(p)とし，

その弾力性を

“""..1;.. dl> M，・dt
と定義すれば，貿易収支均衡の条件

M，・=tE，.
から

む==0-1

(1. 7) 

(1. 8) 

(1. 9) 

という周知の関係が噂かれるから， (1.6)の安定条件が(1.1)のマーシャル

.ラーナ一条件と同値である Eとは明らかである。

第2節 輸入需要士骨太の効果

純粋貿易理論における比較静学分析のーつの典型的な例として，外国に

おける貿易財の需要 ・供給条件には変化がなく，自国のみで輸入需要が何
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ちかめ原因it;j;り増大したとき，毛れが貿易置や交易条件にどのような影

響を及ぼすかという問題を考えてみよう。t:.I:.でとの問題を取上げた彊由

1:，それが比較静学分析と安定条件の関係を示す模範的な例であるという
Eとの他IC，その問題が，つい最近になって漸く解決を見た一つの槍争点

を含んでいるからで 1ある。

マーシャルは，ある一国のみで輸入需iJl!の増大が起ったとき，交易条件

のその国への悪化と輸出，輸入双方における貿易量の増大が生じるであろ

うと述べた後，他の国の輸入需要の弾力性を所与とすれば，いずれか一国

の輸入需要が弾力的であるほど， 貿易量増大の程度は大きく， また. そ

の国への交易条件悪化の程度も大きいという一般的原則が成立つと主張し

た3)。 乙れに対して， グレーアムは，輸入需要が増大した国の輸入需要の

弾力性が大であるほど，貿易量増大の程度ならびに交易条件のその国への

悪化の程度は小さくならねばならないと論じているペ前節の記号を用い

て両者の論点を整理すれば，つぎの表のようになるであろう。

第 1表 輸入需要増大の効果傘

マーシャル グレーアム

、・ ' らが大であるほど 大
A国交晶条件車化の程度

'.が大であるほど 小

らが大であるほど 大
貿易量増大の湿度

%が大であるほど 大 大

• A閣で..入需要の崎大がof.，1l.B閣の稲車・供給条件は不変とする.

3) Marshall C剖J.pp. 177-178 and ApPendix J. pp.担2担4 マーシャル">>;.両国と
もに弾力的な輸入需要を持ヲている場合民臓論を限っているととは，この引用健所から明瞭に

臨みとられる.

4) Graham (86:コ.pp.剖ト曲2
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しかしながら，このように一見したと ζろ矛盾するように思われる両者

の結論の聞の関係は，その後アレ':/，ケンプ，パグワッティおよびジョン

ソ日等によって整理され"， 現在では，輸入需要地大の程度をどのように

測るかによって結論の途いが生じたものである乙とが明らかlとされている。

いま A国の輸入需要のシフトを扱うために， A国の絵入需要函数を

M24=ん(p， r) (争>0) (2.1) 

と表わすζ とにしよう。 Tはシフ ト・パラ メターである。輸入需要の増大

I 1 Oι 、
を政(=τ7去ιdr)で表わす乙とにすれば，乙れは，一定の交易条件の、 1VI2lI VT 
下での輸入需要の百分比変化によって輸入需要のシフトを測っている乙と

を意味している。 (2.1)から

M，.=-，.p+M (2.2) 

が導けるであろう。他方，前節での分析から明らかなように，貿易均衡の

条件から.

M2o=E2b=ε.p=(ωー l)p

が得られる。したがっで，これら二式から，交易条件の動告は，

今 M
の -
r “+ωー1

(2.3) 

(2.4) 

によって示されるととがわかる。初期均衡点が安定的ならば，マーシャノレ

・ラーナー条件によって分母は正であるから，成>0に対して五>0，つま

りA国輸入需要の増大11:よって交易条件I;tA国に不利化する。しかし股の

大きさが与えられると，両国の輸入需要の弾力性が大きいほど，交易条件

のA国への悪化率は小さくて済むととになる。また A困の輸入量 (=B

園田輸出量}の変化，ならびにB困の輸入量 (=A園申輸出量}の変化は，

5) Allen (43)， Kemp (10ηaおよび Bhagwati=Johnson(66)創照.
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合一 {ωー1)厄.
""" 2・一一一一一一一一“+“-1
. ω且4
..II1lU=ーーーーーーーーーー一一“+ω-1

m 

(2.5) 

(2.6) 

で表わされるから， B国の輪入需要が軍事力的であ畠限り，貿易量は増大す

る。そして.府の大きさが与えられたとき.貿易量増大の程度は， A園紛

入需要の弾力性が大きいほど小さしまたB国輸入需要の弾力性が大きい

ほど大である。第l表から明らかなように，己れらの結論はグレーアムの

それと完全に一致する。

しかしながら，マーシャルの叙述{特に Append皿 1におけ畠畿何学的分針}

を見れば明らかなように， 彼が輸入需要増大の大きさを測っているのは，

Eのような方法?ではない。マ-"/ヤルは，従来と間量の輸入を行なうため

に，その国がどれだけ多くの輸出財を提供じようとしているか，あるいは，

輪入品Ir対してどれだけ高い価格を支払おうとじているかという形で輸入

需要函数のシ7トの程度を測っているのである。つまり， (2.2)式におい

て M，.=OとするようなPの値

p=与 (2.7) 

がマーシャノレによる輸入需要増大の測度を表わしているといえるであろう。

との関係を用いると， (2.4) -(2. 6)式はつぎのように省きかえられる。

4=一 UT
r “+/.-1 
M-n=ム己旦主主
c.+ω-1 

M，・=ーと"乙ーc.+ωー1

(2.8) 

(2.9) 

(2.10) 

ζの結果から明らかなように tの大きさを与えられたものとすれば，交

易条件のA国への慈化率はA園輸入需要の弾力性が大きいほど大きく， B
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国輸入需要の弾力性が大きいほど小さい。また，貿易畳増大の程度は両国

の輸入需要が弾力的であるほど大となる。いうまでもなしとれは，第1

表に示したマーシャルの結論と一致する。

輸入需要菌数のシフドを測る測度としてとのようなこつの奥ヲた方法が

あるという ζ とは久 恐らく，安定条件を導く場合11:，価格調整的接近法

'と数量調整的接近法の二つの考え方が存在する己とに起因しているように

思われ石。なぜなら，前者の場合には，一定の価格の下での需要量の変動

から出発し，後者の場合には，一定の需要量の下での需要価格と供給価格

の霧離から出発して調整過程を考えるからである。しかしながら，サミュ

エルソンが指摘しているように汽 純粋貿易理論における安定条件の分析

花関する限り，マージャルもまたワノレラス的な価格調整的接近法の考え方

をとっているのである。マージプヤ Jレの分析の背後K乙のようなこつの異っ

た考え方が併存していたととがグレーアムの反論を惹き起したのかも知れ

ない。

第3節不安定性の原因

通常の輸入需要の価格弾力性は，消費者需要の理論11:倣って，純粋代替

項と，所得項である限界輸入性向との和として表わされることが多い。己

6) ケyフ百上に幸げた=つの方法の他に，第三のタイフーとして一定。輸出供給量の下での輸入

需要量の法少によっても輸入需要函数申シフトが測Wもると述べている.しかし.ζの方法は本

質的には，マーシャルの用いた方法と異らないのである.彼がζ申点に気付かず， ζれを第三

のタイプとして挙げたのは，~O)タイプの需要りシフトがあヲた場合，輸入概要増大が生じた

国申輸入需要治4i弾力的であれば，安易条件はその国民有利化するという結果が捕かれたから
である..Kemp(107コ， p. 46 しかしながら， t.の結果は，決して彼が言うように驚くべきも

のではない.という白は輸入需要が非弾力的な場合には.一告の輸出供給量の下で申輸入需要

量申波少によって測られる自は，輸入需要の増大ではなくて，減少だからである.

7) Samue1son (41)， p. 264 
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のような手続きをとる場合には， 国内IC競争産業の存在しない非競争輸入

財の場合を除き，輸入需要が，本来，輸入可能財に対する園内需要の国内

供給を超える超過需要であること，したがって，純粋代替項が単に需要面

における補償された価格弾力性 (income-c。田戸幽.teddemand elasticity)のみ

ならず，価格変化に伴う生産組織の再編成を通じての代替効果をも含んで

いるととを忘れてはならない。

そ己で，それぞれの国が両財を共に圏内で生産じながら貿易を行なって

いる状況，すなわち部分特化の状態の下ゼノ給入需要の交易条件弾力性 tぁ

るし、は， オファー曲線の弥力性) が， どのような項目に分解されるかを調司

てみようU。

A国における第 s財 (i=l，2) IC対する閣内総需要を D向第4財の国

内生産量を X向また，第1財単位で表わされた総所得を Y.とすれば

A国の輸入需要はつぎのように表わされるであ石う。

M2.=D2.(P. Y.)ーX，.(P) (3.1) 

ただし.

Y.=X1.(P)+PX2.(p) (3.2) 

である。 (3.1)をPについて微分し，河辺に -p/M，.を乗じると

“5_L~笠と= _L.1金!..-_L 芝生!.... dY" 
M2・dp M2• op M，. oY. dp 

+ .~ ~主L
1¥12， dp 

(3.3) 

.d日>(，
を得る。また. (3.2)をPについて微分し，均衡の近傍において pニ守子で

r dP' 
dX1I1 
=二2込Lであるととを考慮すれば
dp 

8) 以下町分街方法は.Jo... (02) Iζ調うととるが大きい.
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dY. 
""y"..-=X2・ (3.4:)
dP 

をf阜る。

きて. (3.3)式の右辺第一項は， スルツキー・ヒ ックス流の代替項と所

得項1(;分解されるから

T 8D2.a D2. 一一一一τァ = ~;.(知+隅μ(3.5)
M"  fJp M，. 

f=_L aD伊 L ¥ 2ヒ書ける。ζEで，相{ーーマ「一宮';:rin帥 m. .lは補償された需要の、 五ノ初 υ'P I com阿国ated'

I fJD←、
価格弾力性を，情，.( p Va;': ) fま限界支出性向を示す。 (3.3)式の右辺第
二項は. (3.4)式を考慮すれば

P 8D2a dY. X2<1 
一芳;: C1.Y.ヲp=万五町 (3.6) 

と書ける。そして. (3.3)式右辺第三項は， 園内生産代替曲線1(;沿っての

/少 dX，，a¥ 
賀，2財の供給の価格弾力性を e2111呈-L-よ:':")と定義すれば2¥ x，. dp; 

ー乙i主主=主主知 (3.7) 
M，. dp M，. 

のように暫くととができる。とれらの項をすべて元の (3.3)式へ戻せば

( D?o . X2~ \ =1 :;~ S2o +二詰:'.0，， 1+問
\ M2.-'~" ， M"畑-;‘ (3.8) 〆

となる。つまり，輸入需要の交易条件弾力性における代替項は，需要面で

の代替効果と，供給面での代替効果との値合体である ζとが示されている。

さらに，需要面での代笹効果の方が供給面のそれよりも大量なウェイトを

つけられていることも明らかである。もっとも，輸入可能財総需要を充た

す園内供給の割合が大きくなるほど，後者1(;対するウ sイトは大となる。

B園の輸入需要についても，全く同様にして

M，・=D，.(p， Y.)-X，，(p) (3.9) 
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y，=x..(jうHPx，.(P) (3.10) 

から

f D.. . Xー¥ωa( :'1T Slb + ~ }d ela ) +mu 
¥川lT- .lV11T-/ 

(3.11) 

を導くことができる。

(3.8)および(3.11)を用いれば，マ-vャル・ラーナー条件は，両国の輸

入需要の代替項および所得項のタームで書き直す乙とができるであろう。

初期均衡点でのPが1!(等しくなるように商品の単位を選ぴ，初期均衡輸

入量をMとすれば， マーシャノレ・ ラーナ一条件は

7去伝((ωωD
(伶3.12)

となる。もし， ωの代り fC，B国輸出供給の交易条件弾力性白を用いる

と

E.=(告526+雪竹一隅"
であるから，安定条件は

す((ω伽D

となるであろう。

(3.13) 

(3.14) 

需要商および供給面における代替効果は，いまの場合正であると考えら

れるから， (3.12)式からわかるように，両国での輸入可能財に対する限界

支出性向の和が1より小さいときにのみ，初期貿易均衡点が不安定となる

可能性がある。換言すれば，両国における限界輸入性向の和が1より小さ

いことが均衡点が不安定であるための必要条件なのであり，逆にその和が

lより大きい乙とは，均衡が安定である一つの充分条件となる。
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貿易均衡点の安定，不安定を左右するものが所得効果であるととは，同

一の財11:対する両国の需要 ・供給条件のタ ームで表わされた(3.14)式から

一層明瞭ICI亮みとられる。 たとえば A国輸入品相対価格合が勝賞した場

合を考えよう。それによって， A国では初期の給入量を獲得するために要

する費用は増大し，その結果，輸出可能財単位で表わされたA国総所得の
ー.

購買力は低下する。他方，pの上昇は， B国にとっては輸入財相対価格の

下落を怒味するから， B国では総所得の購買力は上昇する ζ とになる。し

かし，初期均衡点で貿易がパランスしていれば，両国における所得の購買

力の絶対的な変化は，pの僅かな変化11:対しては等しいと考えられるから，

所得の購買力{あるいは異質所得)の変化IC基く第2財需要の変化は， 両国

における第2財への限界支出性向の大きさに依存する。 A国では，実質所

得の減少によって第2財に対する需要は減少し，乙れが価格の勝貧した第

2財の超過供給を創り出す方向11:作用する。己れに対してB国では.実質

所得の増大によって第2財11:対する需要は増加し，その超過需要を創弘出

す方向11:作用する。したがって，もし前者の安定化傾向が後者の不安定化 、

傾向を上廻れば体系は必ず安定的である。しかし，もし逆に後者が前者

を超えれば，所得効果全体としては，価格の勝賞した商品K対してさらに

正の超過需要を創り出すことになる。もしζの効果が代替効果{とれは価格

め勝置した財への超過需要を械少させる方向に働<) よりも大きゅれば， 商品価

格はますます均衡健から帯磁するであろう。

以上のζ とから.一般的に言って，つぎのような条件が存在する場合に

は不安定均衡の可能性があるといえる。 (a) 各国が，それぞれ自国の輸出

可能財11:対して大きな限界支出性向をもっ場合， ω 両国において，需要

・供給の両面で二財閥の代替弾力性が小さい場合，そして (cl世界生産量
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tζ比べて貿易量が極めて大きい場合なぎがそれである。

第4節所得再分配効果とオファー曲線の弾力性

前節では，験入需要の交易条件弾力性，あるいはオ7ァー曲線の弾力伎

が代替項と所得項と11:分解される手続きについて述べたが，そEでは，代

替項は需要の基本法則11:従って常11:正である Eと，また，各財への限界支

出性向は劣等財の場合を除いて正である乙と， したがってギッフエY ・パ

ラドックスは当該財が劣等財でなければ生じ得ないEとが暗黙の但に前提

とされていた。と乙ろが，乙れまでに考えてきた輸入需要函数は，輸入財

11:対する総需要を商品相対価格と，適当な商品の価格でデフレート吉れた

経済の経所得とに関連させるものである。したがって，商品価格の変化が

所得分配の変化を生ぜしめる場合には，単純な所得効果の他11:，所得再分

配lζ伴う附加的な所得効果をも考慮に入れる必要がある。との点は，つぎ

のような場合を考えれば明らかになる。たとえば，輸入品相対価絡の膝食

があった結合，それによって所得分配上有利な影響を譲る所得受領者の輸

入簡要は増大し.不利な影響を議る所得受領者の輸入需要は減少する傾向

があるであろう。もし前者が後者より大であれば，所得再分配からの影響

は，輸入需要を増加させる方向11:働く己とになる。通常の所得効果は，い

まの場合，輸入需要を減少させる方向に働くから，所得再分配効果はEれ

を相殺する傾向をもっ。あるいは，所得再分配効果が大きい場合には，た

とえ輸入可能財が劣等財でなくても，綜合した所得効果は負になるかも知

れない。さら11:極端な場合11:1ま，所得再分配効果が代替効果をも打消して，

愉入財がギッフヱン財のように考えられる己ともあるであろう。すなわち，

輸入防が劣等財でないにも拘らず，輸入可能財相対価格の騰貨によってー
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一国のオファー幽線は，ιのような場合には，国の輸入需要は増大する。

それ自身の上へ反転する乙とにな弾力性がゼロとなる点を通り越して，

第1'1転の結果を利用しながら，る九本節では， Eの問題を厳密IL定式化

してみよう。

以下では，賃銀取得者iと利潤取得者の二つの所得グループがあるものと

それぞれのグ作ープがつぎの形の儒要菌数をもつものと仮定する。レ，

(4.1) 

Doパま第 s要素所得グループの第j財Iζ対する需要量，山は第 4

要素の報酪率{第l対表示). V，は経済内の総労働量，

(i， j= 1. 2) Dυ=[.・，{p，制 oVo)

ただし，

そして V，は経済内

1:.1:.では，任意の一国(たとえばA国}の資本スト γクの総量を示す。なお，

のオファー曲線の弾力性のみを問題としているのであるから，国を示す添

字は省略する。

(4.2) 

さて， M，を第y財の純輸入量とすれば

(j=1. 2) Mj=:BD;j-Xj 

であるからI MjのPIC対する弾力性は

-t守一平者(去勢)+長(去勢)
(j=1，2) (4.3) 

Djjので表わされる。経済全体にお貯る要紫存在量を一定と仮定すれば，

(4.1)から

L
附

伽一

r
M
M
一一句
L
h
 

L
h
 

PIC対する掛力性は，

乙乙でとかける。

とのような可能註を明確にしたのは.JohnsoD C'曲3である.9) 
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S;;;;:- ! 0/;; I 
Jー - Dij方F142:ユ制d

"伊

s“=ー宅←，W;Vj 52i2=少ー今ト
W;Vi 

OI 

と定畿しよう。 Sijは第 s要来所得受領者の第j財11:対する需要の補償さ

れた価格弾力性，梢リは同じくその限界支出性向， そして/2jjは第z要素

所得の中から第y財に支出される割合を示す。とEろで (4.4)式の右辺第

二項に含まれている第2財価格の変化1<::対する要素報酬率の弥カ性は，第

1章の分析で，つぎのように表わされるEとが示された加。

-L..E:.些=_JhL
制 1 dp B 

(4.6) 
ーと4竺~-~
柑 2 dp B 

乙己で 8;パま第1財の生産における第 s要素の生産掠力性と呼ばれるもの

であり， B=OU-012である。いま，第l財が，どの要素価格の下でも，

常に第2財11:比べて労働集約的であると仮定すれば，Bは正値をとり，賃

銀率の第2財相対価格11:対する斡i力性は負，そして資本用役価格の同機な

弾力性は正となる。つまり，資本集約財である第2財の相対価格が上昇す

れば，賃銀率は下落し，資本用役の価格は上昇するであろう。要素存在量

は一定と仮定されているから，乙のことは賃銀所得から利潤所得への再分

配が起る己とを意味している。第2財の相対価格が下落すれば，己の逆の

ζとが鼠るであろう。

さて， (4.5)および (4.6)の関係を (4.4)式へ代入すれば， 第2財IC対

する需要の変化は

10) 第1軍.(1，21)式書照.
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=

(4.7) 

と表わす乙とができる。したがって，所得再分配効果がある場合11:は，一

つのグループの所得効果ば丁度正反対の符号をもっ乙とがわかる。1:.1:.で

仮定しているように Bが正の場合，すなわち.第2財が資本集約財であ

る場合11:は，賃銀所得からの需要については所得効果は正で， しかもそれ

は通常の所得効果よりも大き く，他方利潤所得からの需要については所得

効果は負になる。最後に (4.7)を (4.3)に代入して適当に整理すれば，所

得再分配効果を含んだA国オファ ー曲線の弾力性が求められる。

戸(長:;.+をゆ

一号女向，)J (4.8) 

E弓主fstag函弓号?mtz

ただし$，および読2は，それぞれ，各所得グループの第2財IL対する需

要の補償された価格弾力性ならびに限界支出性向の加重平均を表わす。

(4.8)式において右辺の第一項は代替効果を， 第二項は所得効果を表わ

すと考えられるがa いまの場合，後者が必ず正佳をとらねばならないとい

う保証がないEとは明らかである。所得項の正 ・負ならびにその大きさは，

商品相対価格の変化が所得再分配をもたらす程度，、各所得タ'Jレでプの限界
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および平均支出性向，ならびに，総需要に占める各所有グループの需要の

割合などの要因IC依存している。他の事情が同じならば，商品相対価格の

変化IC伴う所得再分配の程度は，ニ産業での要素集約度が接近しているほ

ど大きいであろう。所得再分配の程度が与えられた場合，オファー曲線の

弾力性は，つぎのような場合にその他は代数的IC小さくなる。

(a) 輸入財価格の上昇によって有利な影轡を受ける要業所得(上申例では

利潤所得}からの輸入可能財IC対する需要の所得弾力性が大きく，不利な影

響を受ける要素所得からの輸入可能財に対する需要の所得弾力性が小さい。

(b) 輪入可能財総需要のうち，輸入財価格の上昇によって有利な影響を

受ける要業所得からの需要が占める割合が大きい(あるいは，不利な影響を畳

ける要量所得からの需要が占める割合が小さい)。

そして，輸入可能財総需要をみたす園内供給の割合が小さいほど，所得

効果の絶対値は大きくなる。

乙のように，所得再分配効果が考慮されると，たとえいずれの財も劣等

財でなくても，輸入需要の弾力性における所得項が負の値をとる可能性が

存在し，したがってまた，オファー曲線の反転現象の可能性が存在する。

一国のオファー曲線が後方IC反転しているような傾成では.たとえ相手国

のオファー曲線が弾力的であっても，貿易均衡点は不安定となるかもしれ

ない。Eういった種々の可能性の詳しい分析は，すでにジョンソンによっ

て与えらねているので山1:.己では所得再分配効果に基く不安定化への傾

向が，第3節でマ-;/ャル ・ラーナー条件を考察した場合IC示したものと

全く類似した要因，すなわち非対称的な所得効果IC起因しているEとを指

摘するに止めよう。

11) John剖 n，(叫)$照.
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第 l節序 論

外国貿易に関する理論的な研究が，極めて政策論的色*'の浪いものであ

ることは，いまさら取立てていうまでもないが，純粋貿易理論の領域にお

いても，理論と政策総への応用とは常に相互に補完的な発展を遂げてきて

いる。 とりわけ， 関税政策の変化がもたらす種々の効果の分析は， 古く

から貿易ならびに貿易政策の理論の一つの重要な分野に属するものであっ

た。本章では，伝統的な二国・二財の単純な貿易モデルの下で，給入関税

の園内保護効果，ならびに，輸入関税が交易条件や貿易量に及ぼす影響を

考察する。もっともL.の問題に関しては. ラーナーの先駆的な翁文l}を

はじめ， 特1<:近年1<:至って移しい数の論文が発表されているおので，殊更

に本章をつけ加えるについては，その理由を明記する必要があるかもしれ

ない。絵入関税の効果分析を複雑にさせる一つの要因は，関税収入の存在

である。すなわち，課税国政府が関税収入をどのように処分するかによっ

て，関税が諸価格や貿易量に及iます影響は異ってくる。関税収入の最も簡

単な取扱いは.政府が，民間の得要函数1<:影響を与えないような方法で，

関税収入をすべて国内財1<:支出する己とである。このような仮定を設けれ

ば，関税収入が国際需要1<:及ぼ宇影響iζ注意を払う ことなし関税の賭効

1) Lerner (121). 

2)針。lper=Samuel田n(55). Metzler (128). (1却')， Meade (目).Chap. VI. 5出 .5.

Bhagwati (65)， Baldwin (61). Johnson (99)， McDougall (124.)，およびBhagwati

=]ohnson (67). 
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果を分析する乙とができるであろう。しかし，関税収入の処分については，

いくつかの異った場合を考える Eとが可能であって，それぞれの場合につ

いて，上で述べたような単純な場合では起り得ないような結果が生じる己

とが示されている。木章の目的は，関税収入の処分11:関する仮定を中心と

して，上記の問題を体系的11:分析する乙とである。これまでに発表されて

きた文献の多くは，自由貿易の状態から出発して，関税引上げの効果を分

析したものであるが，そのような分析方法の弱点は，それが関税引下げの

効果分析に利用できないという乙とである。事実，初期IL関税が存在しな

い場合IL求められた結論の多くば，初期11:関税が存在する場合には，その

ままの形では妥当しない。したがって，本章では，既IC関税が賦課されて

いる状態から出発して税率の変化がもたらす効果を分析するという方法を

とることにする。また，本章の分析では，種々のオファ ー曲線の弾力性が

用いられるが，それによって， 従来，幾何学的分析方法と数学的分析方法

との聞に見られた概念上のギャ ップが除かれるであろう。

以下の分析では，二国{自国および外国).ニ財(第1財および第2財).完全

競争，完全雇用，生産要素の園内完全移動性ならびに国際間非移動性，貿

易均衡，そして所得がすべて両財に支出されることなどの伝統的な仮定は

すべて充たされているものとする。さらに，園内での所得分配の変化が需

要のパターンに及ぼす影響を考慮する場合には，生産嬰索は二種類(第1要

業および第2要素}のみとし，また，各産業において， 生産は限界生産力逓

減ならびに規模に関する収穫不変の下で行われるものと仮定する。なお，

分析の便宜上，自国政府のみが関税率を変更する場合について考えるとと

とし，両財とも劣等財ではないものと して議論を進める。自国は第1財を

輸出して第2財を輸入する{外国ではとの逆)と約束する。
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第2節 関税収入の処分形態とモデル・ピルディング

きて，関税収入は，大きくわけて， (1)政府自身によって支出されるか，

あるいは， (的何らかの方法で民間の可処分所得に加えられ， 民間の需要

函数IC従って支出されると考えられる。両者の本質的な違いは，民岡支出

が輸入品購入に向げられる場合ICは，それによって追加的な関税収入が生

じるのに対し.政府自身は関税IC服する己とな く輸入品を総入できるとい

う点である。関税収入が民間へト手ンスファ ーされる(2)の場合については，

さらに， (2. a)関税収入が一般的な所得補助金として民間の可処分所得に

加えられる場合， (2、b)関税収入が一定の割合でそれぞれの生産要素の所

有者に分配される場合，および，(2. c)関税収入が一様な所得補助金率に

よって各要素の所得締助IC用いられるという三つの場合について考えるE

とにしよう。

いま， 自国内における，第1財単位で表わした第2財の相対価格をj人

外国内でのそれをP，また，自国の従価輸入税率に 1を加えた伎を tで表

わすと，両国内での商品相対価格の聞には，

p=IP (1. 1) 

という関係が成立つ。また，自国の総輸入量をM.*，外国の輸入量[すな

わち自国の輸出量}をM.とすれば汽貿易収支の均衡条件は

PM."'=M. (1. 2) 

で与えられる。外国の輸入需要量は，商品相対価格と総所得の菌数として

表わされるであろう。

M.=fo(P. Y.{P)) (1. 3) 

割 以下.添字a陪自国を.bは外国を示す古申とする.
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ζ 乙で.Y・は第l財表示の外国内総所得を表わす。外国において，絵所

得を決定する基礎的諮要因 I~何ら変化がないものとすれば Y. はPのみ

の函数と考えられる。

自国の輸入品に対する総需要量がどのようにして決まるかは，関税収入

の処分に関する仮定lζ依存している。まず. (1)の場合から始めよう。 自国

の民間輸入需要量を M.. 第l財表示の総所得を Y.とすれば，外国の場

合と全 く 問機I~

M.=f.(p. Y.(P)) (1. 4) 

と笹けるであろう。他方，政府の輸入需要も，民間需要の場合と同様に，

商品相対価格と，政府の可処分所得に依存すると考えられる。もっとも，

本章では，関税収入以外の政府収入はないと考えられ主いるから，政府の

可処分所得は関税収入そのものである。したがって.政府の輸入需要量を

Mo'，第l財表示の関税収入をんとすれば

M.' =g.(P. R.) (1. 5) 

R.=(t-'-l)PM. (1. 6) 

である。政府の輸入は関税I~服さ ないから，輸入需要を決定する商品相対

価格は，外国市場におけるそれである ζ とK注怠しなければならない。自

国の総輸入量は，したがって

l'vl.*=M.+M.' (1. 7) 

となる。以上7個の方程式によって，任意の tの下でのpP Re Ma4J 
Mo.，および M・が決定されるヘ以下. (1.1) ~ (1. 7)式で示される体系

をモデル(1)と呼ぷ己とにする。

つぎに関税収入が，すべて，何らかの形で民間へトランス77ーされる

41 ただし。本意を通じて.輸よ蘭段位禁止的な高水準にはないも申とする.
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Ii=制(戸)Vi+kjR.(kj=const.;わ己O.Bk，=l) (;=1. 2) 
(1.12) 

で表わされる。ただし，叫は第l財単位で測られた第$要素の報酬率で，

第1節で挙げた仮定の下では，国内商品相対価格のみに依存する。 V，は第

4要素の存在量で，所与である。

乙れに対して，関税収入の処分I(閲する仮定 (2.c)の場合I(は，各要素

I(対する均一補助金率を vとすれば，各要J!:の可処分所得は，

[，=(1+γ)叩，(P)V， (i=l， 2) (1.13) 

である。乙己では，政府の財政活動としては，関税の賦謀と所得補助のみ

が仮定されているから，財政収支均衡の条件として

R4=午叫がv， (1. 14) 
/ 

が充たされねばならない。

(1.1) ~ (1. 3)式に (1.10) ~ (1. 12)式を組合わせてモデル (2.b)が， ま

た，その代りに(1.10) • (1. 11). (1. 13) .および(1.14)式を組合わせてモ

デル (2.c)が得られる。

第3節関税と炎易条件

前節では，関税収入の処分形態に関する四つの仮定lζ基いて四つのモデ

ルが構成された。本節では，それぞれのモデルについて，関税が課税国の

交易条件に与える効果を分析する乙とにする。

モデル(1 ) 

まず. (1.1) ~ (1. 3)式の対数微分をと勺て

p=t+P 

P+M，*=M. 

(2.1) 

(2.2) 
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M.=ωP . ~~ 

を得る。ただしは変数の百分比変化率を示1;.ω は外国オファー曲線

P dM. P I f}f. . f}f. dY.¥ 
の弾力性を表わす(，揮官古=芳~l器+事長官)l。

(1. 4) ~ (1. 7)式から

M.=ー“p
政J=一川+長:7(t-IMa

、，、 A

R.=-一一-t+P+M.j-1 

，"'; . M. .."; . M.'~" 
M・=官';'M.+万三M.'
川町

同様にして

(2.4) 

(2.5) 

(2.6) 

(2.7) 

が導けるであろう。 ，.I;t自国民間オファー曲線の弾力性(日ー去勢

一五~(努+議会争)>.がは自国政府愉入需裂の鵬弾力性 (戸
P f}1!. =一万;;号予).そして Jn!l'は酬の輸入品11:対する限界支出性向 (州

司会}である。

(2.1)を(2.4)へ代入すれば

'‘'‘ A Mo=-t.P-t.t 

である。 Eれと (2.6)を (2.5)へ代入して

(2.8) 

政J= 一{ヤ加が'+設器か，(μト山山刊，←日叫一→叶叫1υ叫)(“r川日一→→1υ)m刷川.'}ト長ι-設器か7バ{(tト阿日一→-1)い}
(2.9) 

を得る。いま.政府給入需要の交易条件IC対する弾力性， 言い換えれば，

政府オファー幽線の弾力性をeo'とすれば，上の結果から

t，' =1J，' +義7(1-1)(に l)m. (2.10) 

であるEとがわかる。 (2.9)式の右辺第二項は，関税率の変化に伴う政府

オファ F 曲線のシフトを表わすと考えられる。
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(2.8)$よぴ (2.9)を (2.7)へ代入して整理すれば， 交易条件ならびに

関税率の変化IL伴う自国総輸入需要の変化を示す式が得られる。

M4 . Mt，' ~ MI!l... ...̂ 
M，*=-(野叶万台，')P一昨〔臼ー{刊ーl)，，}m，引

(2.11) 

したがって，自国の総輸入需要の交易条件弾力性を，.*とすれば，

金 Mo ，Mr/， 
to'-=瓦百"ヤ万戸"

Mo . M，/~ .， M 
=五五faVF{η，'+訪(1-1)(“-l)m，'} (2. 12) 

である。“$を自国の綜合オファー曲線の弾力性と呼んでもよいであろう。

それは，総輸入に占める民間ならびに政府輸入の割合をウェイトとした民

間および政府オファー曲線の弾力性の加重平均である。また(2.11)式の右

辺第二項は，関税率の変化による綜合オファー曲線のシ7トを表わしてい

る。

さて，自国の交易条件の動きは. (2. 2) • (2.3). および(2.11)から求め

られる次式によって示される。

"" P=一玄武.[，，-{tー(トーl)，，}m，')t 

&.三'o*+ωー1

(2.13) 

初期均衡点が安定的であると仮定すれば. ，1. はEであるから， 上式の右

辺大括弧内が正であるか負であるかに応じて，換言すれば，自国の綜合オ

ファー曲線が関税率の引上げによって内側ヘシフトするか，外側ヘシフト

するかに応じて，自国の交易条件は有利化または不利化する。

関税率の変更に伴う自国綜合オファー曲線のシフトを支配する要因l主，

交易条件が不変の場合IL輸入需要がどのように変化するかを調べる乙とに

よって明確になるであろう。
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交易条件が不変であれば，輸入品の国内相対価格は関税率の上昇11:伴っ

て勝賞するから，民間輸入需要は減少するであろう。そ して，その大告さ

は

dM.1 M. 
;UI，=ー「“ (2.14) 

で示される。他方，政府愉入需要については，価格面での影響はないが，

関税収入の変化に応じて増減する。すなわち，政府輸入需要は関税収入の

変化に政府の限界輸入性向を乗じた値だけ変化する。

dM.' I mll' dRII I 
，U.IP.p dtj， (2.15) 

とEろで，関税収入の変化は ・

dR.卜 1
d;b= 印刷ーl)Pず~=二子(tー (t -l) ，.} . (2.16) 

であるから，結局自国総輸入需要の変化は

与こ1，=e学lJ4i
=一年〔“一{t-印刷.') (2.17) 

で示される。換言すれば，関税率が引上げられた場合，関税収入の増加11:

基く輸入量の増大が， 輸入品相対価格変化の直接的影響11:基く輸入量の減

少を相殺して余りある場合にのみ， 自国の綜合オファー幽織は外側へシフ

トし， したがって交易条件が課税国に不利化するという現象が生じるので

ある。

輸入関税の賦課は，通常，交易条件を有利化させると考えちれているが，

その逆の己とが成立する可能性を指摘したのはラーナーである。彼は，初

期IC関税率がゼロである場合を考察し，自国の民間オファー曲線の弾力性

が政府の限界愉入財支出性向より小さいときにEのととが起るという結論
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を導いたの。初期状態において既に関税が存在している場合には，上記の

(2.13)または(2.17)式から

1.雲罰出可;7=l-叶苛与;TfE応じて五'/I歪o(2問
となる。すなわち，関税寧が引上げられた場合，自国の民間オファー曲線

(あるいは，自由貿晶時のオファー曲線)の弾力性が， 1よりも小さいある臨界

値よりも大きいか小さいかに応じて，交易条件は有利化または不利化する。

ζの臨界値は，政府の限界輸入財支出位向のみならず，初期関税寧にも依

存しており，もし，政府の支出ノマターンが関税の高さによって影響されな

いとすれば，臨界値は関税率が高まるにつれて大きくなるであろう。もっ

とも，交易条件の慈化を生ぜしめるような自国民間オファー曲線の弾力性

の臨界値は常に 1より小さいのであるから，民間オファー曲線が弾力的で

ある限り cのような可能性が生じる己とはない。

毛デJ~ (2. a) 

関税収入が全額民間へトランスファーされる場合ICは，輸入需要はすべ

て民間需要となる。(1.8)および(1.9)を微分して

叫本=机=(勢+gE努必)dp+ZE仇山)
が得られるが，百分比変化率の形で表わせば，乙れはつぎのように審ける。

'‘ w. 、
Mo....=M.=-(，・P+'A:"Jニ;-m.R. (2. 20) pM. 

ζζで問aは輸入財に対する限界支出性向である。また， (1.10)から

長.=trMda(2叫

が導かれる。これらこ式と (2.1)から

町 Lerner (121コ， pp. 130-31.なお Baldwin(61)， pp. 15-16，および Johnson(99)， 

pp. 225-226も同じ来件を導いている.
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M.*=ー竺止包ニ笠.!Ipー」主二竺ι-;-i (2.22) 間.+(l-m.ll 刑.+(1->>>.)1

を得る。 上式右辺のPの係数は，初期11:関税が存在する場合の自国輸入量

の交易条件に対する弾力性を示しているから，以下

c.*=生土色二生当
剛.+(1一間.)1 (2.23) 

と表わしてc.れを関税修正オファー曲線の弾力性と呼ぶζ とにする。己

れに対して，“は自由貿易オファー曲線の弾力性を表わしている円。また，

(2.22)式の右辺第二項は，関税率の変化11:伴う関税修正オファー曲線の主

フトを表わすと考えられる。

最後に.(2. 2) • (2. 3)および (2.22)から M"とM.を消去すれば
A 

P (“一隅.)
.d.{m.+ (l-m.)t} • 

s2=eo*+ω1 

(2.24) 

を得る。 ととろが， 自由貿易オファー曲線の弾力性は， 純粋代替弾力性

化れを hとする}と限界輸入財支出性向の和として表わされるから，

“-m.=s. (2.25) 

となり，給入可能財に対する需要函数が需要法則IC従う限りιれは正であ

る。したがって，安定均衡の仮定の下では.P/I<Oである。換言すれば，

関税収入が一般的所得補助金として民間へトランスファ ーされる場合には，

関税率の引上げによって交易条件は必ず自国に有利化する。

きてc.の結論が導かれた過程をより明確に理解するために，先の場合

と同じ く，交易条件が不変のときに自国輸入需要量がどのように変化する

かを考えてみる。交易条件が不変の場合，輸入需要の変化は，国内商品相

対価格の変化による直接的な価格効果と，関税収入{したがって所得補助金}

司 モデル(1)申臼およびl.*についても同じととがいえる.
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(2.26) 

と乙ろで，関税収入の変化は

(2.27) 争11=PM.+(ト l)P'訊
関税収入と輸入需要の変化は，相互依存的lζ決定されるものであるから，

まず輸入置と関税関税率の変更によって，Eれは，であるζ とがわかる。

関税収入の変化が所得補助を通じて鎗入量を変化さ収入が変化する他IC.

それがさらに関税収入を変化させるという乗数的波及効果が付け加わせ，

るからである。前記二式からまず関税収入の変化を求めると，

(2.28) 豆生L=一円-，---，τPM，(lーとLa)
Ip 刑'+(1一隅，lf

となり，

PMa(l一平・))の乗数倍回しい(ただしs業数は訂正副 Eとが知ら

Eれは関税率の変化による関税収入の直接的変化{すなわち

(II-m/ll 

隅 1I+(l-mo)e.H..<jf 

(2.29) 

Eの結果を (2.26)へ代入すると
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川学Ip=一千[“

れる。

それはとなって，関税収入の増加による輸入量の増加があったとしても，

代替効果による輸入量の減少を超えることはなく， したがって関税率の引

上げが必ずオファー曲線を内側ヘシフトさぜるといえるのである。

自国

モデル (2田川

自国内の輸入可能財に対する総需要を D=BD;で表わし，いま，

め総輸入需要を示す(1.11)を対数微分すれば

市ノ=会写会(去号炉す寄生)-£÷37b
(2.30) 
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P IJD;L ... _. IJD; 
を得る。 E ζで.5j==:一一「寸7!-1income m(==尚子1. そして，

iノ uplcompensated - Q1 i 

P dX 
8= と定義しよう。$;は第4要素所得からの輸入可能財需要の所X dP 

得補償 ・価格弾力性(あるいは純粋代替開力性)，制.は第4喜霊祭所得からの翰

入可能財に対する限界支出性向，そしてeは自国の輸入可能財国内供給の

価格弾力性を表わす。そうすれば， (2.30)式はつぎのように書ける。

.AI ... r D -. Di ， ... X 1 ~， 1 -... C 
~*= -tM..号ヲナ(叶町)十瓦.eJP+訴;弓1.'1nili

(2.31) 

他方， (1. 12)を対数微分して

A 制 ;V;(P dωj  \~ 1 kjRa:' 
Ii=τ〔τ可)P+τ~Ra 戸1，2) (2.羽

を得る。輸入財相対価格の変化に対する第$要素報酬率の弾力性を&とし

(<;三笠L豆竺~). 関税収入の百分比変化を示す (2.21)式を考慮すれば，
P dP 

(2.32)は
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(2.33) 

(2.34) 

を得る。ただし，百a呈宇kjmjは， 両受業所得からの輸入財限界支出性向

を関税収入の配分比率I~応じて加重平均したものを示す。もし関税が存在

しなければ，上式右辺のpの係数が，所得再配効果を含んだ自由貿易オフ

ァー曲線の弾力性を表わす己とは明らかであろう。 ζれまでのそデルlζ倣

って，それを t.で示すζ とにする。

“三会{ヰ告!...(叶mj)-字詰!<;m;}+品e (2 
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しかし， 関税が存在する場合11:は. (2.1)を考慮して

k ・，__m.. 土色二亙ltj与一」生二亙iLi
・一読.+(1-百i，，)t 研.+(1一石.)1 (2.36) 

が自国の総輸入需要の変化を示す乙とになる。 Eの式と， モデル (2.a)の

(2.22)式との類似性は明白である。所得再分配効果がある場合の関税修正

オファ ー曲線の蝉力性は

c.*=丞土位三丞2!
a 読.+(1一両~，，)t

で与えられる。

(2.37) 

交易条件への影響は， モデル (2.a)の場合と全く同械にして

'‘ P 
(，.-ni.)t ぅ

&3{百τ芋百二言矛了z
，43呈，.事+ω・4

から判定できる。ただ，先のモデノレと異る点は，

(2.38) 

自国の自由貿易オファー

曲線の弾力性が必ずしも平均的な限界輸入財支出性向(読.)より大である

とは限らないことである。 したがって，前者が後者より大であるか小であ

るかに応じて， 関税率の引上げは交易条件を自国に有利11:， あるいは不利

11:変化させると結論しなければならないへ

モデル(2.c) 

関税収入が各要素所得へ国定比率で配分されずに， 一様な所得補助金率

の下で各要素所得の大きさに応じて配分される場合11:は， その締助金率は

(1.14)式から

R. 
y=下可)V， (2.39) 

初 ジmンソシは財・ニJ!揖モデルの畿何挙的な分析によって所得再分配勅畢の尊λ.i!'-国

のオファー曲線骨形に与える畢置を明らかにし.極端な場合には，劣等財が存在しなくても.

オファー也蝕が後方にE転する可能性があるととを指摘した.己申ような場合には.'.は負と

なるから.関畿の引上げによって受易量件陪必ず自固に不幸u化するであろう.Johnson (98). 
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で表わされる。したがって，

却，(P)V，
込ιムムー (i = 1. 2) (2. 40) 

aー忍ω t)vi

とすれば， 各要素の可処分所得を示す(1.13)式は

Ii=叫，(p)V，+h，R. (i=1.2) (2.41) 

となって，形式的にはそデル (2.b)の(1.12)式と同じになる。ただし，

1:.1:.ではんがP11:.依存して変化するEとに注意しなければならない。 (2.

41)を対数微分して

《一山 Vj...~ ，ki1l.:.. . kiR4~ 
I，一一方~fjþ+n'Î~R・+-fht

を得る。また. (2.40)から h，は

ki=伶ー平k<o，)p

と表わすιとができる。

(;=1.2) (2.42) 

(i=1.2) (2.43) 

きて，関税収入の再分配の方法以外の点では，現在のモデルは先のモデ

ル(2.b)と全く同じであるから. (2.33)φ代りに (2.42)および (2.43)を

用いると，自国輸入置の変化は

."_ ... D ~_ Dt ， _ Wl 
f=-lp{hL(叶附)一平掛川Hpe
1-11h，h，. . .1， • / I ¥ 
ームヴ之江"-(間l-m，HOl-O')IP+C戸γ+P+M，・勺
坐二旦豆土 (2.44) 

によって与えられる。モデル (2.b)の結果との相契ー点は.商品相対価格の

変化lζ伴う関税収入配分比率の変化が輸入量に及ぼす影響が現われている

ととである。以下1:.の項を

(1-1)k1k， a三ムマヱ.!....(ml-m2)侍1-'-~') (2.45) 

と表わす乙とにしよう。自由貿易オファー曲線の弾力性“は (2.35)式と
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同じである。したがって. (2.1)を考慮すれば. (2.44)式は

危ホ.n.+("一石.-6.)1.:.ω-m，-oG)t ~ ι"~II uQι(2.4的
a ー . ，. 、 ;;;.+(1ー問.)1

と書き換えるEとができる。関税修正オファー曲線の弾力性を

，.*=石..+(，.一石~/I -6.)e
.閉.+(1-"，.)1

とすれば，交易条件の勧告は，

p=--.).t.-m，-{J.)t i =-
A. {m.+ (l-m.)t) 
il4;:(1I事+ω-1

11:よって示される。

(2.47) 

(2.48) 
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古て，要素価格均等化命題やヘクシャー・オリ -;1貿易モデルなどの議

論を通じてよく知られているように，ある商品の相対価格の騰貴は，その

財の生産11:相対的に集約的11:用いられている生産要素の実質報酬率を上昇

させ，非集約的生産要素のそれを下落させる。すなわち，もし自国の輸入

競争財が第1要葉集約財であれば. ~l>O. ~2<O であり，もし逆 11:輸入競

争財が郷2要素集約財であれば. ~l<O. ~2>O である。 E の己とから，輸

入競争財集約要来の所有者の輸入可能財への限界支出性向が，イ也の要素の

所有者のそれよりも大きいか小さいかに応じてゐは， 正または負となる

といえるであろう。換言すれば，輸入競争財集約要素の所有者が輪入可能

財に対して相対的に強い選好を持つ場合"には， 関税収入の再分配効果は

関税引上げに伴う自国オファー曲線の内側へのシフトを弱める方向lζ作用

し，逆の場合には，それを強める方向に作用する。したがって，前者の場

合lζは，たとえ自国の自由貿易オファー曲線の弾力性が，限界輸入財支出

9) 例えば.自国が労働集約財を輸入t...その輸入尉が同時に賃銀財であるというた場合がそれ

である.
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性向の平均値 (ni.)より大であっても，関税引上げによって交易条件が悪

化するという可能性が生じるかもしれない。

第4節 関税と貿易量ならびに圏内相対価格

ιれまでの分析では，関税率の変化が交易条件Iζ及lます影響をそれぞれ

のモデルについて逐次検討してきた。本節では，それが貿易量や園内商品

相対価格IC与える効果を調べることとするが，それに先立ってa 前節まで

の結果をもう少しー般的な形で要約してみよう。乙れまでの説明からもわ

かるように，二国間の貿易関係はー般につぎのような形で表わすζとがで

きる。

(自国の総輪入舗要因数)

M.*=f，*(P， t) (3.1) 

(外国の輸入需要因数}

M.=f.(P) (3.2) 

{貿易均衡の条件)

PM.*=M. (3.3) 

(国際価格関係)

p=1P (3.4) 

(3.1)式1;1.， 自国の総輸入需要を交易条件と関税率の函数として示してお

り，関税修正オ7ァー曲線の方程式を与えるものに他ならない。もちろん，

総輸入需要がどのような形で交易条件や関税の高さに依存するかは， 自国

の民間(あるいは政府)需要函数の形や関税収入の処分の方法などによって

臭ってくる。

さて，前節と同じように，乙れら図式の対数微分をとり，P. M.t， M6， 
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jうなどを tのタームで表わせば，各変数の変化についてつぎのような結果

が得られる。

(交易条件}

r' • P=7 1 
{輸出量}

nT*" 
M.=エ":1 I 

[輸入量)

M.*=包ニ旦ZE:
・ι Ll

{囲内輸入品相対価格}

T・+Ll ~
P=-z-t 

(3.5) 

(3.6) 

(3.7) 

(3.8) 

c.c.で，Jd=.“*+ ，~- l ， ，，，*は自国の関税修正オファ ー曲線の弥力性 ('11*' 
P i} 一事

E-pF)， そして Tヂは自国の関税修正オファ ー酬のシフト率
~'* 

$三ニ*v'a~ )を表わす。
M，，* iJt 

前節では，関税収入の処分IC:関するいくつかの仮定の下で， ζのシフト

E停を決定する要因を吟味してきたが.いずれの場合IC:も共通していえると/

とは，輸入可能財の園内相対価格の変化による価格効果が関税収入の変化

を通じての所得効果によって相殺されない限り，自国の関税修正オファ ー

曲線は関説引上げによって内側ヘシフ トし (T傘<0)，交易条件は自国lζ有

利化するが，もし正の所得効果が価格効果を相殺して余りある場合IC:は，

オ 7~ 一曲線の外側へのシフトが生じ (T*>O) ， 交易条件は不利化すると

いう乙とであった問、

10) 自由貿易の状朗から出発すれば.1:町長件は，自国申オファー幽線の弾カ性が関税収入から

の限界輸入性向より犬であるか小であるかというように官い表bすEとができる.しかし，初

期に関税が既に存在している場合には，との結論は畏当しなくなる.
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さて，関税引上げが課税国の貿易量IC与える効果は，正常な場合[すなわ

ちFく0のと金)ICは，輸出量の減少と，外国輸入需要が弾力的であるか否

かに応じて輸入量の減少または増加となって表われるが，交易条件の懇化

が生じるようなアブノ ーマル・ケースでは，貿易量の変化方向は正常な場

合の全く逆となる。

最後に，関税の輸入財園内価格IC及ぼす影響，いい換えれば，関税の輸

入鋭争産業に対する保護効果については，形式的には

"量1ー(T・+白期)に応じて pft妻。 (3.9) 

であるといえる。 しかし.T*および“*の内容は， 関税収入がどのよう

な方法で支出されるかによってかなり違ってくるから，以下それぞれの場

合について考察してみよう。

モデル(1)

'''，.6 116'、.. 
dl-l-fmJ+主知.')に応じてTI定o (3.10) 、川. ~U d / 

すなわち，外国オファー曲線の弾力性が 1より小さいある臨界値よりも

大きいか小さいかに応じて，関税引上げに伴い園内輸入可能財価格は上昇

または下rgする。輸入関税の賦課が輸入競争産業を保越するどζろか，か

えってそれを圧迫するという逆説的な場合があるというととも，ラーナー

によって最初に指摘された。彼は，関税率が初期Kゼロであると仮定して，

外国オ7ァー曲線の弾力性が自国政府の輸出可能財IC対する限界支出性向

よりも小さい場合IC乙のような可能性が生じる Eとを示したが，これは主

式で t=l.したがって M/=O.Mo*=MIIの場合IC他ならない11>。しかし

上の結果はa既に何らかの関税収入が存在している場合ICは，政府の輸入

需要が棺対価格の変化に対して弾力的であるほど，関税率の引上げが負の

11) Lerner (121)， p. 130 
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保護効果をもっ可能性が少なくなる ζ とを示している1町。

モデル (2.a) 

ω聖l一訂全日日じて P/t!iO

モデル (2.b)および (2.c) 

ω聖1ーぉ詐却に応じて p;t妻。
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(3.11) 

(3.12) 

すなわち，関税率の変化が輸入財の園内価格に及ぼす影響の方向に関する

限り，形式的にはモデル(1)と同じ結論が導かれる。つまり，外国オファー

曲線の弾力性が 1よりも小さいある臨界値よりも大きいか小さいかに応

じて，関税引上げは輸入財国内価格を上昇させ，または下落させる問。

12) 本軍の分析では.一貫して関現収入を自国り輸出可能財単位で表わしてきた.しかし，もL

それを輸入可館財単位で表わせば， (3.10)の結果位，やや異った外観を示す.いま，関鋭収入

が第1財で表わされているか，第2財で表わされているかによって，政府四輸入容要函数を，

それぞれ.MQ'=g.tzCP， (t-l)PMalおよび Ma'=g，u(P，(ト 1)M，)で表わすととにする.限
。明!J"I eiM，.1 

界輸入財支出性向は，それぞれP万π三宅吾すれおよび τ芳子弓告7でとなって相等しい.しか
Ulllーム 'iJV.La) U¥¥I-J.}J>':IaJ 

P f}J("， P (J1l". 主

1.-，輸入需要の価防弾力性は.'1l4/-ーτ7守宅号ー.1J.u'凶一言7寸i苦手であるから.両者の
吋山 吋山

聞には， ~，内，，'一弘(t-l)ma' a)るいは，'7a/=1}a什払(/-1)叫'という関係が成立
吋 吋

つ・したが刊これを (3.10)に代入すれば， t，連1-( !，:!1I.tno1t+争LhJ)に応じて
、町 ... ~. . " 

が妻。となる・メツヅラーは.酬が輸入可能財で車わされた関税収入の-)t割合を各財へ

支出すると仮定した場合に，凶役引上げによって輔λ可能財の園内価絡が下111するのは.本軍
申le号で表わせば， ω<1-，百号』Tのときであると臨している・ (M剖 zler(l29)，-
p.制.)t.ttli. 11..'=0， mo'=羊[ただし R..=(I-l)M..)とするζとによって，上の掛

川

から噂けるであろう.しかし，もし政府が輸出可飽財で賓わされた関税収入のー定割合を各財

に支出するならば・如来件は 'b<I-iI"岳ヤ可となる.1+ (t-l)ma' 
1剖 (3.11)の結果は，メ ッツラーの求めたものと同じである Metzler (1拍1)，p.話o.なお，

パグワヲティはメヲツヲーならびに本章の結果とは異った取出主基準を噂いている (Bhagwatl

(65)， .. PP， 746旺)が，Eれは計算過程におけ畠摂りに基いτいるように思われる0747ベーデの
dC .，. f. 1 .，...1 dAダ】 dC ..， f. 1. dC 1 

式，す=均i日 )iM+間了すトは，正Lくはす=内i日 )iM+日 7す}
と書かれるベきである.
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したがって~れらの商モテツレ 11:共通していえる と とは，外国オファ ー

曲線が充分非弾力的である場合11:のみ関税が負の保護効果をもっζ と，ま

た，関税収入からの輪出可能財への限界支出性向が大きくなるほど，外国

オファ ー曲線の弾力性の臨界値は大となり， したがって，関税が負の保護

効果をもっ可能性は小さくなる乙となどである凶。

14) 自由貿晶の状態から出挺すれば，外国オプ7一曲線申臨界檀はど申モデルにおいても関税

収入からの輸出可能財に対する限界支出性向に等しくなる.しかし.~の結歯もまた， 初期に

関税が存在している場合には畏当しなくなる.



第 4~ 国際生産要素移動と交易条件

第 1節序 論

貿易理論の近代的な展開の過程において，生産理論の国際貿易への広汎

な適用を怠図したヘクシャーの一つの質献は，生産諸条件と国際貿易との

関連を明らかにしたととであったが円 それによって古典派貿易理論が仮

定していた生産要素の国際的非移動性の制限は緩和され，生産物および生

産要業の移動が同じ理論の枠内で分析されるようになった。特11:.へタシャ

ーおよびオリ ーンが，生産物の国際移動と生産要紫のそれとの聞の補完性

を強調したのは周知のEとである。近年著しく発達してきたへクシャー・

オリ ーン的な貿易理論，すなわち貿易理論への要紫比率的接近と呼ばれる

ものにおいても1:.の点はよくとりあげられてきた% 己れに対して，生

産要素の移動が交易条件に及ぼす影響はそれほど人々の関心を懇かなかっ

たようである3)。 もちろん，購買力の国際的トランスファーが実物的トラ

ン元7ァーによって完結されるためK交易条件がどのように変化すべきか

という問題は，第一次大戦後におけるドイツの賠償金支払問題と関連し℃

準々しく議論されたが，己乙では，己のような短期的な問題ではなく，国

際的に移動した生産要素の生産力効果があらわ，れるような長期的問題を指

1) Hecksch町 仁田〉および Ohlln(釘】

2) たとえば.Meade (30)， Cha凹 XIX.XXIIIおよび Mundell(132コなどが事げられ号.

なお， Cav酷 (4)，Chap. V陪国捺生産要量移動輪の展望として舎帯になるであろう.

3) 注目すベき例舛として，オリ-;/の影響を強く畳けるとともに，オスー， ~ア資本理拾に基

いて固隠賢本穆動の分析を行なヲた NurkseC:担)(増井・傍島訳(35))，回p.Kap.4を挙

げなければならない.なお.ζ申掌は英訳されて Nurkse(36)，Chap， 1に再録されている.
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している。 ζのような意味で，生産要素移動が交易条件11:及ぼす長期的効

果を明らかにした文献としては， H.Gジョンソンおよび J.E.ミードの

労作が挙げられるであろうへ前者は， リプチンスキーの定理を巧みに応

用して，資本や労働の国際移動ならびに生産技術の国際的伝播が交易条件

に及ぼす影響を明快に分折し，また，後者一は労働の国際移動が交易条件へ

の影響を通じて国際的な所得分配IC与える効果を分析し，それに基いて所

得分配の観点からの生産要素移動統制政策の理論的基礎を鍵供しようとし

ている点で，ともに秀れた労作である。しかし.両者は恐らく独立に警か

れたもののようであり，推論の方法も，また結論の妥当する範囲も同じで

はない。本章において，私は両者の愉点を整理し，その上11:若干の新しい

結果をつけ加えようと思う。

第2節予備的考察

本章の分析は，つぎのような基本的な仮定の下で進められる。すなわち

二国(A，B)，ニ財(1.2)，ニ生産要素(労働.資本)，完全競争，完全庭用，

各産業での諸要素の限界生産力逓減ならびに規桜花対する収穫不変D， 生

産要素の国際的同質性などの他11:，相対価格の伸縮性によって国際収支の

均衡が常11:保たれるEと，貿易障害がないとと，および一国内の二産業に

おいて両生産要素が同一割合で結合きれない己となどが仮定される。

もっと単純化されたへクシャー ・オリ-;/型のモデルでは1:の他に生

産菌数が両国で同一であり，またこ産業の生産函数は要素集約性の逆転を

4) Johnson (96:コ，(18)， Chap.1 (.小島・梨園駅(19)，第E章)およびMeade(30コ.Chap. 

XXVI1， (31)， Chap. XIX 

5) デヲγYY ((18)， Cha p. 1)は， ー産業(晶業}において規模に対する収護逓減を仮定して

いるから，細部の結論は本常ものと異つでいる.
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生ぜしめないものであるという仮定がおかれる。 Eの場合には，貿易によ

って生産物価格が均等化すれば，生産要素価格も両国間で均等化し， した

がって仮りに生産要素の国際的移動性IC何の陳害がなくても生産要紫移動

の鋳因は存在しない。しかしながら1技術水単の途いによって同一産業の

生産函数が国際的に違う場合，あるいは，国際間で要素集約性の逆転があ

る場合には，生産要紫価格均等化命題は一般に成立しないであろう。本家

は，己のような意味で単純なへクジャー・オリーン・モデルよりももっと

一般的な場合を対象としている。

本宮古IC入る前IC若干の問題について予め議論しておく必要がある。ジョ

ンソ Yが指摘しているように，生産要素の国際移動には，通常短期および

長期の二種類の トランスファー問題が関連しているぺ前者は生産要素の

移動に伴って一回限り生じる購買力のトランスファーで労働の移動の際に

はさして重要ではないが，資本の移動に関しては，被投資国での実物資本

調達の過程において無視し得ないものである6 しかし，己の種のトラ yス

ファー問題については既It多くの文献が存在するので，本章では扱わない。

とれに対し，後者のトランスファー問題は，移動した生産要素が生産効果

を発揮し始めた後IC獲得された所得が本国に返送されるEとを指している。

この種のトラ Yスファーについては，生産要素の生産函での役割と，その

要業の所有者の需要面での役割とが密接に関連している。したがって， ト

ランスファーが現実IC起るか杏かは生産力の移動と有効需要の移動とが一

致していないかどうかに依存する。c.c.では，労働の国際移動に関しては

第三の型のトラ Yスブァーは起らず，資本の移動IC関しては，投資収益の

全額が本国へ送還されるものと仮定しよう。

6) Jobn5On (18)， pp. 84-85 ('J品 ・柴田訳(19)，76-77ベーク]
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最後に労働力の移動が必然的11:有効需要の移動を伴うと仮定した場合，

それによって労働受入国の全体としての橋要のパタ ーンが撹乱されないか

どうかという問題が生じてくる。ミードはEの問題を回避するために，両

国で経済全体としての需要のパターンが同一である{厳密にいえば，一財応対

する限界支出位向が両国で相等しい)と仮定した1)0 C.こでは乙の仮定をやや

絞めて，労働の国際移動K伴って，移民の需要バタ ーンが移入国のそれに

適応するため，経済全体の需要パターンICは何の撹乱も与えないと仮定す

るζ とにしよう。

以下，第3節では労働の移動について，また第4節では資本の移動につ

いて考察する。いずれの場合にも，生産要素はA国からB国へ移動するも

のとしよう。

第3節労働移動と交易条件

生産要素の移動が交易条件K及ぼす影響を知るためには，生産要業の移

動によって，各国の輸入需要がどのような影響を譲るかを調べねばならな

い。まず，労働の図際移動について考える。

A国が第1財を輸出して第2財を輸入するものと約束すれば，その輸入

需要は

M. = D.(P， Y.) -X，.(P， L.) (1. 1) 

で表わされる。(ただし.M=愉入量， D=輸入可能財に対する総需要，Xa=第z

財の図内生産量，P=1Il1R~単位で表bされた第 z財司相対価格， Y=輸出可能財で謹わ

された総所得.L=労働の園内存在量で，添字aはA困を示す).絵入可能財IC対す

る総需要は，輸入可能財相対価格と総所得の函数であると考えられている。

7) Meade (31)， p. 112 
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また，第2節の基本的な仮定で規定されるモデルでは，生産要素量が所与

ならば各財の生産量は商品相対価格のみに依存するが，己己では労働の国

際的移動の効果を分析するのが目的であるから x，が圏内労働量Lの函

数であるととが腸表的Iζ示されている。同様にしてrXl=第1財の生産量

とすれば1:れもまたPとLの函数であるから.総所得は

Y.=X1・(戸，L，)+pX，，(p， L，) 

で表わされる。

(1. 1) および(1.2) を全微分すれば，

(1. 2) 

dMtf=徐々+設dY，，-努土砂一絵ι
lax ρv¥ lax ρv¥ 

(1. 3) 

y， =cす吋3f叫dP+~:討+均三)dL， (1. 4) 

を得机均衡の近傍では守=-p守であるζとを考慮山1.4)

を (1.3)，ζ代入すれば，

となる。

「会D，• .. aD， ax"l..， raD，fax"， .ax"¥ 
， =L百戸+x，杭 3fjdp+同 LL:+pzj
。x"lIdL， (1. 5) aL， I 

さて，オファー曲線の弾力性を Eで表わすと， (1. 1) 式においてんが

不変のとき

“=_.2-4些
M. dp 

であるから， (1. 5)式にお川て

。D.. .. aD. ax" M !+x ー会昇=ー II'~ G“ (1.6) 百plA'J.・ay.ーマp--p 
と書けるととがわかる。輸入可能財に対する限界支出性向をmとすれば

.aD、
刑.=勾子; (1. 7) 

である。また，商品相対価格が不変のとき，一要素のみの増加に基く総所
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得の増加は，その要素の限界生産物価値IC等しいから，第1財で表わした

賃銀率を却とすれば， (1. 2)から。X.. 舟X2. 8Y. 
註?+付言=託;=仙

となる。以下記号の単純化のため

elXt. _'.elX，. 
判E 瓦-， 向a言句t

(1. 8) 

(1. 9) 

と舎くことにしよう。(1.6) -(1， 9)を考慮すれば， A図の輸入:Iliの変化

を示す(1.5)式は

M・=-eaJb+」-ha山一円・)dL.
tM. 

と書き換えられる。

B固についても，

M.=D.(t， Y.)-X，.(t， Lム.)

Yれ.戸→=tXh1"刈.

から，全く同様の手続きによって

九=，必ふ+£(刑山山‘「門吋一叩少町"ω刈.)d
を導く Eとができる。ただし.

，，= .~ !!机|隅 ~.!ßD・
戸高つit1..…' ・pelY，
elY. 舟r仙沼X.

叩'=Tiiu仰呈克-， 仰言P瓦7

である。労働がA固からB国へ移動する Eとは

-dL.=dL. (dL.>O) 

で表わされる。

国際収支均衡の条件は

tM.-M.=O 

であるから，直ちに

(1. 10) 

(1.11) 

(1. 12) 

(1， 13) 

(1. 14) 

(1. 15) 

(1. 16) 
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^ 
p+M.-M.=O (1. 17) 

が得られる。(1.17) 11: (1.10)， (1.13)および(1.15)を代入し，貿易均

衡点の安定性{すなわち.'，+らー1>0)を仮定すれば，

とな~。

dp=ま((卯一閉山)+(仰一隅a叩.))dL・

<1=(，.+ω-l)M.>O (1. 18) 

交易条件の動きを知るためには， (1. 18)式右辺の正・負を判定しなけれ

ばならない。以下，両財はいずれの国においても強い窓味で劣等財でない

けなわ色。くm.，m.く1)場合のみを扱う Eとにする。

交易条件の動きが最も容易に判定されるのは.両国が完全特化している

場合である。 Eのとき，円aおよび円・は恒等的にゼロであるから， (1. 18) 

で必ず dp<Oとなり，交易条件はA固に有利化する。 輸入競争財の園内

生産がなげれば，労働の移動によってA国の所得，したがってまた輸入需

要は必ず減少し， B国のそれは必ず増大するからである。

両国で輸入可能財の園内生産が行なわれている場合11:は，労働の国際移

動Itよってモの生産量がどう変るかが明らかにされねばならない。つまり，

(1. 18)式におけるそれぞれの pの符号ならびにその大きさが問題となる。

しかし，労働の移動によって，いずれの閣においても一生産要業の園内入

手可能量の地滅が起る己とを考えれば， 周知のリアチシスキーの定理"を

適用する Eとができる。いま， 円，を第j固における第 i財の資本・労働

比率とすれば，

円Js'，Jに応じてI'li<Oおよび ψ幻空軍O
(j=a， b; 1'ljヲ匂，j) (1. 19) 

8) Ryb田Y回 ki(142)番照.
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である。たとえば，労働の圏内供給量が増大した場合，一定の商品相対価

格の下で第1財の生産額が治加するか減少するかは，第1財が労働集約財

であるか，資本集約財であるかによって決る。もし第l財が労働集約財で

あれば，その生産額は必ず増加し，第2財の生産額は必ず減少する。もし

第1財が資本集約財であれば，この逆のEとが起るであろう。 Eのように，

一定の相対価格の下での各産業の産出高価値の変化は必ず逆方向であるか

り，

fj)ij>Oなら抑j>叫 (i=I.2;j=a.b) 

であるといえる。

(1. .20) 

古て，両国が部分特化の状態にある場合の交易条件の動きを調べるにあ

たづて，まず， A園およびB国の聞の相対的な要素集約性に逆転が生じて

いる場合1':ついて考えよう。すなわち， A国において相対的に労働集約的

である財がB国内では相対的に資本集約的であるような場合である。乙の

とき，条件(1.19)から向aと9'1'とは必ず周符号を持つ乙とがわかる。

もし第1財がA園内で労働集約的であり B図内で資本集約的であれば，

(すなわち，1".，く"2o.1"16>加であれば).拘aおよび9'''はともに負であるか

ら，巴の場合には，条件(1.20)を考慮すれば(1.18)式において dt<O

となる。逆1':，第1財がA園内で資本集約的であり， B国内で労働集約的

であれば，向e および9'1・はともに正となって at>Oが得られる。換言

すれば，ニ財聞の要業集約性が二国間で逆転している場合には，労働を送

り出した国が労働集約財を輸出していれば交易条件はその国に有利化し，

また，労働を送り出 した国が資本集約財を輸出 していれば交易条件はその

国に不利化する。

乙れに対して，要素集約性の逆転が生じていない場合，つまり，労働集
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約財がいずれの国においても労働集約財であるような場合には，タ"と1'1・
とは必ず異符号を持つ乙ととなって，交易条件の動きはー経的には言えな

くなる。既K完全特化の場合11:関連して述べたように，一定の商品相対価

格の下では A固からB国への労働の移動は，需要商ではA国の輸入需要

を減じ B国の輸入需要を増大させて，交易条件をA国へ有利化させる効

果を持っている。他方，供給面ほおいては，もし第1財が労働集約財であ

れば，一定の商品相対価格の下で輸入競争財の国内供給は両国でともに増

加するであろう。したがって，供給側の効果は， A圏内では需要側の効果

を強め， B国内ではそれを弱める {実は供給側の効果が需要側のそれを圧倒し，

モの結果B国の輸入需要を減少させる) という逆方向に作用する。もし第1財

が資本集約財であれば，需要 ・供給効果を綜合した場合， ー定の商品相対

-、
価格の下では，両国の輸入需要はともに増大するであろう。交易条件の勤

きはc.れらの輸入需要変化のどちらがより強力であるかに依存する。

一つの，特殊ではあ品が興味深い場合がミ ードによって指矯されてい

るヘそれは，各財の生藍において，産出量の要素投入量についての弾力

性が両国主等しい場合である。完全競争の支配下では，ζのことは，各産

業において総費用に占める賃銀費用の割合が両国でそれぞれ等しい乙とを

意味している。いま第s産業において総費用i<::占める賃銀賞用の割合をめ

で表わすと，本章への補給で証明するように.任意の固について

1-8， 1-8， 
h=FE7'向=一石弓;制 (1. 21) 

および

'1'里町に応じて 81~82 (1. 22) 
i 
という関係が成立つ。

9) Meade (31)， p. 114番照.



70 第 I部外国賓晶由比較静牢分続

(1. 21)を(1.18) IC代入すれば，右辺の大括弧内は

または

(1'''-悶.甜・)+(ψ"一間a包v.)

1-01 
=ニーエ~(叩・ー叩，.)+{(1-m・)叫・一明.叫.}
8，-8， (1. 23a) 

1-8. ニ:"(却b-W.)ー{間b仙一(l-m.)ω.} (1. 23b) 
8，-8， 

と書き換える己とができる。労働移動の条件として， 制〉仙が成立して

いるものとすれば.これから

8，>0， かっ 1一明.~mb なら dp>O (1. 24.) 

また，

8，<ぬかつ閉a孟1一隅・なら dP<O (1. 24b) 

といえる。前者は， A国が労働集約財を輸出しており，また労働集約財に

対するA国の限界支出性向がB国のそれよりも小さくない場合であり，後

者は， A国が資本集約財を輸出しており，また資本集約財lζ対するA国の

限界支出性向がB国のそれよりも小さくない場合である。したがって，結

論としては，各E霊祭において総費用に占める賃銀費用の割合が両国で等し

く，また，それぞれの図で輸出可能財への限界支出性向が同砲の財に対す

る相手国の限界支出性向よりも小さくない場合には，労働を送り出した国

が労働集約財を輸出していれば交易条件はその国1(不利化し，逆に労働を

送り出した国が資本集約財を輸出していれば交易条件はその園1ζ有利化す

るといえる 10)。

第4節資本移動と交易条件

前節と全く 同様な接近方法によって，資本がA国からB国へ移動する場

10) 己申結論は. ミードの得た結論をやや一般化したも申である.
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会1<::交易条件がどう変化するかを分析することができる。議論を簡単にす

るために，初期K対外投資が存在せず，何らかの理由で資本の移動K対す

る制限が緩和された場合のみを考えよう。第2節で断っておいたように，

対外投資収益は全額本国へ送金されるものとする。

各国内の資本存在置を Kj(j=a，b)， A固からB国への対外投資を1，ま

た各国内における資本用役の価格(第l財表示)を町(j=a，b) で表わせば，

A国の輸入需要は

M.=D. (p， Y.)-X" (p， K.) (2.1) 

であり A国の総所得は園内生産額と対外投資収益の和であるから

y.=x，.(p， K.)+pX.，，(p， K.)+叫 1 (2.2) 

で表わされる。ただし，初期1<::1=0である。A国からE国への資本の移

動はU

-dK.=dK.=dl '(dl>O) 

で示される。

(2. 1) および (2.2)を全微分すれば

(2.3) 

。D.... aD，... ax"..， ax倫
dMIJ=布 dp+百五dy.-V;;;'dP+'aK:'dl (2.4) 

および

/8x，.， .ax， ¥ / ax" . ax，，'¥ 
y，=¥Vit+pVip"+x，.) dp+い一百一掃~)dl (2.5 1 

を得るから，前節と同様にして

• M.=-cot+一二一((叫-VoI)mll+ψ'，.)dI pM. (2.6) 

と書ける。ただし

aXII .ax日向=詰f，pF22三P諒子 (j=a， b) (2.7) 

とする。

J、
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他方.B固についても

から

M.=D.(P. y.)ーx，.(P.K.) 
Yb=tx岬

ふ=d-告fdI
を導く Eとができる。

対外投資収益の送金がある場合の国際収支均衡条件は

pM.-M.ー叫I=O

であるが，初期に 1=0である場合には，己れから

(2.8) 

(2.9) 

(2. 10) 

(2.1.1) 

五+id.-lth-1LdI=0(212)pM， 

が得られる。 (2.6)および (2.10)をこれに代入すれば

(1-，，-，，)占+」ー((叫-Va)問汁山+ψ'lb-叫)dI=0 (2.13) pM， 

となり，したがって，前節と同様に貿易均衡点の安定性を仮定すれば，

を得る。

dp寸({山一(1 鴨川+{山一閉山))dI σ2.14 

d三(いg“，+，ωb一1υ)M，>O

明らかに，完全特化の場合には.rp'lb=ψ'2.11=0だから dp<O.すなわち

交易条件は投資国 (A国) IC有利化する。乙れは，商品相対価格が不変の

とき.B図において総所得は何ら変化せず，輸入需要に変化が生じないの

に対して A国では所得増加に伴う輸入閣加を相殺して余りある対外投資

収益の増加があるからである。

不完全特化の場合ICは，再びリプチンスキーの定理が利用できる。資本

最の増減については
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切望;YzJに応じてめ，至。および <p'"ミo(j=a. b) (2.15) 

および

少'(/>0なら r.p'ij>町 (コ:) (2.16) 

という関係、が成立つ。したがって，両国で二産業聞の要素集約性が逆転し

ている場合には， (2. 14)式右辺の大括弧内の二つの項は同符号である Eと

がわかる。 すなわち，第1財がA国内で資本集約財 B園内で労働集約財

なら， 少'm，ψ'16<0だから dP<Oとなり，逆11:第1財がA国内で労働集約

財， B国内で資本集約財なら，少'm，ψ'16>0かつ <p'伊>v..~'l'>叫だから

dp>Oとなる。換言すれば， 二財聞の要素集約性が両国の間で逆転してい

る場合には， 資本輸出国が資本集約財を輸出していれば，交易条件はその

国広有利化し，また，資本輸出国が労働集約財を輸出していれば交易条件

はその国に不利化する。

しかしながら，要素集約性の逆転がない場合には， (2.14)式右辺大活弧

内のニつの項は異符号となるから，交易条件の勧告は一義的には言えなく

なる。モιで，労働の国際移動についてミードが考察した特殊な場合，す

なわち，各産業の総費用に占める賃銀費用の割合が両国で等しい場合につ

いて考えてみよう。そうすれば，補拾で示すように，任意の国において

0， 
fP'l=一石コr， 0， 

<p'，=瓦=Ef (2.17) 

が成立つ。 乙れを (2.14)式11:代入すると，右辺大括弧の中は

ψ'，.ー(1一隅.)山+rp'zo一隅.v.

={m.+法寸(v.-v・) (2. 18a) 

または
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=-{ (1-m.i+ o，~oJ(叫-v，，) (2. 18b) 

と書き換える Eとができる。したがって対外投資の前促条件として叫〉両

が成立しているものとすれば，

0，>0，なら dp>O (2. 19a) 

また

0，>ぬなら dp<O (2. 19b) 

である。乙れは，労働の国際移動に関する結果IC対応するものであるが，

l:.l:.では各国の限界支出性向に関する条件が必要でないととに注意すべき

である。以上の乙とから両国間で二産業の要素集約性の逆転がなしまた

各産業において総費用K占める賃銀費用の割合が両国で等しければ，資本

輸出国が同時IC資本集約財輸出国であれば，突易条件は投資国IC不利化し，

逆 IC資本輸出国が労働集約財を輸出 していれば，~易条件は投資国 IC有利

化すると結論できる。

なお，本節の分析では，初期に対外投資が存在していない場合のみを対

象としていた。 しかしながら，たとえ初期に対外投資が存在していても，

もし両国のオ7ァー曲線の弾力性が充分大きく，その結果，不変相対価格

の下で外貨受取高の増大が大なる国へ交易条件が有利化するならば，本節

の結論はそのまま妥当するであろう。

第4章への補論 リプチンスキー効果と要素報酬率

ζの補論では， リプチンスキーの定理と関連して示された本文の(1.21) 

および (2.17)式の導き方を示す。第2節で挙げた仮定の下では， ニ財，

ニ生産要素の生産組織はつぎのような式で表わされる。
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生産函数が一次閥次であり，限界生産力の逓減法則が作用している場合

?とは，各産業における要素集約度は生産要素相対価格が与えられれば一義

的に決り，さらに，二産業聞で要素集約度が等しくなければ，生産要素相

対価格は商品相対価格によって一義的に決定されるという周知の事実から

各産業の要素集約度は

1(， zf=仰)
)
 
V
 
Z
 
(
 

、1Ill--s'llι
，B会=仰)

と表わす乙とができる。

さて，資本量 (K)および商品相対価格 (p)を不変に保って (ii)の全微分

をとれば，

dL1+dL，=dL 
dK1+dK，=0 

であるが1:1:で 01=争，
^1 

1-0，=巴ろであるから，
px， 

0，=詰Z と定義すれば，
1'̂' 

ト 01=竿E，
^1 
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で表わされる。(viii) I~ (vii)を代入すれば，

些1.=仁E岳山・ 9主主=ーとfJ..L叫 (ix) 
dL 8，一円 r dL 8，-8， 

であるととが証明される。

一定の商品相対価格の下において，労働盤を一定としたときの資本量の

変化についても，全く同様の方法で

dX， d'J. .dX? 01 
ニ」--L叶ん見守=..v 1 n V (X) 
dK 8，-8，' rdK 8，-0， 

。
る

て

れ

い
き

お

-
一
小
に

が

衡
と

均
乙

'

る

お

あ

な

宅で



第4軍 国際生産要艶移動と安易量件

。制L， 1 
，=ーーーー一一一=一一一一一一一ー
叩L，十vK，1+と手上

W -'-1 

0，=ー竺fLー=一一1
4 叫ん+v1(， 1+主主

叫 -'-2

x
 

a
U
 

4
9
 
av 
てじ応に

む
一'旬
、
〈

ら
盈
-h

ゐ
Mzv 
あで

であるEとは容易にわかる。

J 

77 

)
 
-x
 

(
 

、
白
目
目
目
目
回
目
、

Fea---』J



第I部外国貿易と最適化理論

第5至者ー 最適関税の理論

第 l節序 論

よく知られているように，古典学派が自由貿易の原理を主張した綬拠は，

それが世界総資源の最適利用を保証するということにあった。しかしなが

ら cの主張は，自由貿易が与えられた諸条件の下で一国の紐済状態を悪

化させる己となく他国のそれを改善するように資源の配置を変えるιとが

不可能である ζ と， したがって，自由貿易からの講離が世界全体として見

た場合に有害であるという乙とは示じ得でも，それが特定の一国の立場ーか

ら見て有害であるというととを証明する乙とはできない。もしある国が自

由貿易から離脱することによって利益を得る可能性を持ち，そして関税政

策がそのような利益を約束するならば，その国が自由貿易を放棄する Eと

はむしろ合理的であるとさえいわれるかも知れない。

ζの問題はすでに今世紀の初頭において，ピッカーダイクおよびエッジ

ワースによって明確に指摘されていた1)。 ピッカーダイクは，その先駆的

な労作の中でつぎのように述べている。 r一国が関税によって，生産をそ

の自然的なコースから需離させる己とに伴う不利益を考慮しでも，なお純

利益が残'''->ように外国との交易条件を有利化させる乙とができるかどうか

という疑問が生じるJそして「純粋理論によれば，正常な情況の下では，

税率が充分』ζ低い限り， 輸入または輸出のいずれかに課税す石Eとによっ

1) Bickerdike (68コ.(6のおよび Edg'eworth(77コ参照.
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て利益を得るιとは常に可能であるjと2)。 さらに，彼は翌年の論文にお

いて，一国が最大の利益を得るよ5な関税率が，外国の輸出供給弾力性と

紛入需要弾力性とによって表わされる乙とを示している3込 ιの命題は.

1940年ICカルダーによって復活させられて以来ベ 最適関税の理論の名で

広く織論されるに至ったが，本章は，この理論をめぐって展開されてきた

いくつかの間題にできる限り統一的な表現を与えるととによって，最適関

税拾の内在的な吟味を行なおうとするものである。

第 2節経済的厚生変化の判定基準

本陰IC入る前IC.まず関税政策の採用が一国IC有利な帰結をもたらすか

否かを判定するための基単を明らかにしておかねばならない。ただし以下

の分析はすべて，対内外均衡が何らかの方法ICよゥて維持されるという仮

定の下で行なわれる。

いま，ー圏内ICN人 n財が存在するものとし，その国の経済的厚生W

が各個人の経済的厚生 u'(i=1. 2..... N)の函数と考えられると仮定する。

W=W(t，l， u2，・.uN) (1. 1) 

己乙で.Wは社会的価値i菌数 (social'value function)あるいは社会的厚生

函数 (蹴ialwelfare. function)と呼ばれるもので， 財あるいは貨幣所得が各

個人ICもたらす経済的厚生相互間の社会的重要性を評価する役割を果すも

のであるヘ個々人の経済的厚生は，彼が一期間中IC獲得する財の畳と，

彼がその期間中IC提供する財の量，ならびに当該期間中の純貨幣受取高lC

2) 8ickerdike (曲:)， p臼9.

3) Bickerdike (69)， p. 101， fn. 2. 
4) KaJdor (103) 

5) Lange (118)， Samuelson (145:コなどを参照。
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依存すると考えられるから，

81 

ui =Ui (%i1.%・2.......，X'訂 正Î1 •X:i2，"""， ii，，; zI) (i=1.2，、 . N) (1. 2) 

E乙で，X'，は個人zが獲得する財sの量 ii，は彼が提供する対sの蛍，

そして z，は個人 sの紘貨幣受取額を表わす。

(1. 1)" (1. 2)より

~aw. ， ./:!... :-.aWl8ui ~ .8u' ._.，; ，81t・1
4W=EEETdd=EE百;;;¥.研;dzas+57戸汁8;;dzi) (1. 3) 

J 

個人 sが x'，を提供する乙とによって得る総収入を R1" :i，を獲得する

ために要する総費用を Ci，とすれば，

z'=L:(R'，-C'，) (;=1. 2. ....... N) (1. 4) 

であり，個々人の財の購入額と販売総額とが等しければ，

dz' =0 (i= 1. 2. ... ...• N) (1. 5) 

となる。

各個人は(1.4). (1. 5) の制約の下IC自らの厚生を極大化しようと行動

するであろう。極大条件は

8ui J aCi， 8ui I aCit 8u.i I fJRi， 8ui I fiRit 81i 
辰三I8xi， =広三l百万=一夜乙I8ii， = -fJii， I 8i't = f}z; 

=:li (:12f'i':l!?") (1.6) 

。
ヲ
A
Vあで用効界隈の幣貨の人個キ臨'

'
hり

J

ょ

B

U

F

O

 

だ

ー

た

'。
区。

る

L

れ

{

吉

、

九

わ

3

表

は
で

dW4z古2Zu(安品一安ι) (1. 7) 

。日F
を得る。57F は社会的厚生の評価休系における個人tの貨幣の限界効

用のウェイトであって， ラYゲの用語でいえば，個人所得の社会的限界重

要度 (marginal叫 旧1signi自国ceof individual's income)， ミードの用語で言
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えば，分配比重 (d凶ributionalweighdである%以下Eれを〆で表わす。

とζろで，dxi，=di}，=dxi/， とすれば， (1.7)はつぎのように変形できる。

~ ~ ~(..Iac・!_"lJRi，¥ dW=~.~. ?2.¥μ喜子:一μおJ:)dx・J， (1. 8) 

これが一国の経済的厚生の増減を判定する基準となる公式である円。

第3節 最適関税理論の基本的命題

以下の分析を簡単11:し，論点を明憾にするために，さらにつぎのような

仮定を設砂ることとする。 (i)分配比重は各人について相等しい (μ'=μ' 

=1)。乙の仮定は，政策主体が，常11:各人の貨幣の限界効用の社会的重要

度を等しくさせるような所得再分配政策を採る場合に妥当するであろう。

(ii)国内では完全競争が支配的であり，外部経済乃至不経済は存在しないも

fBC;， BCJ， BR;， BRi.¥ 
のとする¥a;i:=a;i: =ãi~，~=距~)。そうすれば，一国の経済的厚生の変
化は，専ら対外取引の変化にのみ起因する ζ ととなる。

まず，二回 (A，B)および二財 (X"X，)のみが存在し A国のみが関税

政策を採る場合について考えよう。国際的にも完全鋭争が支配的であり，

運送費その他の貿易障害{ただし関税を除く)を無視し得るものとすれば，

均衡において，各財の各国内価格の聞には，つぎのような関係が成立する

であろう。

グp.，(l+ 1，) = p.， 
グp・，=p.，(l+I，)

貿易差額淘衡の条件は

6) Lange (118)， p. 221， Meade (却】， Chap. V， (31)， p. 17番照.

(2.1) 

(2.2) 

7) 本節の推論拡大体においてMeade(31)， Chap. I に従っているが， t. t.ではミードのよ

うに異った個人間申効用の加算を行なうととなく，問機な結論が導かれている.



第5章最適関税の理論 飽

p"x， =p崎町 (2.3) 

で表わされる。{ただし. .%1， %2=A国申輸出量および輸入量，れIP.=各財(1)A国

内価格およびB園内価格 1..t2=A国の輸出税車および輸入税率 (!定価)，タ=A図申

外貨建為替相場).

A国の関税率変更が各国の輸出量11:及lます効果を分析するために以上三 し

式の微分をとって

L
 

《
広、、，J
J

1
一明+
 

A
W
 

+;=-41L 
1+1， 

-J=-ilL 
- 1+1， 仕+土);， 

(1ーか -(1+か 担。

九=ーを(寸)(晶+糸，)
ら=ーま(1ーが(哉+念，) t (2.4) 
，4=仕サ)(サ)+怯寸)(1一計l

を得る。(ただし，己Eで各変数の上に附された記号 A はその法数の百分比変化を示

す・倒えば， 内=守である・また e，亨はそれぞれ各国における輸出供給・都議
、 .. 

要の価格部力性数値を表わす.すなわち 'o=1tdP.I， ε.=勾/P//l. '1/.= -x2lPd. . . 
~.=-XúP..). 

古て，前記二つの仮定によって， A国の経済的厚生の変化はつぎのよう

に表わされるであろう。

dW.=p・，d均-p.，d.町
=T.IXl倣僻よん，-一

=p.“1戸Z町，{(l+I，ω)(は1+1，ω)均-拘} (2.5) 
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己れに (2.4)を代入して

d仇一j計がか世が拘'"叫ベl戸巾g拘吋1イ小{
(4  + 2ム判L吋i ロ2.6め) 

J ¥¥1 +1， ' 1 +t，J 
を得る。 ζの結果から，つぎの諸点を明らかにする Eとができるであろう。

(i) tlC"ら=0の場合，為替市場が安定的ならばLl>Oであるから8) dtl 

;;:0， dl，孟o(ただし等号は同時10成立しないも申とする)ならば dW.>Oであ

る。いい換えれば，自由貿易の状態から出発した場合，為替市場の安定条

件が充たされている限り A国は輸出税または輸入税ゆるいはその両者}

を若干高めることによって，その経済的厚生を増大させる己とができる。

また，(1) A国検出品Iie対する外国の需要弾力性が小なるほど，(2) A 

国輸入品の外国供給弾力性が小なるほど， (3) A国の輸入需要弾力性が大

なるほど，そして， (心 A国の輸出供給弾力性が大なるほど， A国が一定

の関税皐引上げによって利益を得る程度は大きいであろうの。

(ii) 肝孟1であれば，dl，;;;:;O， dl，;;;:;Oの場合，常11:dW.>Oである。す

なわち外国の自国輸出品に対する需要弾力性が11c等しいか，またはそれ

よりも小ならば， A国は輸出入税率が知何なる水準にあっても，さらにそ

れを若手高める ζ とによって厚生の増大を計る Eとができる。

(iii) A国の経済的厚生を極大ならしめる関税率は

1 . 1 ---
tl+t2+tlt2=~ 

1ーム
ザ・

(2. 7) 

初本簡で用いられたそデルでは，為替市場町安定条件は.1JG'1.(t.+e.+l)+t.tbCJ1.+'1.-1) 

>0という形で示される.ζれは，通常メヲツラーの条件』ヒ呼ばれているものに他ならない.
M.白ler(130)， p. 226 (都留監訳(131)，104ベ-;1)$!~.以下町議論は， ζの島件が常に

充たされているも白と仮定して進められる.

9) Robinson (141)， p. 198書照.
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で示される10>0 (2. 7)が別>1 の場合にのみ君、味を持つιとは先の考察

からも明らかであろう。 A国が輸入税のみ{または輸出税のみ}を賦課する
1 1 
-ー一

場合同，'.(or '1) =竺一手であり，輸出入双方に糊する窃合同，両
1一二
η， 

者の種々な組み合せが可能であるが tl=士1ー 12=上が一つの場合とし
'加-1 臼

て挙げられるであろう山。

Eの最適関税の公式について注意すべき一つの点は，それが外国におけ

る需要・ 供給の弾力性のみを含み，課税国のそれを含んでいないと言う と

とである。 己のEとは，最適関税の高さが課税国の需要 ・供給の諸条件と

10) この関係は.そ申発見書にちなんで，ピヲカーダイグ・エッジヮースの母式と呼ばれている.

前:2"注3)，および Edgeworth(77コ.p. 550， fn. 1参照. なお，他。いろいろな外国貿
易の弾力性による最適関税の公式については. Johnson (93)または (18)， Appendix 

to Chap目 II(小島・柴田駅(19)，別章附録)に鮮しい.

11) この最後の表現陸，ラーナーが異った方法によって聖Iil!した結果と一致している. LerneI' 

(22)， pp.お6-362および pp.坦2-却3書照(なお， ラーナー由記号では輸出税率が囲内

価格ではなくて外国価格の何パーセγトという形で量わされているEとに注意).

ラーナーは一回白書輸出部門が国際市場における供給独占者として，また各輸入部門が需要

独占者として行動するととによ。て.艇争的貿易体制下回状鐙と比較して.貿易相1F回の犠牲
において自国の利益を増大させ得ると述ベたのも，たとえそれぞれの輸出入部門がこのような

独占力を持たない場合でもa 政府が関税を設定して独占カの存在する場合と同一骨内外価格差

を設けるならば，同じ結果封得られるであろうという.つまり.格出部門については.輸出財

の限界生産費 {園内虜全焼争の下では， ζれはその財の園内価格に等しいと仮定されている}

をその限界収入に等しくさせるように抽出量を決定し.他方，柚入部門については，輸入財の

限界情慌{国内完全般中の下では，これもまた.そ四財の園内価格に等しいと考えられる)を

その限界支払に等し〈させるように輸入量を決定するような関税体需が求められる釈である.

もちろん.ヲーナーが京板。ているような，一国が杏散の典。た商品を輸出入している場合に

は，各財の醤買・供給の聞に存在する価憾。切目互依存関係を無視するζとはできない(後述.

第5節合初払その点はさておいて.とのような考え方はある規正で最適関脱政策の一つの

性絡を明らかにしたものであるといえる.すなわち，政府が最適関説政策を採るととによって

果す役調は， 国際市場におけるー園の地位を，jj¥f告独占者であり. 同時に需要独占者である

monempolyへと噂〈ととにある.そLて， ζのととは必然的にその背後I~真質所得申国標

的再舟震が伴bれるζとを意味している.
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は無関係に，専ち外国のそれによちで決定される企い吉 Eとを意味t"てい

るのであろうか。ある特殊な場合を除いて，決してそうではない。乙の公

式は，単1<::関税が最適水準にあるためには，関税の高さと，その関税の下

で成立する均衡状態における外国の需要および供給との聞にどのような関

係が存在しなければならないかを示しているほ過ぎないのである。外国貿

易の諸事事力性が貿易量の如何に拘わらず常lζ不裂の他をとるd想定する乙

とが詐されるならば，そしてその場合にのみ，最適関税は外国における需

要供給の諸条件のみによって決定される。しかじながら，←般的には，乙

れらの弾力性の値は貿易量[じた酔って関税の商き)Iζ依存するであろう。乙

う考えてくると，最適関税の水準が課税国の貿易1<::対する需要 ・供給の弾

力性と独立でない乙とは直ちに明らかとなるであるう。関税率をある高さ

iζ定めた場合IC. まず両面の需要・供給の諸条件によって貿易量および諸

価格の均衡値が決定され，ついでζ俗均衡状態における外菌の諸強力性の

催と関税率の太きさとが (2.7)式で示されたような関係を充たすeき，は

じめてそれが最適関税率となり得るのである。

(iv) B国の経済的厚生の変化はつぎのように表わされる。

dW.=P"dxlーか，dx，
=P""'l(珂~..，)
1 fl 可¥fdt， • dt，¥ =-ybIZzlrzjlUF向 (2.8)

したがって A国の関税政策によ勺て， B国の経済的厚生は必ず減少する

といえる。

第4節最適関税理論の吟味

さて，前節の分析によって最適関税理論の内容が形式的に説明されたの
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であるが，他の多くの命題と同援に最適関税の理院もまた極めて厳格な諸

前慢を基礎として成立している乙とが強調されねばならない。以下，それ

らの緒前縫のうち，との現鈴の成立にと弓て重要であると恩われるいくつ

かめものを取り出して，その意味を時味じようと思う。そのために，己己

でもう一度最適関税軍輸の内容を少しばかり呉勺た{やや組維な}表現で再

説しておくのが便利であろう。

問題は，ある闘がその生産諸資源を輸出部門へ向けるととによって得た

外貨セ輸入財を購入する場合主，単純にその資源を園内の輸入競争財生産

11:充当する場合とのいずれが国内支出の実質価値を高めるかという点にあ

る。いま，ある国が給出財生産(したがっτ抽出量}を1単位減少させ， そ

れによって解放された生産要素を国内輸入競争財生産に向ける場合を考え

よう。完全雇用が維持され，圏内で完全競争が支配的である場合11:は，各

要素の限界生産物価値が種々なる産業11:おいて等しくなると考えられ. l" 

たがって便宜上，輸出品ならびに輸入代替品の初期園内価格が1になるよ

うに各商品の単位を選んでおけば，己のような生産転換によって紛入競争

財を1単位憎産する己とが可能となる。他方，輸出が減少させられるなら

ば，当然貿易差額の悪化が生じるが1:れを是正するために為替相場の調

節が行なわれるものと仮定Lょう。輸出を1単位減少させて， しかも貿易

1-l. 
差額の不均衡を発生させないためには，同時に輸入が (1+/1)(1+1，)一学

1+"ニ
εb 

単位だけ減少古せられねばならない。かりに tl=ta=O，白=∞，別=2とす

れば，輸入量の減少は0.5単位となり，園内の愉入競争財が1単位増産さ

れる乙とと比較すれば明らかに園内で消費可能となる絵入品タイプの商品

の総量は憎大するであろう。 ~国が軽微な関税ICよって利益を得る ζ J;;が
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できるという命題の本質的な性格は乙のような推論の中11:存する。

上述のように，最適関税理論の背最とじていo経済においては，輸出財

1単位の減少{または増加)が園内輸入競争財l単位の増加{または減少)を

怠味しているのであるから，輪出の減少11:ょっで生産諮要素の完全雇用が

維持されなくなる場合，あるいは鍛初から国内市場11:対する供給11:圧迫を

加える乙となく追加的な輸出財生産を行ないうるという不完全混用状態が

存在している場合に上の推拾が妥当しないζ とはいうまでもない。

しかし.乙の点を別としても，つぎのニつの問題に注窓しなければなら

ない。すなわち，第一11:，関税が輸出入商品の相対価格に与える影響を通

じて国内の生産編成を変化させる窃合11:，その結果として園内の所得分配

様式は探税前のそれとは異ったものとなるであろうが，関税が一国全体と

しての経済的厚生の増加を導くか否かを述べるためには， 1:の効果が忘れ

られではならないという乙とである。 第二11:， 輸出財生産 1単位の減少

{または地加)が必ずしも園内財生産の l単位の増加{または波少) を伴わな

い場合が存在するであろう。

まず第一点について。関税の賦課は，ある特定の場合を除きlqz果税園

内における輸入品価格を高め，輸出品価格を低めて.ιれら両農業間にお

ける資源の移動を惹起するであろう。しかしながら，輸出財産業の収縮に

よって解放される生産要紫は輸入競争財生産11:比較的適しないものである

かも知れず，あるいは解放される生産要諜がすべて両部門において無差別

12)外国における綿入鱗要の弾力憶が1よりも小さい場合には，暢λ品の園内価格が輸出品目そ

れに対して相対的に下落1.-，関税が貴由保護効燥を持つ可能性があるととは.メクツラーによ

って明確に指摘されている..Metzler(128コおよび(129コ参照.しかし，すでに述ベたように.

関税が最適水準にあるためには，外国の輸入需要現性植は1以上でなければならず，したがっ

て.本軍の陣論でほとのアブノーマルな場合を除外してもよいであろう.
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k使用されるとしても，それらが生産目的のために結合される割合は両部

門において奨っているであろう。輸入競争財生産において相対的に集約的

It使用されている生産要素の稀少佐は増し，その要素の供給が完全に弾力

的でない限り，当E主要業価格ば騰賞するであろう。逆IC，輸出財生産にお

いて相対的に集約的IC使用されている要紫の価格は下落するであろう。概

略的IC言って，関税はそれが輸入競争財生産を刺戟し，輸出財生産を圧迫

する効果を持つ限り，輸入競争財生産に適した生産要素の所有者K有利に，

また輸出財生産に適した生産要素の所有者IC不利になるように園内の所得

分配を変化させると考えられる。もちろん，ことでは所得分配様式の変化

する方向ならびにその絶対的な大きさを正確に述べる乙とが目的ではなく，

単に関税が生産組織の再編成を通じて国内所得分配IC慢乱を与えるととが

納得してもらえればよいのである。

ところで，前節の分析ではー経済内の総べての個人について，その所得

の限界単位がもたらす社会的重要皮が相等しいと仮定されていたが，その

意味は，所得再分配の厚生効果が無視できるという乙とに他ならない。し

たがってこの条件が充たされていない状態の下では，たとえ関税の設定ま

たはその引上げによって国内で消費しうる財の総量が増大するとしても，

分配比重の大きい所得階層から小さいそれへの大規模な所得再分配が生じ

るならば，純効果としてはその国の経済的厚生は減少するかも知れない。

乙のような場合には，最適関税率は到底前節のような単純な形では導く己

とができない問。

第二点は前節の最初に挙げた仮定の (ii)1<::関するものである。そEでは，

13)所得再分配の厚生効果に力点をおいて最適関説の定式化を試みながら.前Eすべき結果を示

すに韮らなか。た一つの例として Meade(31)， Chap. XVIIlが挙げられるであろう.
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各財の社会的限界生産貨が価格体系1<':余す止年ろなく反映されτいる辛う

な経済が想定事れでいた。しか V~ く φ場合，自由な価格機構は，独占要

紫の存在!(より，外部経済乃至lま不経済により，あるいは政府の租税‘補

助金制度ICJ;って，社会的限界費用のみな色ず，私的限界費用をさえも正

確には示さないであるう。とこではーゥの簡単な例として輸出産業におい

てをの主うな霧車種が生1;τいる場合壱取り上げる Eとと寸る。

いま"国の輸出産業Irおtする価格{戸，i)と社会的限界生産費 (K.i)との

零離率を従価で表わしでν主すれば，

p・，=(l+v)K" (3.1) 

であるから;A，国の経済的厚生の変化を示す (2.5)式はヲぎのよ告に修正

されねばならない。

dW.=p.，d均一K・ldxl
:::;:ttl?ftX2-市ttlldxl

， ，、 1+土、 f 、
L. . . ". . . J. 1¥ ..lfdt，. dι¥ '" -4 p，，(<， t n十九)(Ht，)い-;.)-官机吊戸市j

(3.2) 

Eの結果からも明らかなように，たとえ自由貿易の状態から出発し格外

国の需要郎力性が1より太であってもR 比較的低率な関税の設定がA国の

経済的厚生を増大させるよいう命題は常 I~妥当するとは限らない。最適関

税率はEの場合，

.1+i 
1，+1，+1出=-L一一与一1 (3.3) 
o • • ••• 1+v‘ 1 

2ー-

"1/' 

で示される。他の事情にして等しければ vの他が大なるほど最適関税率

は小主なり，旬のある値についてほ，最適関税率は負の値をとる乙ともあ
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7，>であろ寺q 換言すれば，日閣の経済的厚生は闘税政策マはなく，貿易補

助金政策により {斐晶長件を自国に不利化させるととによって}場加させられる

場合もあるのである加。

第5節多数財の場合への拡張

本主主の最後の論点は. 1::れまでの分析を，輸出入商品が多数存在する場

合へ拡損する乙とによって，先の結論が如何なる修正を蒙るかを見ること

である'5>。新たな記号をつぎのように定義しよう。 Zj=第 s財のA国純輸

入量 (Zjが自であればそれは純輸出量を示す)， td:::;第 d財のA園内 (A国通貨表

示)市場価格.tbi=第$財のB圏内 (B園通貨表示)市場価絡。また.A国

の関税政策によってもたらされる第 z財のB園内価格1<::対するA国内価格

の従価五jE離率を叫とすれば，両国内市場価格の関係は，

rp，;=(1+叩，)p，;(i=1. 2. .......錫}
で示され， したがって

(4.1) 

。
す-r山をbL
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(4.2) 

14) と申部分申蟻諭は.Polak (139コに主とt.'C負。でいる.また.(3.3)式はポラータが導い

ほかZ175-lと真蜘に閉じものである・ととでa ば限界妨鮒.cは輸出品単
1 
1-一

価仲に脅まれる齢費用でない部分間t..輔の記号でわ=ーす，戸市として

1+zz 
表わされる.

IS) 一歳均衡論の方法によ。て最適関税理践を杏数財ケ~界にまで鉱張した申は Graaff (~5) 

が最初である.またI Graaff (6コ.Chap. IX番照.本節の議論はrヲーヌ申告併によると
ζるが多いが，細簡においては必ずしも一致していない.
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と乙ろで，伸縮為替相場1<::よって貿易差額の均衡が常に維持されるもの

とすれば

F=i]p.向 =0 (4.3) 

である。グラー71C従って.Fを外国貿易変形函数 (foreigntrade tr曲 sfor-

mation fu田tion)と呼ぼう師、 すなわち，それは.貿易差額の均衡が維持さ

れるという条件の下で，総べての輸出財ならびに第4財を除く総べての愉

入財の量が与えられた場合にその国が輸入しうる第 4財の極大量を与える。

(4.2) より

aF=早答申j=平{l+去さl努!Z.}P.;aZ;=O (4.4) 

であるから.aW.=Oとなるための充分条件として，

1 --.8Th 叫=京湾若 Zs (i=l， 2. ......• n) (4.5) 

を君事〈己とができるであろう。 さらに，第s財の価格11:隠する第s財純輸

入量の交叉弾力性れ制キま; と定義すれば献はつぎのよう1<::書き

換えられる。

制 =B与と・.!... (i=1. 2. .... ..• n) (4.6) 
. l'・jZj 7]，i 

したがって.級適関税率は，第4財が輸出財であれば

ti =-~= 1+叫
l 

E 十一+1
τ"tbjZj 1}，j 

また第y財が輸入財であれば

tJ=ωJ=B苧t2.L
， P"jZj 写."

として表わされる乙とになる。

16) Graaff (6). p. 129. 

(4.7a) 

(4.7b) 
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もし総べての交叉弾力性を無視する乙とが許されるならば.Ji!; 3節で示

したよう』乙 ti=手l'tj=今を導くことができる。しかしながら，乙
のような状態は一つの極限的な場合に過ぎない。交叉弾力性が事実上無視

し得ないならば，最適関税理論が当初予想されていたであろうよりは著し

くその操作的意義を失うことは明らかである。なぜなら第3節で述べたと

金く悶織に交叉型車力性自体もまた貿易量の変化11::依存するであろうから，

単なる特定時点における弾力性の値のみならず，種々の貿易量の下で{自

固ならびに外国における)それらの値を明らかにする函数関係、が知られない

限仇最適関税体系の決定は不可能でないまでも極めて困難な事柄となる

であろう。

第6節結 論

以上，われわれは最適関税理論が一半の真理を含む乙とは認めながら，

その命題が妥当性を主張し得るためには，かなり非現実的な仮定を必要と

する乙とを見てきた。われわれの吟味した問題は，要約すればつぎの二点

にしぼられるであろう。第ーは，最適関税論が事実上，関税の所得再分配

効果を無視し得るようなモテ勺レの上lζ建てられている Eと，ならびにそれ

が一種の理想的な価格機構を想定していることである。しかしながら，乙

れらの仮定を取り除けば，最適闘税論は必ずしも関税擁護論とはなり得な

いのである。第二は，最適関税論の操作的意畿1ζ関する問題であった。乙

の点については.われわれが貿易量と鰭価格弥性値との関係について知る

ところが極めて乏しい乙とを指摘すれば充分であろう。

最後!L.最適関税論11:関連した問題で本章で扱わなかったー，二の問題

11:簡単に言及しておきたい。
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第3費百で示した占う11':，関税理主祭が?国の経続的厚生を増加さ唾号場合

にはa必然的lξ相手国の経済的厚生は減少するq 最適関税論の最近の傾向

で1;1.，己の問題が三唱の異った方向4展開事せられているよう!ヰ恩われる。

をのt 唱は，関税ICよマてもたらされる国際的な所得再分配IC対しで何ら

かのfl!餌事機を設りる己主lζより，いわば“inter.nationalst叩dp.oi!l~ "事

たは“ cos~øpol比a，n view" ，~立合吃最適関税を規定しょ寺とす~院みせ

あるmqた主えば， ミT ドiま課税国怒らびに被課税閣の市民IC，対してlE債

の，かそう異った分配随筆の債を想定し，課税困の分配比IIIが被保税国のを

れよりも大きい限り最適関税率iま正の値をとる ζと，そしでその大き杏ほ

被課税国の分配比重が無視された通常の "nationalistview" 11:::玄ヲ最適

関税率よりも低いととを主張している2830他方，フレミングも同様な見地

から「自由貿易の状態の下では，貧困な未開発国における貨幣の限界効用

が残余の世界1ζおけるそれの二倍ないL三倍であると想定する乙とi立行き

過ぎでないよヨに思わ粍 ・それらの貧困国が課する関税率の高志[蕗弾

力性句値K応巳τ，約2Oo.-2O(J% '"値が示唆害料τいる〕は， 再分配効果が極めて

l!l要であるという根拠11:よって正当化されることが明らかとなろう。Jと

いう結論を導いた1930

しかしながら Lの種の理論の致命的な弱点は，それが世界全体として

の経済的厚生の増減を判定し得るような厚生函数を与えられたものよして

仮定せざ長を得ないζとである。 71-<ミングも前掲論文の終りにおいて.

「貧困諸国によ る或る高事の関税保~は，抽重量的な厚生経務掌の観点か色

正当化されるものではあるが，そ己で採られる判定益準の主fこる性格の故

~7} Meade (却1)，Pp. ?8←皿5，(31)， p.P 冊目および Fle~ing (:事J)書照.

18) M回 de，op. cit. 
19) Flem;ng (83)， p. 8. 
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に，その正当化を明確な国際貿易の)1.<'='"'ル11:越かせるζ とほp不可俺では

ないとしτも著レ〈困難である。 11:も狗らず、 f 般にはa貿易陣容や商品

規制計画等の国際的商識に伴う分配問題の考察11:おいては何らかの"，，，イ

トが付けられねばならないであるう。l と述Aているが抑，如何にしてそ

のようなウェイトが決定され，またそ乙から導かれる最適関税政策の逃符

を世界の諸国11:強制しうる主体は如何なるものであるかという点に大きな

疑問が残るmo

第二の方向は，前述のように一国のみが関税政策をとり，他の諸国がそ

れに何らの反応をも示さないような状態ではなし各国がそれぞれ独自の

立場から最適関税政策をとる場合11:生じるであろう通商政策の錯綜する関

係を採り上げようとするものである加。

最適関税の理論は一国IL妥当すると同様に他の固についても妥当するで

あろうから，たとえ一国が他国に先んじて最適関税政策を採るEとによっ

て利益を得たとしても，もし相手国もまた同様な基礎に基いて最適関税を

賦課するならば，最初の国はそれによって当初得た利益のー蔀を失うかも

しれず，あるいは得た利益以上の損失を叢る乙ともあるであろう。そして，

(i) 各国が相互に最適関税を賦課し合う結果，税率を再調整しでもいずれ

の聞もそれ以上有利な位置に進み得なくなるような政策の均衡が果して達

成されるかどうか.(ii) もし，政策の均衡が成立するとすれば均衡の位置

において貿易量，交易条件ならびに各国の経済的厚生は如何なる状態にあ

るか.' (山)そのような政策の均衡が逮成される以前に何らかの通商協定が

20) Fleming【白).p.9. 

21) 問機な見解については.底辺(165)，6ベージ書照.

22) Scitovsky (46)， Johnson (95コ， (18コ， Chap， Il (小島・熊悶訳(19)，第 1I~).およ

びGor回anC:剖コ番照.
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締結される可能性はないかなどの問題が生じてくる。しかしながら，乙れ

らの点に関する詳細な分析はすでにジョ Yソンおよびゴーマンによって行

なわれているので，乙Eでは単11::最適関税拾を吟味するに当って，本章で

考察した諸点と共に，上記の問題が考慮の外に置かれではならない乙とを

指摘するにとどめる。



第6章経済発展と保護貿易

第 1節序 論

経済発展の過程にある後進諸国が，発展政策の一部として自由貿易より

もむしろ保護貿易政策をとろうとする根強い傾向がある Eとは一般に認め

られている。Eのような保護主義については，経済的あるいは非経済的な

多くの板拠があげられるであろうが，本章では一国内部Kおげる資源の合

理的配分と関連して考えられる一つの根拠をとりあげa その理論的妥当性

を吟味すると同時!L，その限界を明らかにしようとするものである。

本章の分析は，最近リトルによって展開された興味深いモデルを基礎と

している九 リトルのモテソレについては第2節でくわしく述べる己とにし

て1:.乙でなぜかれのモデルをとりあげたかという理由を簡単に説明しで

おζ う。そうする Eとによって，本主主で意図していることもおのずから明

らかとなるであろう。

リトルのモデルは，本質的には，一定の実質賃銀率のもとでの労働供給

をもたらす後進部門(消費財部門)ならびに労働の限界生産物が正である先

進部門{投資財部門)が併存するニ霊経済の考え方に抵磁をおくものである

が，乙の場合，先進部門の生産を拡大しようとすれば，労働雇用量の期大

をまかなうために必要な消費財供給がなければならず，後進部門で利用さ

れでいた資本ス トッタの一部を後進部門へトランス7ァーしなければなら

ないという両部門の相互依存関係が強調されている点に特色があるといえ

1) Little (I~コ
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ょう。このように，消費財生産が投資財生産過程のいわば一段階とみなさ

れるような状態では， たと孟ば政策当局が経済全体の役資量{ひいては経梼

発展白速度}を極大化しようとすれば，現実の生存賃銀率11:対しである補助

がなされた潜在賃銀率 (sbadσwwage rate)または計画質銀率11:基いて資源

配分が行なわれねばならないというのがリトルの基本的な結論の一つであ

る"。

リトルの""デルは， もともと封鎖経済を仮定したものであるが， ')トル

白身が主張しているようにベ 上記の結論は是デルを開放経済にひろげて

も影響されない。しかし，開放経済で考える場合には，資源の最適配分を

達成するのに計画質銀率の決定だけで半分であろうか，という疑問が生じ

る。そEで，第2節では開放箆済Kおける資源の最適配分が，最適賃銀補

助政策主最適関税政策の組み合わせ花よって達成される ζとを示すb C.れ

は後進菌の貿易保護It対する一つの根拠として，よ く知られている交易条

件続 (TheTerins of Trade Arg'ument)がある己とを示している。

とのような第2節の分析は，与えられた政策目標lζ則した最適資緩配分

が部分特化の状態を導くようなものであるときには妥当する。むかし，最

適点において投資財の圏内生産が存在するかどうかは，最適条件を導く基

礎となる発展政策の目標はいうまでもなく，一国の生産条件や外国貿易市

場の情況It依存している。したがうて，己れらの事情いかん1(;よ勺ては，

当該経済が消費財生産比特化しs 必要な投資財を国際市場でまかなうほう

が有利な場合もありうるわけである。乙のような場合11:は，投資財の菌内

生産を開始する tとを合連化ずる基礎として，交易条件論をあげるととが

2) Little (122)， p. 1 
3) Little (122)， pp. 1(-15 
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できなドのはいうまでもない。第3節では，どのよラな情況のもとで消費

財べの先企特化が最適な政策となるかを検討する。

最後に，tことえ部分特化の状態においても，発展政策の目標いかんばよ

ちでは，妥当と考えちれる貿易保絞の程度は当然異っτミるであろう。第

4節では，政策当局が，現在め消襲よりも蓄積めほうによりE点を移すほ

ど，発展政策の国際貿易11:及lます抑制的妨果が弱くなる Eとを明らかにし

ょう。

第2宣自 発展政策の最適な組合せ

本草では， リトJνの単純な""デルのみを扱告邑とにする。外菌貿易をも

っとも単純な形で導入すれば， リトルの主ヂタνほうぎのように拡張できる。

l=k(K.， L) (1. i) 

S.己x(K.) (L 2) 

D..=f(L) (1.3) 

Dd+Dxl=SIl (1. 4) 

D.j=g(骨) (1. 5) 

D..=pD'f (1. 6) 

K=K.+K. (1. 7) 

ζEで， (1.1) ~ (1. 3)式および (1.7)式はリトルのもの主主ラたく同U

である。

(1.1)または投資財部門の生産函数を示す。すなねち， 投資財産出荷 (1)

は当該部門における資本使用量 (K.)ならびI!:労働雇用量(L)に依存する。

ただし，労働と資本の限界生産物はともに正である ζ と
v 

rfi'k t)'k ¥ 
また，収穫逓減防，百五，>0)が仮定されている。

rfik fik ¥ 
la"L' fiK.>O)， 
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(1. 2)式は消費財部門の消費財供給函数である。消資財供給量(5，)は，

消費財部門の総生産高から消費財部内内での消費を差引いたもので，その

大きさは，当脚門における資本使用量 (K，)の蜘函数である主>0)
¥f}K，/ -) 

と仮定されている。ζの函数に労働腐用量が陽表的IL示されていないのは，

消費財部門で労働の限界生産物がゼロであるという仮定lζ基いている。

(1. 3)式は，消費財の園内需要 (D，，)が投資財部門での労働雇用量の増

加函数である {f'(L)>O)というリトルの基本的な仮定を示しているの。消

費財部門から投資財部門への労働1単位の移転は，その労働IC対して生存

賃銀率IC相当する消資財が支払われる Eとによって行なわれるが，いまα

を労働の限界消費性向， ωを生存賃銀率， t，を消費財価格とすれば，労

働1単位の移転ICよって必要とされる消費財の量は，

f(L)=αω，jt， (1. 8) 

で表わされる。リトルによれば，労働者の貯普を考慮外としても， αは1

より小さいであろうという。なぜなら，労働者が消費財部門を出る乙とに

よって，消費財郎門の扶養すべき人口が減少するからである日。 しかし，

労働者が消費財部門から投資財部門へより多く移転するほど ζのような傾

向は強くなると考えるのが妥当であろう。したがって， e. e.では限界消費

位向αが投資財部門での労働雇用量の減少函数であると仮定する(坐く0)，¥dL ~-/ 
消費財単位で表わした生時銀率低)が所与であればe.のEとは川)

<0を意味している。
(1. 4)式は消費財部門の供給量が輸出 (D，/)と園内需要 (D岬)に向う乙

とを示し， (1. 5)式は消資財の輸出量が国際市場における消費財相対価格

4) Little (122). p. .f. 

5) Little (122)， p. 6. 
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(p)の函数であるEとを表わしている。また(1.6)式は貿易収支の均衡条

件，すなわち，投資財輸入量 (D..)が国際市場における投資財価格で表わ

された消費財輸出額に等しいという条件であり，最後に(1.7)式は現存資

本ストッデ (K)の二部門への配分を示している。

本章では， リトルにしたがって，政策目標が各期間ICおける産出高の価

値を極大化する Eとにあると前混しようべ ただし.1:. 1:.で産仕i高の価値

という場合，それは市湯価格による評価ではなく，ある政策的IC決定され

たウェイトをつけて消費と投資とを合計した債を意味するものとする。

きて. (1. 2) -(1. 5)および(1.7)から

タ(K..L. p)=j(L)+g(p)-x(K-K.)=O 

が，また. (1. 1) • (1. 5). および(1.6)から

I+D，，=k(K.. L)+pg(p) 

が得られる。

(1. 9) 

(1. 10) 

したがって，政策当局にとっての問題は，消費財および役資財の各単位

IC与えるべき評価上のウェイト W，および、W.を決定した後. (1. 9)の

条件の下で

W，D，.+ W.(I +D，，) 

= W，j(L)+W.{k(K.. L)+pg(p)) 

を極大にする Eとである。

いま.Aをラグランジュ乗数として

(1. 11) 

F(K..L.P) = W，j(L)+ W.{k(K..L)+pg(P)}-Aψ(KιL. p) 

(1. 12} 

6)経済聾良司問題と関連して，生産計画の異時点間有効条件を扱うた論文としては， Findlay 

(81). Eckaus=Lefeber (7のなどがある.
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と書けば，極大化の第一次条件は

。F ••• fJk • fJ:< 
F，宝石ζ=W，8K•ー』百戸。

(1. 13) fJF _."，...... fJk 
戸 &L= W，f(L)+ W.一-).!'(L)=0。L
fJF 

F，三百五=W，巾 (p)+pg'(p))ーな'(p)=o

<0 
'1'， 

F13 

F" 

F" 

2

n

n

n

 

ψ
F

F

F

 

L

1

1

1

 

判

明町

E
川
町

。
>0， 

であり，第二次条件は

'1'， '1'1 
。

(1. 14) '1'1 

'1'2 
F12 Fn 1'1 

'1'， F由F21 1'2 

(1. 15) 

なることである。ただし，添字は各要素1<:よる偏微分を示す。

から直ちに

fJk 。K.
).=W.否:<

fJK， 

(1. 13) 

(1. 16) 
fJk I fJ:< 時r~ • 8k I 
百五l夜プ;V;+&L!!'(L)

1-~!.~ / !."'. =-g(f，) ， -Pfj支.1ii支~=-ii(p) (1.1η 

が得られる。

の値を選ぶ己とは，政策当局がこれらの条件を充たすような 1(" L， P 

c.c.では，従集権的あるいは分権的な方法によって行なわれるであろう。

来の理論との関連を明らかにする意味から，完全競争的な経済組織を仮定

鰭価格11::対する政府の課税 ・補助金政策を通じて発展計画の最適化して，

がはかられるものとして議論を進めよう。いま，消費財および投資財の価

格をそれぞれ p"が，計画賃銀率をSで表わすと，



および

8k I 8% _p. 
百;18K.~p. 

8k S 
8L -p. 
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(1. 18) 

(1.19) 

が市場均衡の条件である。(1.16) 

主主=区三+とE.!

へ乙れらニ式と(1.8) とを代入すると，

p. W. ・aωp.

したがって.

s=ベ1一号訪 (1. 20) 

が得られる。明らかlEEKlであり，仮定』とより α<1だから，計w.. Tx 
薗賃銀率は補助政策によって生存賃銀率よりも低く定められねばならない。

必要とされる補助金の率は W.=oの場合を除いて，両部門の相対価格

11:依存する円。

他方，当局が輸入投資財に対して，従価 1∞τ必の輸入税を課するもの
とし，外国輸入需要の弾力性を，守f三三-pg'(p)/g(p)と定皇室すると.(1. 17) 

と(1.18)から

1 =一一一 (1. 21) 
~/-1 

が得られる。これは，周知の最適関税の公式にほかならない・υ
以上の乙とから，最適な政策の組合わせは，投資財部門における賃銀補

助政策{ただし.wx=O.α=1の場合を除く)と最適関税政策{ただし，~/=伺

自治合を除く}であるといえる。

7) Little (122)， pp. 6-7. 町三~O， すなわち，当局が投資量を短大化しようとする場合には

s=αω となる.
8)最適関税事が有限であるためには，守1>1でなければならない.
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第3節保護政策への一つの限界

経療全体として，投資財ー単位を追加生産しようとすれば，それに必要

な労働を獲得するために，消費財の追加的な供給がなければならないとい

うのが，前節で考察した生産構造の特色であった。このような生産構造を

もった経済を開放体系のもとで考える場合，生産変形曲線が貿易の水悌11:

応じて変化する乙とに注意しなければならない。第1図はa外国貿易変形

曲線と封鎖体系のもとでの圏内生産変形曲線，ならびにその両者から導か

れる「開放体系変形曲線Jを示している。図において，縦軸11:は原点から

上方へ投資財の置を，繊軸には原点から左右双方へ消費財の量を測る。第

m，第IV象限11:は，横軸11:対し45。の勾配をもっ補助線が引かれている。
第I象阪の OGは外国のオファー曲線を，また第E象限の TMOは封鎖

経済での生産変形曲線を示す。なお，投資財部門11:対する賃銀補助はすで

嫡食倒

{圏内主.l

第 l 図

投資財
，.人紛よ"'"肉食屋}

-"-' 
" 

G 

繍."
BI'・・幽》

“. 

11:行なわれているものと

する。収獲逓減の仮定の

もとでは，限界消主主性向

αが投資財部門の雇用量

の非増加函数であれば，

TMO曲線は凸である。

モデルの性質から，投資

財のある量を生産するた

めには消費財の生産が必

然的に行なわれねばならないのであるから，園内生産変形幽線は原点から

出発し， 現存資本ス トックが完全11:利用されるまでの間，正の勾配をもっ
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Eとになる。 OTは現存の資本ストッタで生産される消費財の忌大量であ

る。

つぎに，貿易の可能性がある場合を考えよう。もし消費財の一定量{図

申 Oバ=IT}が輪出目的のためにとり除かれると，園内の生産変形曲線は

tmO IL縮小するであろう。 ζれは，原点を除いて TMOとは交わらない。

なぜなら，国内向け生産のために入手可能な資本ストックの量は減少する

からである。 OAの消費財は国際市場で OCの投資財と交換される。した

がって，OAの愉出水準のもとでの現実の変形曲線はI tmOが上方1<::OC 

だけシフトした T'M'Cとなる。輸出量の水準1<::応じて， ζのような変形

曲線が無数1<::描けるであろう。開放経済の生産・貿易変形曲線{とれを開放

体系変形曲線と呼五ことにする)は， それぞれの輸出量に応ずる変形曲線群の

包絡線 TM'Dとして求められる。封鎖経済での生産変形曲線および外国

のオファ ー曲線がともに凸ならば，開放体系変形曲線もまた凸である。

消費財および投資財の評価上のウェイトの比率 W./W.が与えられる

と，産出高の価値を極大にする点は，-Wx/WA: の勾配を持つ直線と，開

放体系変形曲線との接点(図のM'点)である。 乙の点において w./W.

は園内相対価格p./がよりも小さし後者は外国オファー曲線上の対応す

る点ICおげる接線の勾配と相等しい。

第1図は，たんに前節で行なったiiE明を図示したものにすぎないが，こ

とで，つぎのような点1ζ注意しなければならない。それは，第l図におい

て，開放体系変形曲線もまた正の消費財産出高K対応する投資財入手可能

量の極大点をもつように作図されている乙とである。乙のような場合には，

W.およびw.が非負であるかぎり，最適点は部分特化の状態となる。し

かし，もし開放体系変形曲線が通常の生産変形曲線のように一貫して負の
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勾配をもてば，W，jW.の大きさいかんによっては賃銀補助や最適関税政

策がもはや問題とならず，最適政策が消政財部門への完全特化となる場合

も生じうる。

それでは，どのような場合に第1図に描かれたような，開放体系変形曲

線が得られるのであろうか。まず明らかなEとは，可能な輸出量の範囲内

で，外国オ77一曲線の弾力性がlまたはそれ以下の他をとる場合には，

消費財輸出量をー単位減少させるととによって投資財輸入量は不変に留ま

るか，むしろ増加するから，開放体系変形曲線の対応する部分は疋の勾配

をもっ乙とである。っさに，たとえ外国オファー曲線が輸出量の全域にわ

たって弾力的であっても，後進国が消費財生産IC完全特化したならば得ら

れるであろう投資財の量が，封鎖経済下で生産しうる投資財の極大量より

も著しく大きくなければ，やはり開放体系変形曲線に正の勾配をもっ部分

があらわれるであろう。

以上のζ とを逆11:いえば，外国のオファー曲線が常に弾力的であり，自

国の投資財生産能力が国際市場における投資財の入手可能性にくらべて著

しく小さい場合11:，開放体系変形曲線が一貫して負の勾配を持つであろう。

Eのニつの条件は，小規模な後進経済において同時に充たされる可能性が

大きい。乙のような後進径演が高い投資率を達成するため11:投資財重点的

な発展政策をとるものとすれば，最善の方法はおそらく投資財産業の国内

保~よりも外国貿易の機会の全面的な利用 11:求められねばならないであろ

う。第2節で述べたような政策の組み合わせが問題となるのは，資本蓄積

を通じて園内の生産能力が十分拡大された後の乙とである。

第4節発展政策と保殺の程度
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前節の議拾によってa 発展政策の一部としての最適関税政策が，かなら

ずしもすべての場合に投資財の圏内保護に根拠を与えるものではないEと

が明らか1<::なったが，完全特化か部分特化かを決定する場合の一つの要因

として，政策当局が消費財と投資財の各単位!と与える評価上のウェイトが

関係していた。本節では，ζのウェイトの相対的な大きさが，部分特化の

場合においても貿易保~の程度と関連している E とを示そう。

議論を簡単にするために，外国オファ ー曲線の弾力性が一定である場合

について考えよう。そうすれば，最適関税事もー定であるから，園内相対

価格と国際相対価格との開きではかれば，貿易保磁の程度は変わらない。

しかし.与えられた外国貿易の機会のもとで，後進国の輸入量がどう変わ

るか，いい換えれば， 一定の関税保護が国際貿易の流れに与える抑制効果

がどう変わるかという形で保護の程度を論じる己とはできる。 W.と W.

の相対的な大きさだけが当面の問題なのであるから，己己では W.を一定

として W.の変化に対する投資財輸入量の変化をみれiまよい。

(1. 5) ， (1. 6) から，

wi={仰 )+pg'(P)]哉dDHt ，， .... tI.u  d少

=ーい)g(討議; (2. 1) 

が得られる。つぎに， 後者の符号を鏑べるために， 極大化の第一次条件

(1.13)ならびに制約条件(1.9)を W.について微分すれば

。
1'1 1'2 1'3 i i-，ii百A三'-10
Fll F12 F13 I I 

dK. 。
1'1 dW. 

(2.2) 

F21 F田 F"I I ddFL V， -f'(L) 少2

少3 F" F四 F四 JI 五4時乙ら I I 0 
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となる。ただし，

町=表/V!2=f包).炉内)
6'k . • 6' .. 

Fl1 = W'6'K;，+ .1狂言
6'k 

FI 'J =F〓 =w.丈~
H “ "6K.6L 

6'k . ... ......1. W..t"¥ 
乃2=Whgp+wdFF(L)[1-2tjaL' ¥ w，p.j 

F拍=W.{2g'(p)+pg"(P)} -.1g"(P) 

F13=F:剖=F31=F:n=O

である。 (2.2)式の左辺係数行列の行列式をdで表わすと，極大化の第二

次条件から dく0 であるととがわかっている。 したがって.(2.2)式の

五乙についての解は，
dW， 

dp _f(L) 
Fffi(仰，F1'-!'2I'，Fl1)>O (2.3) 

dD. 
となり， ζれと (2.1) 式から ~W:<O と川結果が得られる。 すなわ

ち W，の{直が W.ICくらべて相対的に小さくなるほど，投資財輸入量

は増大する。すなわち，後進国の発展政策が投資量の増大1<::重点をおくほ

ど，最適関税政策が国際貿易K与える抑制効果は小さくなるのである。し

たがって，交易条件論に関するかぎりは，投資E重点主義と投資財生産重点

主義とは相反するものであるといわねばならない。
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第 1節序 論

私的投資家が外国と自国における投資収益の比較に基いて対外投資置を

決定する場合，投資国全体の利益から見れば，対外投資量に何らかの制限

を加えるととが望ましいと論ぜられ~. 乙とがある。 Eの銭論を支持するた

めに持ち出される重要な理由の一つは，外国へ投下される資本は，原則と

して被投資国の他の生産要素と組み合わされるのであるかち，限界単位の

外国への投資は対外投資から得られる平均収益を低下させるという ζ とで

ある。 一国全体の立場からみれば，園内での資本の限界生産物価値が対外

投資から得られる限界収益と等しくなるような状態が，資本の国内と国外

への最適配分を示すことになるといえるであろう。しかし，外国において

資本IC対する収穫逓減が作用している限り，対外投資から得られる限界収

益は，外国における資本の限界生産物価値より小古いから，最適点におい

ては，外国での資本収益率は園内のそれより高い。したがって，競争の圧

力は最適点を越えた対外投資を促すであろう。

最近発表されたニつの論文においてI M.C ケムプはこの分析をもう一

歩おし進め，ある単純化のための仮定の下では，貸付図のみならず，借入

国についても外国投資収益に対する所得課税の最適率がある己とを示した。

彼はまた1:.のような意味での最適対外投資理論と最適関税理論との本質

的な類似性を指摘した日。

1) Kemp (1国)， (1田】.後者は MacDougall(23)に対するコメントである.
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本章では，まず第2節で，国民経済的利益の見地から行なわれる対外投

資の制限について現在までにみられる擁護倫と反対給とを概観する。第3

節では，簡単な数式を用いて，貸付図および借入国の最適外国所得課税$

を導き，第4節では，貿易理論でよく知られているオファー曲線分析を少

し異った形で応用するEとによって.:11>3節と同じ結論が得られる Eとを

示す。最後に，第5節では国際的な観点から問題を考察し，それまでの分

析で得られた結論の政策的意義を考えるEとにする。

以下の分針は， つぎのような仮定の下で行なわれる。(1)二国(貸付固と

借入国}のみがあり，各国は唯一の生産物を生産する。 (2)国際投資は，各

国における庖用および国際収支11:彰轡を及ぼさない。(的両国間の為替相

場は一定11:保たれる。 (4) トランスファ ーは支障なく完結される。 (5)資本

および利潤についての送金費用は無視しうる。

第2節 国際投資制限の擁護論と反対論

まず，国際投資11:関する社会的な最適条件と私的役資者のそれとの関速

について考えよう。前記の仮定の下では，貸付図の総所得は園内生産額と

対外投資からの利子所得との和として表わされる。

y，=X，(K，-M)+"M (1.1) 

乙乙でf y，=貸付図の総所得，XI=貸付闘の国内生産所得.K，=貸付国の

資本ストック，内=借入国における資本収益率，そしてM=貸付国の対外

投資額である。園内生産所得は利用可能な総資本量とその他の生産時要紫

の函数と考えられるが，乙乙では後者は一定であると仮定する。

本章では，政策当局の目的が総所得の大きさを極大化するととであると

考える。このととは，対外投資の社会的な望ましさを評価する場合11:.国
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内での所得の再分配が起ってもそれに対して何らの考慮も払われないと解

釈されてもよいし，または，何らかの政策(たとえば，限税・補助金政策)11: 

よって常11:望ましい所得分記の裂が維持されていると考えられてもよい。

そうすれば，貸付図における社会的最迎の第一次条件は，つぎの式で与え

6れる。

円=r.+rd'M (1. 2) 

ただし，町は貸付国における資本の限界生産物を表わし，プライムは徴係

数を示す2)。げは，借入国内での収穫逓減によって負となるであろう。

私的投資者の最適条件との関係は，つぎのようになる。まず，園内市場

でも国際市場でも完全競争が支配的である場合を考える。そうすれば，利

潤極大の条件から η=nとなり，競争均衡の下では町〉向+n'Mである己

とがわかるρ すなわち，対外投資量は社会的な立場からみれば過大である

というとと11:なる。

つぎに，貸付図における資本の所有者が国際資本市場で独占力を持って

いる場合にはどうであろうか。そのような独占的投資者は，資本に対する

総収益{すなわち，η・(K，-M)+r，M)を極大化するように， 一定の資本を自

国と外国11:配分するであろう。独占利潤はつぎの条件が充たされるとき極

大となる。

町+げ・(K，-M)=内+rT'M

2('" +町')+1'/'・(K，-M)+向11M<O (1. 3) 

均衡において，円=1'b+n'M -rt'・(K，-M)>内 +，，'Mであるから，完全競

争の場合と同様11:，過大投資の傾向が存在する。

乙のような結論11:対する重要な反論は，対外投資が商品交易条件を貸付

2)極大化の第二世長件，，，'+2re'+rd"M<Oは充たされるも申とする.
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国IC有利に変化させるEとによってその実質所得に有利な影響壱及ぼすと

いう議論である九対外投資の増加は， 自国輸入品の価格引下げあるいは

自国輸出品に対する需要増加という形で交易条件を有利イじさせるかも知れ

ない。とれは上記のm拾で考慮されていなかった要因である。
いま， (1. 1)式の あを対外投資収益を除いた実質所得の水噂と解釈し

直すと，それは，生産要素の投入援のみならず交易条件にも依存する。貸

付図の商品交易条件をTで表わすと，

y，=X，(K，-M， T)+向 M
となる。社会的政遮の条件は

... .•• dT 
η=内+，.'M+XZT一一一

dM 

(1. 4) 

(1. 5) 

と書き換えられねばならない。ただし，Xげは X，のTについての偏徴係
dT 

数である。 X'Tは正の値であると考えられるから， もし一一>O(すなわち，
dM 

対外投資f1.)Jtt加が交易条件を有事l化させる)ならば，私的な利潤動織が社会的な

観点からみて過大な対外投資をもたらすという結論は必ずしも妥当しなく

なる。

Eれに対して， J. C マーフィーは交易条件効果が必ず正であるとは限

らないと反論するヘ第一11:，国際投資は貸付国の輸出に対する競争的な

売手を創り出すかも知れないし，あるいはまた，貸付図の輸入品について

競争的な買手を産み出すかも知れない。第二11:，借入国の所得増加が貸付

国輸出品!と対する需要を増加させる効果は，貸付固における所得減少の効

果と対比して考えられねばならない。そして盈後11:，交易条件効果の一部

は，私的投資者が投資の限界収益を評価する際lζ既11:考慮されているかも

3) 1:れは.Ja坦 y(田】が強調している点である.

4) Murohy (133)書照.



冒17軍最適対外投資の理論 113 

知れない。

さらにマーフィーは，過大な対外投資を促進させると考えられるこつの

要因を挙げている。すなわち.(1)私的投資者が社会的利益の観点からは

危険要業と看徹されないような，ある種の危険ーーたとえば，政府規制の

不利益な方向への変化とか.即時収用の危険などーーを当然考慮に入れる

Eと，および (2)貸付国の財政政策11:関しても，私的利益と社会的利益と

の零維が生じるととがそれである%前者の場合，借入園内における己の

種の危険は，私的投資者にとっても，貸付国全体にとっても等しく危険要

業であるが，貸付閣の内部においては，それは私的投資者にとっては硲か

に危険要素であるが，社会的な観点からは危険要素ではない。後者につい

て言えば，たとえば貸付園内の所得税は私的投資者にとっては収益性評価

の際の控除項目となるが，社会的利益の評価に当勺ては対外投資収益から

は控除されない。補助金や，政府用役の提供については，同様な意味で，

逆方向への帯離が生じるであろう。乙れら二つの要因は，明らかに，対外

投資の私的収益性を社会的利益性よりも高める方向へ作用しa したがって，

社会的観点から行なわれる対外投資の制限に今一つの基礎を与えるζ と11:

なる。

われわれは，己のような議論を一応認めながら，なお対外投資制限の擁

般論に一つの限界があることを以下の諸節で明らかにしようと思う。

第 3節外国投資に対する最適所得税

貸付図および借入国の当局が，国際資本移動の流れを規制する目的で，

国際投資からの利測に対して財産所得税を課する場合を考えよう。本節の

5) Murphy (1おコ.Se'cs. 1 and 111 
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目的は，貸付国と借入国の双方についての最適所得税率を求めるEとであ

る。

分訴を出来るだけ簡単にするために，交易条件効果がないものとし，ま

た，完全銭争を仮定する。

貸付図および借入国11::よ勺て，外国投資収益K対して恕される所得税率

をそれぞれ hおよび hで表わせば，完全競争の均衡j;::おいて

(1-1，)(1-1.)円 =円
が成り立つ。貸付図および借入国の総所得はそれぞれ

y，=X，(K，-M)+向(l-I.)M

y.=X.(K・+M)一向(l-I.)M

(2.1) 

(2.2) 

(2.3) 

と寄ける。いま， 貸付図の当局が任意の hの下でル の値を適当j;::選ぷE

とによって y，を極大化しようとすると考えよう。

。=誓ヤ((1-1.)附川問答1.. 
において， (2.1)から

誓ド=(1-百年我山7
であるから1::れを (2.4)に代入して整理すると

"，'M t，=ーーーーーーー.. 

(2.4) 

(2.5) 

(2.6) 

が得られる。(2.6)式が， 貸付国の対外役資収益11::対する最適所得税率を

与える目。げは負であるから， 均衡資本移動量がゼロというトリヴィ 7'1レ

な場合を除いて，t，は必ず正である。

借入国の最適所得税率も同犠な方法で求めるととができる。

6)第=世嗣宇 げ+(I-/，，)(2r/.l'+rt"MJくOは克たされるものとする.
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dy.1 ." . ..__ .dMI 
Z37f一[(1ー州叶rb'M)-n) -d~: 11I+rbM (2.7) 

とおき. (2.1)から

答ド {1-1，)内
(1-1，)(1-1.)，，'十円 (2.8) 

が得られるから1:.れを (2.7)に代入して整理すると

t 7t'nf vfllf 
，=一万=刃EJ=-Zコ干M (2.9) 

を若草く乙とができる。げは負であるから， 借入国の最適所得税率もまた

正である。

以上の乙とからわかるように，競争均衡において国際資本の移動がある

限り，貸付国と借入国は，それぞれ，国際資本の流れをある程度制限する

乙とによって利益を得る。とιろで1:.のような結果は，ケムプが正しく

指摘したように.最適関税の理論が商品の国際的な移動K関して導いた結

論と本質的な類似性を持っている旬。 そζで，次節では，貿易理詰で周知

のオファー曲線分析を現在の問題へ適用するEとによって，両理論の相互

関係を一路緊密なものとしよう。己のEとによって，最適関税理論で得ら

れた主要な結論をそのまま国際資本移動についても当てはめる ζ とができ

るであろう。

第 4節 オファー曲線分析

第2図において，横軸は資本移動の量仰のを，また，縦軸は借入国から

貸付国へトランスファーされる投資収益の総額(P)を示す。

もし. (2.2)式を

7) 最適関悦申理論ならびに.その関係文献については.JIl 5章~~弘
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p=y，-X，(K，-M) (3.1) 

と寄き換えれば1:.れは， 第 2図

貸付図の種々の総所得の水 P 

準K対応する一群の曲線を

必三 J 

-'曙'

表わすことになる。第2図 1/ .. 
に摘かれるこれらの曲線は， B 

ミードの考案した貿易無差

別曲線むと極めて類似した
A 

性質を持っていることがわ

かる。すなわち，各曲線の
o M 

任意の点における接線の勾

配は，それに対応する園内の資本収益率に等しく，また各曲線は凹である。

更に，それぞれの曲線Kは，社会的な望ましさを示す指標として，総所得

のある水準が対応している。

同様にして，借入国については

p=ーY.+X.(K.+M) (3.2) 

が一群の無差別曲線を与える。各曲線は，借入国内の資本収益率に等しい

勾配をもち，凸である。

原点を通る任意の半直線は， 国際資本市場における資本収益率{すなわ

ちPIM)K等しい勾配をもつから.1:の半直線と無差別曲線との接点の軌跡

として両国の才7ァー曲線を摘くととができる。第2図の 00，および00.

が，それぞれ，貸付国および借入国のオファー曲線である。乙の二つのオ

ファー曲線の交点が，国際資本市場にお砂る競争均衡点を決定する。

8) Meade (四コ.Chap. 11串照.
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借入国のオファ ー曲線が無限に弾力的でない限り，与えられたOO.IC自

国の最高の無差別曲線が接官る点 (第2園田C点}にまで自国のオファー曲

線をシフトさせるような所得税率を決める Eとによって，貸付図はその総

所得を極大にする ζ とができる。

いま， タを国際資本市場における収益率とすれば，.rl = (1-t，)，.， 1'1'=λBI 

BC，タ=OBIBCであるから，貸付閣にとっての最適所得税率は

AB OA 
tl=l一一一戸=1----ー='"""'='"， OB OB (3.3) 

で表わされる。他方，よく知られているように，C点iζおげる借入国オフ

ァー曲線の弾力性 {ω で表わす)は

OB 

OA 

で与えられる。したがって (3.3)と (3.4)から

tl=_l_ 

" 

(3.4) 

(3.5) 

が得られる。貸付園のオファー曲線の磁力性を"で表わせば， 借入国に

と勺ての最適所得税率は全く同様にして

1 
t&=一-
tI 

(3.6) 

となる。己れらの弾力性がつぎのように舎き換えられる Eとは容易に確か

められるであろう。

タ dP 刊
e再 一一一一-=1-...... ττ P d，‘ rt'M 

， dM 町
"云云・・ーーーーー'一一一一=一一目-.τz
M d1' n'M 

(3.7) 

(3.8) 

したがって， (3.5)および(3.6)は明らかに前節で導いた結果と一致する。

最適所得税率の公式については，最適関税の場合と問機， 一つの注意す
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ベき点がある Eとを指摘しておとう。 (3.7)式からわかるように，貸付図

オファー曲線の弾力性は常11:1より大きい。しかしながら，借入国オファ

ー曲線の弾力性は 1より小さくなるかもじれない。借入国内で，資本11:対

して強い収磁迎減の傾向が存在する場合，いいかえれば，借入国内で，資

本の限界生直力の利用可能な資本最lζ対する郵力性が絶対値において 1よ

り充分大きい場合IC.借入国オファー曲線の弾力性は1よりも小さくなる

であろう汽 ζのような場合11:は，貸付国は対外投資収益11:対する課税率

を高めて対外投資盤を制限するほど利益を得るであろう。対外投資の制限

は，借入国のオファー曲線が弾力的となるまで資本輸出量が削減され，所

得税率が借入国オファ ー曲線の弾力性の逆数11:等しくなる点まで続けられ

る。

第5節政策的な意義

最適関税理論の示すととろによれば国は自由貿易から縦れて保護貿

易へある程度移行する Eとから利益を得る可憐性はあるが，このよrうな利

益は，常lζ世界の他のどEかの困の明白な損失を伴う。前節までで扱った

最適対外投資の理論においても，己れと同様な乙とがいえる。 したがって，

一国が国際資本移動から最大可能な利益を狐得しようとして最適所得税政

策を採ったときに，相手国が何らの対抗策をも採らずに損失11:甘んじるで

あろうと考えるべき板拠はない。もし，報復措置の可能性が考慮に入れら

れるならば，最適関税政策と同じく，上で述べたような最適対外投資政策

9) 匂<1となるための条件は..(3.8)式からーで生7<1あるい陪.一三ヰM.>.!弘r
， þ. ，~... ・…

>1+告となる・
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は， 恐らく(そして多く白場合Irは決して)国際資本移動の流れを規制する最

も望ましい政策とはいえなくなるであろう加。

量適関税理論から現在の問題に直接応用できるもう一つの点は，J. E.ミ

ードおよび M.7レミングによってそれぞれ独立に展開された 「国際的観

点からみた最適関税の理論Jである山。との理論は，関係諸国の総厚生を

評価する独自の厚生函数を持った一種の超国家的機関の存在を前提として

いる。そしてc.ζで考えられている 「世界厚生函数jは，厚生経済学で

しばしば用いられる社会的厚生函数と本質的に同じものであって，ただ，

個人の効用指標の代り11:関係諸国の{超国家機関によって評価された}社会的

厚生指標が変数として含まれるものである。

いま， ミード11:従って，特定の国の市民に割当てられる分配比重をつぎ

のように定義しよう。それは，実質所得のー単位をその国に追加する乙と

に対して世界当局が認める限界的重要度である問。国際的な観点からみた

最適関税の理論というのはc.のような前提から出発して，つぎのよヨな

二つの命題を導くことが目的であった。

(1) 二国だ貯が存在する場合を考え，それらをA国およびB固とする。

もし，自由貿易均衡点においてA国に割当てられる分配比重がB国11:割当

てられるそれよ りも大きければ， A国のみが関税を賦課し，それによって

世界厚生が与えられた外国貿易の機会の下で極大となるような最適関税率

が存在する。

101 もラとも，ある例外的な場合には，たとえ外聞の報復を考慮してもー聞が利益を縛る可能性

はある.John田nC田3書照.本軍申そデルでは，賞付図がとのような立場にある蓋院性が商

いといえよう.

11) Meade (拍J，Chap. XVII， (31)， Cbaps. XVI and XVI1および Fleming(83) • 

無.

12) M.ade (31)， p. 17および p.87拳照.
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(到 Eのような国際的観点から導かれる最適関税率は A図のみの利益

の観点から導かれる焼適関税率よりも低い。

E れらの命題の厳密な証明は先I~脚注で引用した論文で与えられている

が，その線拠を簡単に説明すれば，つぎのようになる。 ニ園のうちのどち

らか，例えばA国が関税を課した場合，交易条件は一般にA国 I~有利化す

る。 ところで， 交易条件の変化によって .A国の実質所得は有利な方向

lζ，B国のそれは不利な方向に変化するから A国の関税賦課は，実質所

得の国際的トランスファーを伴うと考えてよい。したがって，もし自由貿

易均衡点においてA国の分配比重がB国のそれよりも高砂れば，己のよう

なトランス77ーは世界厚生を増大させるであろう。しかしながら，乙の

ような変化は無限には続き得ない。 その理由は，一つには， トランスファ

ーの継続Kよって，恐らく A国の分配比重は減少し B国のそれは増大す

るからであり，今一つは，関税の導入によって，世界総資源の有効記置の

条件が慌乱され.関税率が高くなるほど，資源配置の有効性が低下させら

れるからである。したがって，世界厚生を極大化するようなA困の関税率

が存在するであろう。

他方 A国のみの利益の観点から導かれる最適関税率は，上の議鎗でB

図の分配比重を恒等的11:ゼロとした特殊な場合と考えることができる。も

しB国の分配比重が正であれば B国ICおける実質所得の減少は世界厚生

を減少させる嬰因として考慮されねばならないから，世界厚生を極大化す

るために必要な交易条件の変化の程度は A国のみの利益を極大とする場

合"必要な程度よりも小さい筈である。これが先lζ挙げた命題(訪の根拠で

ある。

さて1:れらの命題を国際資本移動花関する乙れまでの議諭IC当てはめ
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れば，つぎのようなことがいえるであろう。もし競争均衡点において，貸

付図よりも借入国に対して相対的に高い分配比重が割当てられているなら

ば，貸付図の報復を許さないという条件の下で，借入国が適当な財産所得

税によって資本流入量を制限することは，世界厚生の観点から根拠をもつ

ものといえる。しかしながら1:.の目的にとって必要とされる線税率は，

借入国のみの社会的最適率よりは低いであろうと。

確かに，国際的な観点IC立った対外投資のEのような規制は，何らの制

限をも伴わない自由競争均衡点におけるよりも世界厚生水準を高めるであ

ろう。しかしながら1:.のような解決も，与えられた条件の下での世界厚

生の最大を達成するものではない己とに注怒しなければならない。なぜな

ら，上で述べた意味での最適点において，両国の無差別曲線は必ず交って

おり，したがって，一国の総所得を減少させるEとなし他国のそれを増

加させる Eとが可能だからである。このような窓味で，世界厚生を極大化

するためにはs 対外投資収益11:対する所得税という間接的な方法よりも，

直接的な資本の トランス7ァーの方が一層適切な方法であるといえるであ

ろう。
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第8章生産性上昇と交易条件

一一ヒ ックスの理論 ーー

第 1節序 論

J. R.ヒックス教綬が1953年1<::オール・ソウルズ・カレッ ジで行なった

就任講演は，動態的な外国貿易理論のその後の発展に大きな刺戟を与える

ものであった九生産性の上昇が，とくに外国貿易に関連のある特定産業

で集中的犯生じる己とから国際収支調整上の困難が惹き起されるというヒ

ックスの問題提起は，主として，当時世界的な問題であったドル不足の現

象1<::理論的な基礎を与えようとしたものであったが，しかしドル不足とい

う特定の問題から離れても，ヒックスの分析は，国際経済の場における経

済進歩の帰結を考える場合に，極めて興味深い一つの視点を与えているよ

うに思われる。モ乙で本章では，r就任講演j の中に非常に圧縮した形で

示されているヒックスのt世論過程をもう少し詳しく跡づけるために，一つ

の理論的なモデルを組立てて，生産性上昇の効果を分析するととにする九

ただし，本掌の分析は，つぎに挙げるような基本的な仮定の下で行なわ

れる。 (A.1)相互に貿易を行なっているこつの園I A， Bのみがあり，各

国は一定量の生産資源を用いて輸出財と国内財とを生産するものとする。

1) Hicks (90) また Hicks(15)， Chap. 4 and Supplementary Note B番照.

2) 本曹は.Kemp (106)および池本・中島(16)，第3'和乙負うととろが多い.
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(A.2)各国の国内財は無貿易品ではあるが，相手国からの紛入財と密接な

代替関係にあるものとし.他方，各国の輸出財は専ら輸出にのみ向げられ，

国内財や輸入財との代替 ・補完関係はないものとする。 (A.3)初期状態に

おいて，各国とも資額は完全に利用されており，貿易差額は均衡している

と仮定する。 (A.4)両国間の為替相場は固定されている。 (A.5)生産性上

昇はA国のみで生じ， B国は停滞的であるとする。

第2節では，すべての産業で平均生産関が一定であるような単純な居合

をとりあげ，第3節では，各国の輸出財産業が逓増生産聖堂の下で生産を行

なう場合について考察する。

第2節 不変生産費モデノレ

きて，ヒッタスは，生産性上昇が国際経済11:与える効果を，貨幣的効果

と実物的効果とのこ面から考察するお。 前者は，固定為替相場の下で，各

国が特別の雇用政策をとらない場合に，生産性上昇が貿易差額ならびに癒

用量IC及ぼす影響を意味し，また後者は，各国が完全雇用を維持するため

に必要な貨幣的調整を行なった後11:，なお貿易差額の均衡を維持するため

に必要とされる調整策が経済の実物面に及ぼす影響を意味している。貨幣

的諸困難は，適当な調整策ICよって，全面的に除去するととは困難である

としても，かなりの程度まで緩和するEとができるであろう。しかし，貨

幣的困難の背後に実物的困難が隠されている場合には，単なる貨幣的調整

によるだけでは国際均衡を維持する乙とはできないへ 乙のような意味で，

重要なのは実物的効果であるが，説明の順序として，まず貨幣的効果につ

3) Hicks (15)， p. 68 
4) lbid. 
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いて考察するζ とから始めよう。

1お

第 s国 (i=a.b)の貨幣国民所得を Yi.園内総支出額を E;・そしてB国

の貿易差額をBで表わせば，各国の所得方程式は，それぞれ

Y.=E.-B 

y.=E.+B 

(1. 1) 

(1. 2) 

と書ける。貨幣国民所得は， また生産要紫雇用量 N;と生産要素価格叫

とのE置に等しい。

Y.=ω.N" 

Y.=叫.N.
(1. 3) 

(1. 4) 

各国の圏内総支出額は，一般的l1:は諸商品の価格と貨幣国民所得の函数と

考えられるが，乙乙では単純化のために，それが貨幣国民所得のみの函数

であると仮定しよう由。

E.=E.(Y.) 

E・=E.(y.)
(1. 5) 

(1. 6} 

各国の輸入品価格を t"'i，輸入量を m;とすれば B国の貿易差額はつぎ

のように定義される。

B=tmllmtJ-p".dmb (1. 7) 

また. 各国の圏内財価格をp;で表わし， 各国の輸入需要函数がつぎのよ

うな形で示されるものとする。

m.=m.(t..， P"，.， Yor) 

m.=m.(p.. p... Y.) 

(1. 8) 

(1. 9) 

ただl.. c.れらの輸入需要函数は，零次の同次函数であると仮定しよう。

5) 結貨幣支出函数申種々のタイプについては，地本・中島(6)第Z章(とくに3ト 39ページ)

で詳しく論じられている申で番照されたい.
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換言すれば，貨幣錯覚がないものと仮定する。最後に，各国における園内

財ならびに輸出財の資$(1単位当りの産出荷をそれぞれ 0，および 0.，で表

わせば，不変生産費の仮定の下では，各財の価格は，産出高の規模とは関

係なし次式によって決定される。

p.=柑'./0.

p.・=ω.IOn
p.=w./o・
P刷=叫/Od

(1. 10) 

(1. 11) 

(1. 1~) 

(1. 13) 

以上によって 13個の未知数と6個のパラ メター{町J 0/，および O.(j) を

含む13個の方程式からなるそデルが構成された。

つぎに，生産性上昇の効果を見るために. (1.1) ~ (1. 13)式を時間で徴

分する。なお，各財の初期価格が1となるように財の単位が適当11:選ばれ

ているものとする。また，本章では A によって時間11:関する対数微分を示

す己とにする。例えば，金三dlog Y /のである。ただし，貿易差額につい

ては，仮定 (A.3) 11:よってその初期値はぜロであるから，両国の初期輸

1 dB 
入額(=輸入量)を隅とし B三一一一ーと定義する。そうすれば. (1. 1) 

dt 

~ (1. 13)から，つぎのような式が導けるであろう。

九=主dEL.S.-与，z.-b (1. 1)' 

Y.=主rL，ム+」r写e-h (1.2) ， 

Y.=ω~.+Ñ. (1. 3) ， 

Yð=ω~b+Nb (1. 4) ， 

E.=8.Y. (1. 5) ， 

E.=8，J'. (1. 6)' 
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^ B=t"，.+mll-p，d-mb 
、

隅 .=η'ota-"f}op刷 +e.Yo

間.=マ'.p・-マ，p，同+剖y，

to=W.-Oo 

P，d=ω.-0，，11 
，、

9・=剛一0・

'‘'‘'‘ P刷=回，-0坤
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(1. 7) ， 

(1. 8)' 

(1. 9) ， 

(1. 10) ， 

(1. 11) ， 

(1. 12) ， 

(1. 13) ， 

r. _ y， dE， ¥ 
ただし， 8i=貨幣国民所得lζ闘する国内総支出額の弾力性(6，=一一一一l

¥ E， dY，/' 
h 国内財価格11:関する輸入需要の交叉勝力的'eE12判1/'=輸

¥ mj  api J 

入財価格明する輸入需要の弾力性の数値件一生?な). そ目

ε釘&j=戸=噌輸入鳩需要恥の所鵬得弾附カ油性時(←←ε&戸j=云云「;毎殺斜手告紛:う)"であWるρ<."酌3

己れらの式を B.N..および N.について解けば，

，、

B= 一白土一一一[(甲'.+1/，-1)山一(引材、-1)山
1+ ~. + "'-0 
511 Sb 

+(1一明)0'&"01ーがふー(1ー恥)~.d+がふ]

Nb=.!!!.江主企ーふ.. 
r _. /)E，¥ 

が得られる。こEで，戸限界貯蓄性向ls，E1-W7j，

h鉄)であ机しかし，仮定休 5)によって，
も要録価格の変化もない場合11:は. (1. 14)は，

'~) 輸入需要函教が零lX同止であれやま.ej+が;-7];=0である.

(1. 14) 

(1. 15) 

(1. 16) 

μ，=限界輸入性向

B国で生産性上昇

7) (1机 (1飢 (1・5)'，および(1…，容易に貿易概数字=ー士芋

dY. 、1 dB 
苛~"-iÞ-7戸導かれるE とが確かめられるであろう・
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B=一一一 一一一[(ず，+明ー1)叩，+(1一明)0.1'.ーが.011]
兵..μb

1+一一+一-
5， sb (1. 17) 

と簡単化される。

さて，ヒックスの分類にしたがって，つぎの三つのタイプの生産性上昇

について考えてみよう。すなわち， 一様な生産性上昇{園内財産業と輸出財

産業とで同率の生産性上昇がある場合). 輸出偏向的生産性上昇{総出財産業のみ

で生産性が上昇する場合).および輸入偏向的生産性上昇(輸入鼓争産業である園

内財産業のみで生産性上昇がある場合}の三つがそれである。

まず，一線な生産性上昇の場合には， oa=;za〉 Oであるから，貿易差額

の変化は

A 

B L一一一[(が，+和一 1)(~，ーら)]
1十」佐一十」佳一
SII S6 

(1. 17a) 

で与えられる。いま，がりにA国の生産性が要素価格よりも急速に、上昇し

ているとすれば，マ，+別ー1重o!(応じて B肇Oである。 したがって，も

し貿易差額がB国I(有利化すれば A国は資源の不完全雇用IC陥り B国

はインフレ傾向をもつであろう。貿易差額の均衡が俊乱きれない場合にも

A国で要素価格の上昇がある限り.A国の雇用状態は悪化するが.B国は

完全雇用を維持し続ける ζとができる。そレて，貿易差額がA固に有利化

すれば.B国は不完全雇用!(陥るであろう。しかし，乙の場合I1:A国が完

全雇用を維持し得るかどうかは必ずしも明らかではない。 A固における要

素価格の上昇率が充分に大であれば A国はたとえ出超を経験したとして

も，雇用の面で不利な彰響を受けるかもしれない。A国における要素価格

の騰貴率と生産性上昇率とが
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チ今一(η'，+別ー1)
巴'0'

1+...l主ー+.A-+...l生一(甲'，+引ー1)
$" $6 eOs/I 
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(1. 18) 

という関係を満足する湯合ICのみ A国は特別の雇用政策をとらずに完全

服用を維持する Eとができる。

もし A国での生産性上昇が輸出偏向的ならば， (1.17)は

B L一一一[(が・+恥ー1)ふ+(1ー別)~，，]
1+ p.. +.A-
So 56 

となり，また，もしそれが輸入偏向的ならば， (1.17)は

B 一一[('1'.+引ー1)w.ーが.0.]
1+...lι+.A-
s. 51! 

(1. 17b) 

(1. 17c) 

となる。どちらの場合についても，生産性上昇が貿易差額および雇用水準

IC及ぼす影響はa 上と同じ方法で分析する乙とができる。

乙れまでの議論は，どちらの国も特別の雇用政策を採らないという仮定

の下で進められてきた。つぎに，変動の始発国であるA図の政府当局が成

功裡IC完全雇用政策を遊行する場合について考えてみよう。この場合ICは

(1.1)の代り IC次式が用いられる。

N.=N. (1. 19) 

その結果，貿易差額の変化を示す(1.17)式は，つぎのように修正されねば

ならない。

いま，

B=一一二一一[(マ・+引-1)ω，+(1一割)0.1".-が.0'] (1. 20) 
1+.A-
so 

、ムー~也生二旦二泣注!E
'1.+".-1 

(1. 21) 
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と定義しよう。為替市場が安定的であると仮定すれば，取+和一1>0であ

るから， (1. 20)より， iLaE芸品(1* IC応じて金量0，したがってまた N.妻Oと

なることがわかる。もしA国の要素価格が山‘ IC等しい率で上昇すれば，

B国は A国の生産性上昇ICよって何の貨幣的俊乱も蒙らないであろう。

ヒックスは，乙れをA国要梁価格の適正上昇率 (an“appropriate rate of rise 

in A-mcom田")と呼んでいる的。劣等財が存在する場合を除外すると， (ηa 

+明ー1)は(和一1)よりも，また(ず.+別ー1)よりも大きいと考えられ

るから，要素価格の適正上昇率は，輸出偏向的，または一機な生産性上昇

の場合ICは，生産性の上昇率よりも小さい。しかし，輸入偏向的生産性上

昇の場合には， ε.+引蚕1IC応じて山f芸0・である。

さて，貨幣的効果についての上述のような議論から実物的効果の分析へ

移る乙とは容易である。ヒックスは，実物的効果を示す指標として商品交

易条件を用いている釣。 B国の商品交易条件をτとすれば，

τ=p../p.. 

であるから，その変化は
，、

τ==0$(1-叩a

で示される。

(1. 22) 

(1. 22) I 

いま，ヒックスIC従って A国の婆紫価格が適正上昇率 (w")で上昇す

るものとしよう。 EのEとは，何らかの方法によって，両国の雇用問題が

解決されたと仮定する乙とに等しい。そうすれば， B国の商品交易条件の

8) Hicks (15)， p. 72 

9) 商品交品提件申変化治>，ど申程度一因。経慌的厚生申変化を示す尺度となるかについて陪，

ζζでは詳諭しない.ただ，商品交島条件が，なぜ掛府効果の指療として用いられたかとい

う理由については.本節の終目で簡単に触れる.商品安易条件と経済的厚生の関係については，

Kemp (1師)，sec. Vおよび本書第5章を見られたい.
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動告は次式で示されるととになる。

• .r=迎OJl4-"/企
>).+別ー1

そ己で，先IC示した三つのタイプの生産性上昇について，

を翻べてみよう。

伸 一綴な生産性上昇(ふ=o..>O). 
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(1.23) 

交易条件の動き

A闘の輸入財が劣等財でない限り恥はずaより大であるから， 交易条

件はB国に有利化するであろう。

。b) 輸出偏向的生産性上昇 (0..>0，0.=0) 
B国の輸出財がギッフエY財であるという極めて特殊な場合を除いて，

交易条件はB国に有利化する。他の事情が等しければ，交易条件の改善率

は，一般に一様な生産性上昇の場合よりも大きいであろう。

(C) 輸入偏向的生産性上昇 (0.>0，0，，=0) 

交易条件の動告は，が.の符号に依存する。言い換えれば. それは A

図の国内財価格変化がA国の輸入需要に与える代替効果と所得効果の相対

的な大きさに依存する。しかし，通常の場合には，代替効果が所得効果を

凌駕すると考えられ， したがって，交易条件は B国に不利化するであろ

う。 Eの場合IC始めて実物的困難が存在するといわれる。なぜなら，仮定

によってB園では貨幣国民所得も，園内財価格も不変であるのに，輸入財

価格が脆貧するからである。 B国は，貿易差額の赤字と生活水箪の低下の

どちらかを選ばねばならない，，)。

ζの結論は，やや奥った接近方法をとれば一層明白になる。いま，両国

が完全雇用を維持するものと仮定しよう。 Eのとき，貿易差額の変化を示

す式は，

、
10) もしB国でも生産性土昇があれば，己の困難が緩和されるζとはいうまでもない.
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A 、

B=(~.+別ーl}(w.ー叫.)十 (1一明)0"，，，ーが.0. (1. 24) 

となる。貿易差額の均衡を維持するためには，B国の要素価格lま，つぎの

条件を充たすように変化しなければならない。

w.=w..-w.~ (1. 25) 

と己で，もし叫bが負となれば，貨幣的困難があるといわれる。

他方， B国では生産性の変化はないと仮定されているから，国内財価格

は要薬価格と同じ割合で変化する筈である。したがって，問題は要紫価格

と輸入品価格との相対的な関係が，どう変化するかにある。もし要采価格

を線人品価絡で~Jった比率が小さくなれば，実物的困難が存在するといえ

るであろう。すなわち，

':' 1}"OIf.-'1j' 4041 
Wb-p"，b=予百戸τ (1. 26) 

が負になる場合がそれである。(1.26)式の右辺が(1.23)式のそれと同じで

あるのはいうまでもない山。

第3節 逓増生産費モデノレ

前節の分析はすべて不変生産貨の仮定の下で進められてきた。不変生産

賓の場合には，各財の価格は，生産規模とは無関係に，要素価格と一定の

生産技術によって決定され，また，生産性上昇は資源1単位当りの産出商

の瑚大として明確に定義する ζ とができた。もしEの仮定を緩め，迎増生

産貨の場合を考えれば，前節の結論はどうなるであろうか。 Eの節では，

11) なお， B国の二重要車交易条件は すII~白川jOXll==叫lw. で表わされるから.その濃化車

は ;f f=~.-;'.=- ~..で与えられる. したがって.A固申生産性上#が舗出偏向的であ
り，同時に h がEより小さい場合を険いて，二草葺車主易量件はー般にB国に不利化するで

あろう.
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各国の輸出財が逓地生産貨の下で生産古れると仮定してこの点を吟味しょ

つ。

各国の輸出財価格を p"で表わせば，それは，輸出財産出高，要素価格，

および生産技術IC依存する。

P~ø=p~.(nH. W'" t) 

p，，=p，，(閉め刷.t) 

ζれらの式を時間sについて微分すれば

ム=去fzrん+去;374a+去争
品目去十鈴ん+去;ti24b+去寺子b

(2.1) 

(2.2) 

(2.1) I 

(2.2) I 

が得られる。しかし，生産技術および産出高が不変で要素価格だけが変化

すれば，商品価格も全く等しい変化を示すから，

とL包竺=，
tn a叫，
柑 . 8Txb 
p"ぴw.

(2.3) 

(2.4) 

である。さらに.(2. 1) Iおよび (2.2)I式の右辺第三項は， 生産技術の変化

ILよって生じる給出財価格の百分比変化率を表わしているから，ζれをそ

れぞれ -0...-O:d と書く Eとにする。最後'Z::， ei三輸出供給の価格弾力

性e(=~幹LÎと定義すれli. (2.1) Iおよび (2.2)Iはさらに、 mj VV#i I 

p，・=m・/e，+叫 ，- 06'
td=問./..+制b-O:d

と書き換えられる。

(2.1)川

(2. 2) 11 

前節宇同様IL. B困では生産性上昇も要素価格の変化もないものとし，

A園で完全罵用政策が遂行されると仮定して貿易差額の変化を調べると，
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M=引恥(e，+..+1)十e"，eb(7Ja+別ー1)
一 (~， +e.)(肝+e，)

(2.5) 

が導けるであろう。以下， MIま正であると仮定しよう。 Eれは，為替安定

性理論においてよく知られているメッツ ラーの条件が充たされている Eと

IC他ならない。

B国IC貨幣的限乱を与えないようなA国要薬価格の遜正上昇率は

よ * _ lX皇止旦~:.ム包乙旦~:. _1 
~，一ML η，，+ eb vo I加+eoVUJ (2.6) 

で示される。したがって A国の要素価格が己の率で上昇し，貿易差額の

均衡が維持される場合のB国交易条件の勤きは，

幸=古(71oOJf<l-ず，0，
(2.7) 

D=e，(酔+.. )(恥+向)(ηb十e.)M

で与えられる。乙の結果は，前節の(1.23)式に対応するものであって，両

者の類似性は明らかであろう。不変生産費の場合について苦手かれた前節の

結論は，可変輸出価格の場合にも向綴に妥当する。

最後に A図の園内財産業と輸出財産業の双方で異った率での生産性上

昇があるという，もっと一般的な場合について簡単に触れてお乙う。いま，

輸出財産業の生産性上昇率を園内財産業のそれで割った比率をhで表わす

(k=;n/;.)。そうすれば， (1. 23)式または(2.17)式から kがが./71oより

も大きいか小さいかに応じて，交易条件はB固に有利化または不利化する

乙とがわかる。両産業で同時1/:生産性上昇がある場合には， ゐの値が1よ

り大きいか， 11C等しいか，あるいは 1より小さいかによって，生産性上
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昇を輸出偏向的，一棟，あるいは輸入偏向的と呼ぶのが妥当であろう。と

乙るで，ず./7).の値は lよりも小さいから，kミ:1の場合には交易条件はB

因11:有利化する。すなわち，輸出偏向的，あるいは一様な生産性上昇IC関

する限りc.れまでの結論は妥当する。 しかし，k<lであるような輸入

偏向的生産性上昇の場合には，必ずしも交易条件がB国IC不利化するとは

言い切れない。そう言えるのは kの値ががlI/l)Oよりも小さい場合，すな

わち，圏内財産業における生産性上昇率が輸出財産業のそれよりも充分大

きい窃合1(限られるのである1230

ヒックスの結論に対する上述のような批判は，また，つぎのような形で

も表現される。すなわち，論入偏向的生産性上昇が停滞国の交易条件を悪

化させるという命題が妥当するのは，国内財産業と給出財産業と 1<:お砂る

生産性上昇率の差が著しく，完全雇用ならびに貿易差額の均衡が維持され

る場合，生産性上昇国の輸出財産出高が減少するような極織な場合11:限ら

れるというのである問。 との命題の妥当性は A闘の輸出品価格(したが

って， B園田輸入品価格)の動きを調べる己とによって容易に確かめられる。

上で述べたような条件の下では， B国輸入品価格の動きは，

ん=(詐z)(ふ-~xa) (2.8) 

で示されるが， ιのうち，生産性上昇と要素価格の変化IC基く部分をみr

で表わせば，

• • p..・=叩..-0...01 (2.9) 

であるから.結局，産出高の変動のみに基く部分は

12) ヒヲグス自身も， 後!C怯ζの点を認め，そりような場合を完全な輸入偏向叩ケース (full

'im回目-b恒.'白se)と呼んでいるo Hicks (15)， p. 246番照.

13) 例えば Corden(73)，および Johnson(96) fp照.
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ん-bJ=一(~b~e)ふ-~.fØ) (2.10) 

となる。しかし， (2めからわかるように， ω，，-01'<1量Oのとき，tmb-pmb取

量Oであり，同時広告歪Oである。 したがって A闘の生産性上昇が「完

全な輸入偏向jを持っときには，内外均衡が回復された後には， A国の輸

出財産出高は絶対的 I~減少していなければならない。

Eのように，本節の後半で取上げてきたヒックス批判は，確かに，ヒッ

クスの結論が持っていた明快きを失わせるものである。閉じような乙とは，

A ， B両国で同時 I~生産性が上昇している場合についても言えるであろう。

しかし，乙のζ とは，決して，輸入競争産業へ偏って現われる生産性上昇

が，相手国を国際収支調整上の不利な立場に立たせるというヒックスの基

本的な考え方を無価値にするものではない。経済発展のバターYを決定す

る要因，ならびにそれが交易条件に及ぼす影響については，あらためて第

10章で詳論するιとにする。



第9章経済成長，貿易差額，および交易条件

一一 ハ ロ ッドの理1章一一

第l節序 論

一国の輸出額の成長率を決定する要因についてハロッドが三つの支配的

な原理を挙げている Eとはよく知られている。私は，かつてζの問題に触

れてつぎのように述べたEとがある。すなわち， rハロッドは既IC早くか
ら， ジョンソンの示したιの二つの効果 [経務成長が貿易差額に与える所得効

果と価格効果〕を明別していた。すなわち，彼が貿易差額率との関連で述べ

た輸出の成長率決定因の第一，第三要因がそれである。他の事情にして等

しければ，全体としての外国経済の成長皐が園内経済のそれを超過すると

きは貿易差額は好転するというのが第一要因であり， ftJ潤以外の生産要素

の報酬率が一人当り生産高の成長率よりも小ならば，その国の貿易差額は

好転するというのが第三の要因であって，両者は明らかにジョンソンの所

得効果と価格効果とIC対応する。 ・口ハロ ッドが輸出成長率決定因の第二

IC挙げた，比較優位産業における一人当り産出高の成長率が国民所得のそ

れを超える場合は， 乙の〔ヒックスのいう]輸出品パイアスのケースに該当

するJとひ。

しかし，私は，わが図の国際経済学会で人々の注目を集めたいわゆる篠

原・小島論争IC附随して，己のハロッドの三命題に関する異った解釈が対

立している乙とを知り，ハロッドの主張を再検討した結果，上で引用した

見解が本質的ICは誤っていなかったとしても，ハロッド理論の解釈として

= 
1) 天野 (44)pp. 39-40. 
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はやや不充分なものであると感じるようになった。

ハロ!ノドの理論をめぐって篠原・小島論争の中で提起された間短という

のはつぎのようなものである。すなわち，篠原教授は.(1)戦前の日本済

経において国内実質所得の成長寧は世界実質所得のそれに比べ持続的に高

し 交易条件を不変とすれば{そして両地域における輸入需要町所得弾力性をほ

ぼ等しいものとすれば). 1:れはわが国の貿易収支を長期的に悪化させる要因

であったから. (幼 為替市場の安定性が充たされている限り，国際収支の

慢性的危機克服のためには，交易条件の不幸IJ化が不可避であったといわれ

るへ これに対して，小島教授はハロ γ ドの輸出成長率の決定因に関する

三命題を援用し，第一命題が日本の入超傾向を説明するとしても，第二，

第三命題が出超傾向をもたらすならば，結果的には果して^超傾向があっ

たかどうかを判断できないと主張されるのである泊。

E ζで，問題を整理する窓味で，一つの点を指摘しておζ う。それは，

篠原教授が入超傾向といわれるとき，交易条件の変化がなければという条

件が入っている ζ とである。したがって，もし交易条件が悪化した結果入

超傾向が是正され，それが現実IC現われなかったという Eとを認めるなら

ば，小島教授の批判はその意味を失う 乙とになるω。 しかしa 小島教授は

さらに. r賃金上昇の方が生産性向上よりも少いという第三命題が， 直ち

に交易条件の低下と結びっくかのように，篠原・建元両教授によってうけ

2) 篠原 (149コ，却ベヂジ$照.

3) 11'品 (113)，88ページ番~.R.

4) ζれほ.篠原教授の匡批判の根拠となった点で，そとでは，ハロッド申第第三由命題が

受品*件の不1附むを意味するという解釈が明確陀示されている.篠原 (150)， 1国一1拍ベージ

合間.また，建元教授もζめ篠原暫綬の反世澗をそのまま畳け容れておられる.控元c!曲L

155ページ串照.
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とられている Eとが，一つの問題であろう」と反論される日。 つまり，輸

入需要の所得弾性値IC適当な考慮を払った上で，所得成長率の差異が入超

傾向をもたらすという点では，両者の見解は一致していると見て差支えな

いが，ハロッドの第二，第三命題が入超是正の役割を果す場合IC，交易条

件が必ず悪化するか否かという点で見解の相違が見られるわけである。篠

原教授のモデルを前提とする限り，国際収支に及ぼす負の所得効果を相殺

するためには，両国輸入需要の価格弾力性の和が1より大であれば，交易

条件の悪化が生じなければならないことは明らかである。 ζの点は，ジョ

ンソン・モデルと呼ばれるものについても全く同様である目。 したがって，

問題は，篠原モテソν[またはジョ Yソシ・モデル)における価格効果と，ハロ

ッドの第二命題および第三命題との関係がどのようなものであるかという

ととになる。以下において，私はハロッド理論を私なりに解釈して乙の問

題を明らかにしてみようと思う。

本論に入る前IC，ハロッドの三つ由命題をもう一度正llnilC引用しておEう.

『輸出の成長率を決定するものは何であろうか.三つの支配的な原理を挙げるζ

とができよう.

[第一命題) Cれらの中で最も重要なものは，外国経済全体としての成長寧であ

る.もしそれが国内経済の成長率を越えるならば，他白事情が等しい限り.貿易差

額は地大するであろう.1:れは，その国の貿易差額が粗大する最も容易な方法であ

り，かつ最も自然な方法である.自国は単に外国市場における百分比シ忌アを維持

するだけでよいのである ~J 1)

〔鰐ニ命題) f第二11:，われわれは，決して時代遅れでもなくまた軽蔑してはな

らないわれわれの旧友.比較生産僚の法則を顧慮しなければならない.もし，一国

5) ，J--.i量 (114)，214ページ昏照.

6) Johnsos ('制3におけるそデルを指す.

7) Harrod (η. p. 108. 
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が比較優位をもっ生産物の一人当り産出高の成長率が，その固における国民所得白

成長率を越えれば，その国の輸出の成長率はその国全体の成長率を越える傾向をも

ち，したがって貿易差額は増大するであろう oJ8)

〔第三命題) r最後に，貿易可能財で表わした利潤以外の生産猪要11<11:対する報
酬の成長率と，ー人当り麗出Jtの成長事との関係がある.もしζれらの率の比がl

であれば，己の要因は申立的であ勺て， 貿易差額の成長率は他自ニつの諸力によっ

てのみ支配されるであろう.もし1:0)比がl以下であれば，そのようにして決定さ

れた貿易差額白成長率が経済の保証された成長率を自然成長率以下に引き下げない

という条件白下で，貿易差額は成長する傾向をもつであろう.J"

第2節経済成長率の差異

まず順序として，第一命題から吟味を始めよう。 1957年11:出された「国

際経済学jの改定版において，ハロッドは乙の命題をつ吉のような形で再

説している。

[考察のための最も簡単な事例は，国内の成長率が外国のそれと同じで

あり，かつ主要範略の商品11:斉一的1<:影響する場合である。自国の輸出機

会はその所得と同じ率で成長し，従って，その輸入とーーただしその輸入

性向に変化なしと仮定して一一同じ率で成長するであろう。

もしわれわれが商品の範稽聞に成長率の斉一性を仮定しつづけ，自国と

爾余の世界との閲11:国民所得の不均等の成長事を仮定するならば{例えばλ

ロの成長の相違に基く)， 自国の成長講が小さい方が自国にとって有利である

と思われる。即ち，その場合には自国の輸出品の世界価格水準はその輸入

品の世界価格水準に比して上昇する傾向をもつであろう。J，0) 

8) Harrod Cη， pp. 108-109. 
9) Harrod Cη1. p. 109 

10) Harrod (8)， pp. 162-3 (藤井訳 (9)，284-285ページ). 
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ハロッドの体系では，輸入の水準は専ら国民所得によって決定され， し

かも平均輸入性向不変，すなわち，輸入需要の所得弾力性が1であると仮

定されているから，輸入額の成長率は国民所得の成長率に等しい。 したが

って，貿易差額の成長率[初期において貿晶差額が均衡しているも叩と仮定して貿

易量額表分の初期柏出額に対する比草}は山， 輸出額の成長率と国民所得の成

長率とを比較するととによって知る乙とができる。大まかにいって，外国

経済との関連で比較生産費構造にも能率報酬率ICも変化がなければ， 一国

の輸出額が外国市坊に占めるシェ アは変化 しないと考えられ， したがって，

一国の輸出額は自国以外の諸国の輸入需要と同一率で成長するであろう。

そして，外国全体としての輸入需要の成長率は仮定によって外国経済全体

としての所得の成長率IC等しいのであるから，外国における所得の成長率

が自国のそれを超えている場合. r動態経済学j では他の事情{すなわち，
比較生産費構造および能率報酬率の自国と外国との聞における相対的関係}を不変と

して自国の貿易差額が好転すると述べられ国際経済学jでは， 国際収

支の絢整が早晩生じる E とによって交易条件が自国I~有利化すると述べら

れているのである問。

しかし，外国市場における一国のV，;r.7が変っている場合には，輸出の

11) 貿品盤額の応長率という宮葉は，やや不明瞭な表現である.相期時点で，貿易差額が均衡し

ていれば，そ申成長率を考えること同意味をもたないから.貿易差額の変分を初期均衡愉出額

(または軸λ額}で割った比車をもってζれに代えることができる.ぞうすれば，貿易差額の変

化は，精出申成長串と輯入の成長率とを比較するζとによ勺て知られるであろう.しかし，も

し捌聞に貿晶差額が不均密ならば，輸出申成長率と，輸入の成畏刷E初期輸λ額の初期輸出額

に対する比率を果じた値とを比較せね悶ならない.ハロッドは，貿易差額の成長率という宮案

を用い揺がら，初期貿易量額均衡を仮定しているようである.本音量でもζの仮定量認め，貿易

差額の成長率を本主のように解するととにする.

12) もっとも.後に述ベるように，交易条件の有幸世化が必ず生じなければならぬという理由はな

u、.
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成長率は単純11:外国の輸入需要の成長率IL等しいと考えるととはできず，

外国市場におけるその国のシェずの成長率と外国全体としての輸入需要の

成長率との和でなければならない。ハロッドの体系では，乙のUェ7の変

化率を決定する要因として，比較生産費構造と要素報酬率とが考えられて

いるのである。

第3節 比較生産費機造の変化

ハロッ ドが愉出額の決定因として挙げているものは， (1)国内における

生産要素に対する貨幣報酬~， (2)国内における生産要紫の能率，但)外界

j1:おける価格および需要，そして仏)利潤要素の四つである。ただし，単

純化のために最後の要因は無視され，結局，輸出水準は圏内における生産

要素の能率報商の外界における価格および需要11:対する関係11:よ勺て決定

される問。

いま，たとえば， A，B，C，ー， Fの商品があり，貿易前の生産費関係がつ

ぎのようなものであったとしよう。

自国の生産費 外国の生産費

A-.単位 " y 

B-単位 " 2" 

C-単位 ， 2.5" 

D-単位 " 3" 

E-単位 • 5" 

F-単位 " 10" 

乙乙でzは自国で各商品をー単位生産するための質問であり，貿易前11:-

つの特定種類の労働自に支払われねばならなか勺た価格を意味し，また，

商品の単位は，自国で各一単位の生産11:"だけの平均費用を要するものと

13) Harrod (8)， pp. 118-119 (藤井訳 (9)，215-216ペ ジ).
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定義されている。そして yは外国における→労働自に支払われねばなら

ぬ価格である。

もし，貿易開始後，すべての貿易商品の価格が国際的に均等化じa しか

も貿易差額が均衡していた状態の下で， D商品がいずれの方向へも貿易遣

れないものとすれば，要紫報酬率は自国ICおいて外国の3倍となり，自国

はD商品より比較能率が高い商品を輸出し，それより比較能率が低い商品

を輸入しているであろう2へそして，各商品について需要 ・供給の磁力性

を与えられたものとすれば，自国と外国との聞における生産費比率の初期

の絞差が大きいほど，その商品の貿易額は大きいであろう問。

これだけの前置きをして，ハロッドの第二，第三命題へ入る ζ とにする。

本節では，まず第二命題を吟味しよう。各商品の生産における一人当り産

出荷の変化は，ある場合には，前表ICおける各国の比較能率IC影響するで

あろう。議論を明E置にするために.差し当って，外国における所得の成長

率が自国のそれに等ししまた， D商品の自固における一人当り産出高の

成長率と， D商品の外国価格の成長率との和IC丁度等しい率で自国の生産

要素に対する貨幣報酬率が上昇するものと仮定しよう。 ζの乙とは，輸出

の成長率を決定するハロッドの第一， 官官三要因が貿易差額IC対して中立約

である乙とを意味する。そうすれば，D商品は依然として両地域間で貿易

きれないであろう。しかし他方において，自国が従来比較優位をも勺てい

た商品の生産におけるー人当り産出高の成長率がD商品のそれよりも大で

あれば，そして同時に外国の同種産業における一人当り産出荷の成長率が

14) 上記の仮段fJは，以下町蟻論の出発点として，ハロ.f"由「国際経目前学」から軍られたもの

である H町 rod(め'，pp.sト73および pp.34ーお{車井訳 (9コ.141-1<<"":'-::;および
84-回ベジ)書照.

1同 lIarrod (8)， p. ? (藤井訳 (9)，柿-s7ページ1.
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外国It:お砂るD商品のそれよりも低ければ，自国の比較優位の程度は高ま

り， したがって，輸出商品の種類は変化しなくても輸出額は増大するであ

ろう。比校劣位部門でEれを相殺するような変化が起らない限り，自国の

要素報酬率はもはや貿易差額を均衡させる水準にはなし貨幣報酬率のこ

の水準では，自国は出超を経験するであろう。

また，自国の輸出商品It:対する外国の需要の価格弾力性が無限大でない

限り，自国輸出品のD商品IL対する相対価格は以前よりも低下しているで

あろう。つまり，乙の場合It:は，自国は既存の比較優位部門の能率を相対

的に高め，競争価格を引き下げる乙とによって外国市場におけるシェアを

高めたのである。

もし，第一命題が自国の貿易差額1<::不利に作用していたとしても，上で

述べたような第二命題の作用がとれを相殺するように働けば， D商品をい

ずれの方向にも移動させないような自国の貨幣要素報酬率が再び貿易差額

の均衡を保証するものとなる。

しかしながら，第二命題に関するハロッドの叙述の範囲内では，自国の

輸入品価格に何が生じているかは明確には示されていなし、。輸入の成長率

と図民所得の成長率とを等置している乙とから推測すれば， ζ 己では，輸

入可能財の自国内価格とその外国価絡とが平行して変動し，したがってD

商品との相対価格も変化しないと仮定されていると見るのが妥当であろう。

Eのような仮定の下では，新しい均衡点において，交易条件は自固に不利

化しているであろう。

しかし，第二命題をもっと一般的1<::扱うならば，比較生産費構造の変化

は.輸入競争財産業における生産性上昇をも考慮に入れた上で磁愉されね

ばならない。も し輸入競争財産業においても一人当り産出高の成長率がD
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商品のそれを超えるならば{そして， D商品が依然主して貿易されないような要

諜価格申動きを仮定すれば)， 輸入可能財1<::対する自国の総需要に占める外国

供給の割合は減少しc.の面においても貿易差額を改善するカが加わる己

とになる。しかも，均衡において輸入品のD商品に対する相対価格は低下

しているであろうからc.の場合ILは必ずしも交易条件が自国1<::不利化す

るとはいえなくなるのである。第一命題による自国の入超傾向がある場合

IL，第二命題が主として輸入競争財産業における生産性上昇という形で乙

れを相殺していれば，交易条件は逆1ζ自国IL有利化しているであろう。ハ

ロッド自身は， r国際経済学(改訂版)Jにおいて， 乙のような一般的な場合
をつぎのように述べている。すなわち，自国が以前に輸出していた商品の

生産1<::必要とされる特殊的な要素が外国におけるよりも国内においてー庖

大きい率で増加している場合Kは，交易条件は自国に不利に動き，自国が

以前K輸入していた商品り生産1<::必要な特殊的要素が外国におけるよりも

自由において一層大きい率で増加している場合には，交易条件は自国11:有

利に動くであろうと16)。

第 4節 要素報酬率の変化

きて1:れまでの議論では，自国の生産婆~IL対する貨幣報酬率は，丁

度D商品をどちらの方向へも貿易させないように変化するものと仮定され

てきた。自国の生産襲来価格が乙れ以外の率で変化する羽合の効果を明ら

か1.<::するのがハロッドの第三命題である。しかし，ハロッドの叙述からみ

て，乙の命題を吟味する場合には，第一命題と第二命題の貿易差額に与え

る効果が中立的であると仮定するのが妥当であろう。すなわち，国民所得

I同 Harrod (8)， pp. 1臼-1国{藤井駅 (9)，回7-~瑚ページ).
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の成長率は自国と外国とで等しく ，また人当り産出高の成長が自国お

よび外国において諮商品の生産K一様な影轡を及ぼしa その結果，両地域

聞の実質生産資比率IC何の変化も生じない場合がそれである。との場合，

単に自国における一人当り産出高が生産要業の貨幣報酬率よりも急速に増

大する乙とだけでは輸出商品の範闘が鉱大するとは限らないという点K注

意すべきである。そうなるためには，国際的lζ均一価格の成立しうる貿易

商品の外国価格との比較において，自国の能率報酬率が低下しなければな

らない。ハロッドが，要素報酬率を貿易可能財で表現しているのもEのた

めであるme

もし自国における一人当り産出荷の増加が実質報酬率の上昇よりも急速

であれば，既存輸出商品の外国11:対する価格の相対的な下落によって輸出

数量の増大があるのみならず， 先の例で挙げたD高品が新たに自国の輸出

品の範略べ加わるであろう。すなわち， r商業的な利益を得て海外へ販売

しうる財の範囲が拡大するj加のである。それと同時に，輸入主主争財産業

でもー織な一人当り産出高の増大が生じており，それが実質要素価格の上

昇よりも急速であるから，輸入可能財の園内価格は外国K比べて下落し，

したがって輸入商品の範囲が縮小するとともに，各商品の給入置はζの要

因が作用しない場合11:比べて減少するであろう。乙のような要素価格の動

きが貿易差額IC与える効果は，為替市場が安定的であるかどうかによって，

17) 己申点についての小島教授の解釈には疑問がある.すなわち，小島教綬は 「生置要紫の品で

はかった実質報期率，つまり単純生産要罪史晶剣牛」と述ベておられる.，J品 (113J，前ペー

ジ. しかし，ハロタドが「岨にしているのは， 貿易商品の~f凪価格でデフレー トした生産要罪

鏑格であって，商品~晶量件iζ輔出品の生産能率を乗じた単1匙主産要葉吏畠最件とは何回明係

もない.

18) Harcod (7)， p. 110. 
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自国に有利または不利となる。ハロッドの第三命題ではc.の要因が貿易

差額を改善する方向へ作用すると考えιれているのである目、

第三命題が第一命題Ic:lliく入超傾向を相殺すると考えた場合11:.交易条

件がどのように変化するかを一義的に述べる乙とはできない。交易条件の

動告は，各極の商品についての需要・供給の鰭弾力性11:依存するであろう。

ただ，愉出品の自国供給の価格弾力性ならびに，輸入品の外国供給の価格

弾力性が極めて大であれば，恐ら く交易条件は自国11:不利化するであろう

という乙とはできる20)。

第 5節結 論

ハロッドの三つの命題を強いて所得効果と価格効果の二つに分類しよう

とすれば，いうまでもなく ，第一命題は前者IC属するものであり，第二お

19) ハ"7ドのつぎ申叙述を寄照されたい. rわれわれ桔挫して不充骨蝉力性申可旋性を排除し
てはならないけれども.それを発展の正肯過程における例外的な事例主毒一えてよいでおろう.J

Ha口'od(8コ.p.I54(臨井駅 (9)211へ->').
却} ハロヲドの第二，第三命題炉実畠条件の自国へ申不利化を意味しているという篠原教授の主

311には.r輸入品価絡をいま所与と想定すれば」という舟件がつけられているととに注意すべき
であろう.建元監授についても全〈同じ叙述がみられる.前記軍駐のの引用主献番照.

なお参考までに.為替切下げが交晶揖件に与える効果に関するハロヲ rd.l見解を引用してお
こう.rC己で通貨価値切下げがr芸品条件』におよぽす効果について 冒しておとう.時にそ
れが吏品会件を悪化させる傾向がるると培えられるととがある.事異.通貨価値切下は時とL

て一国の蹄入する愉入品であらわしたその国の輸出品価格を引下げて， ζれを外界に提鴇する

ととによって，不均閣を訂正せんとする手段であると院かれる.しかしとれはそうではない.

なるほどー留は通貨価値切下げによって，その国の輸出品をより多く外界に押しつけようとは

低みる.しかし同時にその困はその市民が外界から杏額の輯λ品を買う ζ とを控えさせようと

する.ζのこっ。乎統はともに外界の価格を引下げる効果をもっ傾向がるる.従って.通貨価

値の引下It均九舛国通貨であらわして....申国の抽出に対して要求する価絡を引下げる効果が，

再び外国の通貨であらわして，その国がその輸入に対して支払わねばならない価格を引下げる

効果よりも大きいであろうというなんらの先験的仮定もない申である.J Harrod (8). p.lS7 

(iI井駅 (9)， 216-2押へージ).
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よぴ第三命題は後者IL含まれる。しかし1:れまでのハロッド解釈を正し

いものとすれば，通常単I(価格効果と呼ばれる部分を，ハロッドはさらに

一人当り産出高の成長率の商品毎の差異I(専ら基く効果と，一様な生産性

上昇の下における要素報酬率の変化に基く効果とのこつに理念的に区別し

ていたという Eとができょう。己れは，ハロッドが最初から，貿易が部分

特化の状態で行なわれ， しかも多数の貿易商品が存在する場合を念頭にお

いて分析を行なっていたためであり，いわゆるジョンソンの基本方程式が

導き出されたモデル，すなわち，両国が完全特化し，貿易商品が二つしか

存在しないモデルとはかなり異っているととが無視されてはならない。し

たがって，交易条件の問題についていえば，グョ YソYあるいは篠原教授

のそデルでは，負の所得効果を相殺しうる唯一の要因が交易条件の悪化で

あるのに対して，ハロッドの理論では，必ずしも交易条件の悪化を伴う ζ

となく入超傾向が相殺される場合も考えられるのである。もっとも，私は

このような事態が日本経済に生じたという乙とを主張する意図は毛頭持っ

ていない。本章はあくまでハロッド纏論の解釈を目的としたものであって，

篠原・小島論争を取り上げたのもその範囲内の乙とである。
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一一要 素 比率理 論一一

第 1節序 論

1950年代11:入って人々の関心が経済成長の過程11:向けられてきたが，国

際経済の分野では，生産賭条件の時間的な変化が一国の交易条件にどのよ

うな影響を及ぼすかという問題について多くの理論的研究が発表されてき

た。とりわけ，進歩率の高い国の経済発展が輸入競争財産業11:集中する場

合には，交易条件は進歩率の低い国に不利化し，低い実質所得の成長率を

更に押下げるであろうというヒックスの主張が現われてからは円 経済発

展のパターyと商品交易条件の動きとの関連が重要視されるようになった。

学説史的にいえば，乙の問題は，その後，へクジャー・ オリーン貿易モ

テリレの展開として発展をとげるのであるが2〉， 本章はその流れを汲んで，

やや一般的な一つのモデルを用いて従来の論点を整理し，さらに，生産要

素の量的増大と技術進歩の効果が極めて類似した分析方法で扱えるEとを

示そうとするものである。

まず最初に， ι乙でいう経済発展を，生産鰭要素の量的増大や技術進歩

によってもたらされる一国の総生産能力の増加と定義しよう。経済発展に

より，一国全体としての生産能力は増大するが，それによってその国の対

1) 第8'"書照.

2) 代表的な文献として，つぎのようなものが挙げられるであろう.Meier(l27コ.Rybczynski 
(142)， Corden (73コ.Johnson C剖)， Bhagwati (1同)， (臼).Findlay=Grubert (82)， 
Guha (8η なお JohnsonC却コ.Appendix to Cha p. IVに貿易と成長の問題に関する
畳近申置喪主献が挙げられている.
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外的な商品交易条件がどのような影轡をうけるかは，それぞれの産業にお

ける生産能力の増大がどの程度全体としての発展IC貫献しているかによっ

て違ってくるであろう。第2節では，極々のタイプの経済発展が商品交易

条件IC及Iます影響を調べる。

ととるで，一国(または外国)の経済発展の結果，交易条件がある固に著

しく不利化する傾向があれば，その国の実質所得の成長はその程度だけ低

められるιとになる。一国内で生産能力が増加しているにも拘らず，交易

条件が悪化するために，実質所得が減少するようなζ とが起りうるかどう

かという問題は， rミJレの逆説jとして古くから議論されていたが，パグ
ワッティはこの級輸を更に一般的な場合にまで拡張して r窮乏化成長の
理論Jと呼んだの。第3節では，第2節との関遂でζの問題を簡単IC取上

げる。

第4節では，第2節で分類的に示された経済発展のパタ ーンと，経済発

展をもたらす原動力である生産諸要素の成長ならびに技術知識の増大との

関述を追求する。ただし，本章の分析は一貫して比較静学の方法に2まいて

おり，経済成長とそれらの生産諸条件の変化との動態的な相互関連の分析

にまでは立ち入らない。

最後に，附随的な問題として，貿易ならびに経済発股が所得分配に， し

たがってまた一国全体の需要パターンに髭要な影響を及ぼす場合IC，第2

節の分析がどのように修正されねばならないかを第5怖で吟味する。

以下の分析はつぎのような仮定に基いて行なわれる。 (A.l)二国 (A，

3) Bhagwati (63)および E臼】幸照.rミルの逆脱」をめぐるエッジヲースとェコルソンの
斡争については.Bhagwati:=.Johnson (66)を番賊されたい.ζの槍宜のl!Il聞には.エヲ

ジワースが担。た単純な¥Il〆告から最件をつぎつぎと緩めて窮乏化成甚の理諭に亘る過程が要領

よく示されている.
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B).二財 (1，2)， ニ生産要素 (1，2 仮に前者を労働，桂者を資本と呼五)

のみが存在する。 (A.2)各産業で生産は規模1<::関して収lm不変の下で行な

われる。(A.3):各産業i<::は，他産業と比べて特lζ集約的lζ用いられる特定

の生産要業がある。 (A.4)完全競争と，正の報酬率の下での両要紫の完全

庖用。(A.5)各国は不完全特化の状態で貿易を行なう。(A.6)両国間の貿

易1<::は貿易障害はない。(A.7)貿易収支は初期に均衡しており，また生産

要素の国際的な移動は行なわれない。

第2節 経済発展のパターンと交易条件の動き

いま A国は第 l財を輸出し，第2財を輸入する (B国はζの逆)と仮定

する。第2財の数量で表わした第l財の相対価格をPとすれば，仮定 (A.

51， (Aめによって， 戸はまたA国の商品交易条件でもある。所得分配

の変化が需要のパター:--1<::及ぼす影響を一応無視すればにの点は第5節で

扱う)，各国の輸入需要は一般に賭財の価格と貨幣国民所得の函数であるが，

己乙では便宜上，それが輸出財単位で表わされた輸入財の価格と， 自国輸

出財価格でデ7レートされた国民所得の函数であると仮定する。なお，価

格および所得のいずれにも依存しない輸入需要パターYの自発的変化を考

慮するために，輸入函数1<::時間を示すパラメタ -tを入れるEととする。

M.=M.(I/P， Y.， t) (1. 1) 

M，=M，(p， y" t) (1. 2) 

己ζで.M.. M，はそれぞれA国およびB国の輸入量，Y.. y，はそれぞれ

の国の初期紛出財価格でデフレート された国民所得である。 A国の輸出額

を輸入額で除した比率を T.で表わせば，

T.=pM・1M. (L 3) 
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であり，仮定 (A.7)から A国の貿易差額の変化は T.の変化から知る

ことができる。

以下，各変数の上11:.をつけてその変数の成長率を示すEととする。そ

うすれば， 上記三式から.T.の成長率はつぎのように表わせる。

れ=(1-，.一ω)P+(むわ-f.れ)+(ro-r.) (1. 4) 

ただしおよびεはそれぞれ輸入需要の交易条件弾力性および実質所得

弾力性を表わし rは価格および所得が変化しないときに，略好の変化の

みによって生じる輸入需要最の成長率であるの。貿易収支の長期的な均衡

を維持するために必要とされる交易条件の動きは 7.=0から

T
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h

 

e

“
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1
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d
d
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A
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(1. 5) 

で与えられる。

貿易均衡点の安定性を仮定すれば.Aは正であるから，

E.Y.+T6雲E.Y"，+r"，に応じて p語。 (1. 6) 

となるととがわかる。しかし，己の式から斑ちに，所得弾性値ならびに輸

入婿裂函数の偏傍的なtノフトが両国でほぼ同じ大きさであれば，交易条件

は国民所得の成長率が大なる国1<::不利化すると結論するのは，やや性急で

ある。もちろん，国民所得の成長率は輸入需要の経路を決定するm要な要

因ではあるが，他方，輸入需要が本来園内総需要と国内供給の差であって，

単純な需要ではないζ とに注意せねばならない。たとえば，国民所得の成

4) 経涜$;.長に伴う需要パタ-，..の変化のうち，所得密化に基く部分と，純粋に噌好の変化に謹

〈部分とは.従来明別されていなかったようである.理論的には.ー定申需要函致の下での需

要量申変化ι需要函数そのものの変化に基く需要量申変化と同区別されねばならない.もっ
とも.現実には，生産要聾の増大が産出荷に与える効果と，技術直歩のそれとが政別され権い

ように，両者を区別するととは困難であろう.
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長lζ伴い，国内輸入競争財産業の産出高が急速に成長するような場舎には，

たとえ輸入可能財が劣等財でなくても，輸入需要の所得開性値は負となる

かもしれない。

輸入可能財に対する園内総需要をDとし，輸入鏡争財の園内生産最をX

とすると，

M=D-X (1η 

であるから，国民所得(Y)についての両辺の(偏)部力性をとれば，輸入需

要の所得部力性は

ε=(η-rC)A (1. 8) 

で表わされる Eとがわかる。ただし， η=輸入可能財総需要の所得弾力性，

C=国内輸入競争財生産の所得弾力性，r=輸入可能財総需要1<:占める国内

供給の割合，また A=輸入可能財総需要を輸入量で除した比率である。

(1. 8)を(1.5)に代入して

b=す伽ー「ふ川一(申，-rふ叫+(r'-r，)) (1. 9) 
を得る。以下，第1財および第2財が共に劣等財でない場合だけを考えよ

う。そうするとηは正である。 Aは1より小きくない数であり，仮定 (A.

5)からFは正だから， もしCの値がゼロまたは負なら， 引ま必ず正とな

る。いい換えれば，商品相対価格が不変に保たれたとき，総生産量の増大

1<::伴って，輸入競争財産出高が減少するか不変1<::留るような場合には，輸

入需要の所得弾力性は必ず正である。

また， 輸出産業の産出高の成長率が輸入競争産業のそれよりも大きく

{または少さり なるための必要充分条件は，Cの値が1より小 {または大)

なる ζ とである。 Cが1に等しければ，両産業での成長事は等しい。しか

しc.の条件だけでは，輸入需要の所得弾力性が正，負いずれの位をとる
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かはわからない。

最後に，もしi総生産能力の増大11:伴い，輸出産業の産出高が減少するか，

乃至は不変に留る場合 11:は，輸入傭望書の所得~力位は必ず負値をとる乙と

が示される。乙のような場合11:は，輸入可飽財の園内生産高価値の増分は

国民所得の地分より大きいかまたはそれに等しいから

ま寺子|戸山孟号礼・∞n.. 
したがって

「C〉 -L-pD 

(1. 10) 

(l. 11) 

という関係が成立つ。ととろで，所得増分のす4てが輸入可能財のみに支

出されることはまずないとすれば，輸入可能財総需要の所得弾力性作)

は，その財11:対する平均支出性向の逆数， つまり y/pDを越え得ない。

したがって，も L(1. 11)の関係がみたされれば， εは必ず負となる。

以上の説明から推察されるように，経済発展の交易条件IL及ぼす効果を

分析する場合には， 1;の値11:よって，換言すれば，相対価格不変の時の両

産業の産出荷成長率の相互関係によって経済発展のパターンを分類するの

が極く自然であるといえる。

まず，需要函数のシフトを考慮外として，自国の経済発展11:伴う産業構

成の変化が交易条件に及ぼす影響を分類的11:要約すれば，つぎのようにな

る軒。

(i) 超鎗出偏向的発展 輸入競争産業を犠牲にして輸出産業が成長す

る場合((三三0)で，交易条件は不利化する。

5) 経済尭展の輸出産業または輔λ醗争産業への偏向を重要視したのは.Hicks (90)であ。た

が，趨偏向の概念を明らかにしたのは.Johnson (9のおよび Black(70)である.
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( ii ) 輸出偏向的発展両産業ともに成長しているが，輸出産業の成長

率が輸入銭争産業のそれを上廻っている場合 (0くと<1)で，自国の輸入可
能財総需要の所得軍事力性が著しく 1より小さい頃合以外は，交易条件Iζ不

利な影響を及ぼし易い。

(iii ) 一様な発展.両産業が等率で成長する場合 ((=1)で，発展形態

の分類としては中聞に属するものであるが，交易条件lζ与える効果は不利

となる可能性の方が大告い。

(iv) 輸入偏向的発展 (ii)の逆の場合，すなわち両産業ともに成長し

ているが!輸入競争産業の成長率が輸出産業のそれより大なる場合(1<(
< ，，:~ )で，自国の輸入可能財総需要の所得弾力性が著しく 1より大きrpD} 

い場合以外は交易条件i(有利に作用する。

(v) 超輸入偏向的発展・(i )の逆の場合，すなわち輸出産業を犠牲に

して輸入競争産業が成長する場合((ミゥ芸τyで，交易条件は有利化する。
¥戸D)

つぎに，需要函数のシフトについては，その交易条件K及ぼす効果は明

白であって，輸入競争財11:偏っている場合 (r>O)には不利に，また輸出

財11:偏っている場合 (r<O)には有利に作用する。

交易条件の最終的な動きは，もちろん，自国および外国における乙れら

の効果を綜合して判定されねばならない。ただ， ζれまでに取上げた三つ

の要因{すなわち，仇乙および r}の大きさを与えられたものとすれば， 一

定率での所得の成長率が交易条件に与える効果は， Aが大なるほど.いい

換えれば，その国の国際分業への参加の程度が小さいほど大となるであろ

うといえる。
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第3節窮乏化成長理論の吟味

交易条件が長期的にある国に不幸IJ化する傾向があるとすれば，経済発展

の過程において，それが重要な問題をひき起すかもしれない。諸国の生産

物相互間の交換価値の変化を考慮11:入れると，一国の所得増加がそのまま

実質所得の増大11:反映するとは限らなくなるからである。商品相対価格が

変化する場合11:.何によって実質所得の変化を測るかは困難な問題を合ん

でいるが， ζ 乙では近以的な接近法として， 需要理論で用いられる「補聾

的所得変化jという考え方を応用する乙とにする曲。 そうすれば，例えば

A固における実質所得を Y.*で表わせば，その変化は

i五二=豆主主-M_，自立pl
dl dt ...- dt 

~­

=Y品十ヲ'-p (2.1) 

と害砂る。すなわち，相対価格の変化がない時の所得の増分から，新しい

価格状態の下で初期と同量の輸入を行なうために必要とされる所得の補整

的変化を差引いたものを実質所得の変化と考えるのである。

(2.1)式からすぐわかるように

~ 

Y.聖一知日じて Y.*oi;O (2.2) 

(. .̂. _ 1 dY事、
である。{ただし， YJ=τァーっ子一)。つまり.交易条件の百分比下落寧に、 ..山，

平均輸入性向を乗じた値が国民所得の成長率を上廻れば， 国民所得の成長

にも拘らず実質所得は減少しなければならない。例えば，所得の成長率が

3%.平均輸入性向が0.2であれば，交易条件の悪化率が15%以上のとき

6) たとえば.Hicks (13)， Cha ps. VII and VIII OJ照.
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11:.実質所得の低下が生じるが，所得の成長率が19百，平均輸入性向が0，4で

あれば.交易条件の悪化率が2，5%を超えると実質所得は低下する。

いま， A国だけで所得が成長している場合を考えれば，前節 (1.5)式か

り

rr. D. ，X..l.̂.， M.， ，-1 =一一I~d- .~. ~.+ ~: C'.fy.+ '':' (r.-r.) I (2，3) L1 L r" pY" '1" ， pY.....J..... I P ¥1" ， "" J 
が得られる。と己ろで， A国における輸入可能財11:.対する限界支出性向を

隅" 輸入需要の純粋価格弾力性をゐで表わすと，よく知られているよう

』ζ

“=8.+桝aηa=4Eama (2，4) 

という関係があるから円 (2，3)式はさらに

v.*=--.!，-r (8.+"ー1+主 C'.)Y.+旦(r'-r.)I (2，5) L\ Py，，""}~.-' P ¥1" '.'J 

と変形できる。したがって，所得の成長にも拘らず実質所得が低下すると

いう窮乏化成長が起るためには，少〈ともつぎの三つの条件のどれかが充

たされるEとが必要である。

(a) 外国の輸入需要が非弾力的である (ω<1)。

ω 自国の発展が超輸出偏向的である ((.<0)。

(c) 世界の需要パターyが自国輸出品に不利に変化している(T1-r.<O)

ただ cれらの条件のどれをとっても，あるいは全体として考えても，

決して窮乏化成長が生じるための充分条件ではないという Eとに注意すべ

きである。たとえば，需要面あるいは供給面のいずれかで相対価格の変化

に極めて敏感な経済では，たとえEれら三つの条件がすべて充たされても

7) 輸入可能財結察要の純持価格弾力性を"輸入可能財圏内側告の価格調カ憧をeとすれば，
D ， X sはさらに 6=M $+ M t 1:.か砂る.第2軍，第3館書照.



158 第田部 経済発展と突晶条件

窮乏化成長は生じないかもしれない。

もしA固だけでなく B国も同時に成長しているならば，窮乏化成長が

起る条件を導くためには，さらに多くの条件を規定しなければならないで

あろう。したがって，単Iζ窮乏化成長が実際にどの程度の蓋然性をもつか

を判断するだけの目的ならば. (2.2)式の方が有用であるように恩われる。

第4節 生産条件の変化 と経済発展のパタ ーン

第2節では，輸出産業ならびに輸入競争産業における成長率の聞の相互

関係が，経済発展の交易条件への効果を決定する上に重要な役割りを果し

ている Eとを知った830 本節では， ζの点をさらIC立入って分桁してみよ

つ。

仮定 (A.1) ~ (A. 5) ICよって， 乙Eで考察の対象となるのは， つぎの

ようなこ財・二要素の新古典派的生産組織である。

{生産函数)

X;=F;(V，;. V，;. t) (j=1.2) (3.1) 

(責主争条件}

世μil=μi2 (i=1.2) (3.2) 

{完全雇用条件)

V， =~V'J (i=1.2) (3.3) 

E ζで.Xj=第y産業の産出高.Vij=第1産業での第 d要素腐用量， μij=

第1産業での第d要素の限界生産物， また v..=第$袈紫の総供給量であ

る。完全競争と規模に関する収穫不変の仮定の下では. (3.1)から次式が

8) 本章でー産業の成長串という場合，それが商尉障す価格を不変として剖られた成長率である

ζとに留意して頂きたい.



導ける。

{無残余分配)

Xo=DμjjVji 

(要素集約性函数}

第10章

V2i/V1i=η(μ，;/μ2i. t) 
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(j=1.2) (3.4) 

(j=1. 2) (3.5) 

さて，商品相対価格を不変としたときの各産業の成長率を決定する要因を

みるために.p=const.として上記各式の両辺の成長率をとれば， つぎの

ようになる目。

X;=DO;;Vり+πJ

、
μil=μ" 

'‘ A Vj=EJ.ijVij 
J 

'''EsiiP.;j=πj 

V2/- V Ii=aj{p-tj- ;"'2i)+(1i 

(j=1.2) (3.6) 

(;=1.2) (3.7) 

(i=1. 2) (3.8) 

(j=1，2) (3.9) 

(j=1. 2) (3.10) 

新しく導入された記号はつぎのような意味をもっ。 8υ=第1産業における

産出荷価値K占める第z要素所得の割合 (8ij=μ;;V;;/Xil.π"j=第1産業lie

( _ 1 fiFへ
おける技術進歩率l町=三iv;/ ). s;=第1産業における技術進歩の要

/_ 1 fir¥ 
索パイアスを示す指線医7 詰 勺』戸第$献総供給量のうち第
j産業で使用される割合(A;;=V;;/V，).そして， 町=第1産業における要素

/ 同ヰ firj ¥ 
間代替弾力性lσ'J=::...E旦4ーァーででて|である。

l 町 fi("'''ν 守、μ21F 

技術進歩のパイ 7スについ

ては，fJ IJS正， ゼロ，または負のどの他をとるかによって，技術進歩は労

働節約的，中立的，あるいは資本節約的と呼ばれる。

9) とむら白式申導き方については，第E章，第4節昏明.
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Eれらの式から IJuと Vliの8個の変数を消去すれば.x，がV，.町.fJ， 

などによって表わされる。

A=-L〔B(』四九-A12V，)+(向山+al2d，+BC)". 
BC 

-(and.+a.，u.)町 +B(anfJ，+al2l1，)) (3.11) 

^ 
=一一二一(B(A21V，-'nV，) + (a21d. +a回σ')'"
BC 

ー (a21l11+a田町+BC)町 +B(a21fJ.+a回目，)) (3. 12) 

ただし， 向 .=OnA12A21+021AnA田，a22::=:(j12)，llA四+0担え21A12'a四三)，12)，22，

a，戸 AllA21.B=On-O日=("一円)/(1+円五主L)・(1+乃~1. C=All-A21 
'¥ μuノ ¥μ12ノ

=A.川1

また仮定(仏A.3釘)IにEよりBおよEびtCは定符号である。以下， 第l財が第2

財IC比べて労働集約的である(，，>，，)と仮定しよう。そうすれば B.Cは

ともに正である。

(3.11)および (3.12)式から， どのような生産諸条件の変化が第2節で

牙類された経済発展のパターンに対応するかを示す乙とができる。

(1) 生産要紫の成長

技術進歩がなく，生産要素の成長が経済発展の始動力となっている場合

には. (3. 11) • (3. 12)式は

^ ^ x.=吉(，，，V
'
-'12V，)

^‘  x，=一言('21V.-AllV，)

(3.13) 

(3.14) 

と簡略化される。要紫集約性11:関する上記の仮定により Cは正であるから，

'‘'‘^  ̂ V，/V. il! 1 に応じて X2~量 x. (3.15) 

x.>oかっ X，壬O となる必要充分量件は V，/V.主主A21/'ll =Y';タ
(3.16) 
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x，>oかっ X1:;玉Oとなる必要充分条件陪 V，/V.ミA，，/A12=円/タ
(3.17) 

{ただし.>=V，/V.)という結論が得られる。 Eれは， リプチンスキーの定

理をニ要紫が同時に成長する場合へ一般化したものである1め。条件(3.16)

が充たされると経済発展は超x.偏向的となり， また条件 (3.17)が充た

古れると超X，偏向的となる。それ以外の場合は. (3.15)に従って.X，偏

向的，一様，またはx.偏向的となる。

(め技術進歩

つぎに，経済発展が技術進歩のみによってもたらされる場合を考えよう。

(3.11)および (3.12)式はL.の場合つぎのように書ける。

A 1 =←-L 〔ω(μall向6内a汁+判u.帥，"抑σ内，+叶Bκ悶Cο印)"π.-一(切a向IIσ町1汁+a向12"帥2戸抑州σ内ω，)BC 

+B(allp，+向，s，)) (3. 18) 
一、

~..=一-L〔(aglal+知σ'，)π.-(向.".村，，"，+BC)向BC 

+ B(a'Js，+a，，s，)) (3. 19) 

Eれらニ式から容易にわかるように，ー産業の技術進歩は，その産業の成

長に有利に，そして他産業の成長11:不利に作用する。また，もし技術進歩

がすべての産業で労働節約的ならば (s..s，>O).それは労働集約的産業の

成長に有利な影響を及ぼし，資本集約的産業の成長に不利な影響を及ぼす

ととがわかる。換言すれば，全般的な労働節約的技術進歩は，労働供給の

地加と本質的に同方向へ作用する。資本節約的技術進歩については，乙れ

と逆のEとがいえる。

もい 技術進歩が両産業で中立的ならば{仇=s，=O).要素成長の場合

10) Rybczynski (142) 番.~~. なお. Guha (87)および Amano(50)で陪， ζ申ようなー

般化された定理が簡単な図によ。て証明され，ている.
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と極めて類似したつぎの三つの結論が君事かれる。

町/π.~1 に応じて X，量X.

x.>o かっ X2~王O となる必要充分条件は

BC /π，;:>;1一一一一一一
a21~. +a，，，，，+ BC 

x，>oかっ x.孟Oとなる必聾充分来件は
BC 

町/πlと1+ー.一一
円 101T町'"'

(3.20) 

(3.21) 

(3.22) 

(3.20)は各産業への偏向の条件を， また. (3.21). (3.22)はそれぞれ

第1産業および第2産業への超偏向の条件を示している。しかし，既にみ

たように，技術進歩の生産要素パイアスは，一生産要素の成長と同じ効果

をもつのであるから，経済発展が技術進歩の結果ー産業への超偏向をもっ

場合，技術進歩の性格がその産業で集約的に使用される生産要素を節約す

るようなものであれば，超偏向の傾向はますます強められる乙とになる。

乙れは，一産業のみで技術進歩が起る場合を扱ったフィ ンドレー・ グルー

第2表 生産量件の変化と安易最件事

生産型車 うそ亘子 子く与く1 十 1由成長

術中立進的歩"技 号出t o.く寺子く1 ヱ!...=1". 
経済発展 超偏抽向出 輸出鏑向 一線のタイプ

との大き
C孟手書 与者:">，>1 と=1さ

受晶条件
必ず不利

おうむね 不刺とな
へ申効果 不利 り易い

市 自国は野働4係官均な第1財を輸出するものとする.
BC BC * O，=l-::-τ. .勺アア吉宗， ι=1十一一一一一ー一a"σ1+0，1仇+BC'....-. oll(1，+anσ 

1く合<子

1く号く由

輸λ偏向

1>，>u 

有お利うむね

時戸子

f十孟ぬ

超偏輸向入

C孟O

必ず有利
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バートの結論を一般化したものである山。

163 

本節で得た結論を，第2節のそれと合わせて一つの表IC要約したのが，

前ページの第2表である。

第 5節所得再分記効果

第2節のはじめに断っておいたように，乙れまでの分析では，経済発震

に伴う所得再分配が仮にあったとしても，それが需要のパターンIC何の影

響も及ぼさないと仮定されていた。しかし，ヘクシャ ー・ オリーン貿易毛

デルがもともと貿易と所得分配の関係を明らかにするという目的を持って

いたζとを考えると，上記のモデルで所得分配の彫饗を考慮するιとは，

一応理論的関心を惹く問題である。 もっとも，経済発展の内部構造の分析

を伴わない比較静学的接近では，所得分配の変化が発展経路に及ぼす影響

を扱う Eとはできないから，本節での分析は，単に第2節の結論を修正す

るという以上の意味をもつのではない。

最近の論文において，パルダンは，所得分配の変化による需要パターy

の変化を考慮する場合，趨輸出偏向的発展が必ずしも交易条件の悪化を導

くとは限らないと主張している'"。本節では，彼の分析を一歩進めて，所

得再分配効果が第2節の結論にどのような修正を要求するかを明らかに し

ょう。

第 z要素所得受領者の輸入可能財に対する需要を Di(i=1， 2)で表わせ

ば，輸入可能財総需要は

D=[1Di (4.1) 

11) Findlay=Gcubect仁:82)

12) Bardhan (62:コ参照.
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である。いま輸出可能財で表わした第 g要紫の報酬率を耐とすると， 第

4要素の受取る所得は叫v，であって， 第s要素所得受領者の輸入可能財

需要は乙の大きさに依存する。たとえば，第1財を輸出しているA国につ

いて考えれば，それぞれの所得グループの輸入可能財に対する需要は，つ

ぎのような形で表わされるであろう。

D，=D，(1/P，叫，V，)• (;=1，2) (4.2) 

ιの需要函数における需要の所得開力性を引とすれば， (4.1)から

サ =l;:寺川，+丸) (4.3) 

をf尋る。

とζろで，函民所得の定義から

y=忍耐v， (4.4) 

であるから，第 $要素の相対的所得分配率を 0，とすれば

Y=EM叫+v，)， EO，=1 (4.5) 
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(4.6) 

とかける。しかし商品相対価格が不変のときには，第4節の(3.7)， (3. 9) 

式からわかるように

^ π!ーーπ7
町一叫=---"'-s' (4.7) 

である。 (4.7)式を (4.6)式へ代入し， さらにそれを (4.3)式へ代入して

が=が+o，OJ(1I，-V，l+旦:"'l(ム JL-2LA}L".L ';&1' B J¥D 0， D 0， / 
(4.8) 

(ただ L，百三平与~，)を得る。帝は各所得グループの輸入可能財需要の所



第10章経済発展と安晶舟件 165 

得弾力性を加重平均したものである。最後に.t事g要業所得受領者の輸入

可能財11:対する限界支出性向を m，で表わすと

D・1L=」乙〓
D 0， pD吋 .

(;=1.2) (4.9) 

となるととが確かめられるであろう。以上のととから，結局

，̂. ...，""， A ，:" ， Ot02Y I ，r 17""'" T"， 町一π，1(η-r()AY=(事-r()AY+~三五三ー(m，-刑，>1 (V，-V2)+一言一 |

が得られる。手は，また

事=之L20.m
tD I 

pM \"~.L ".4o/L '" • B J 

(4.10) 

(4.11) 

とも書けるから，手のとりうる最大値は閉，=刑，=1のときの Y/pDであ

って， 第2節の結論は(4.10)式の右辺第一項にそのままあてはまる。しか

し，問1 と 1n， の値が異る場合には，当然，同式右辺第二項lζ所得再分配

効果があらわれてくる。

(4.10)式を調べてみればわかるように，輸出産業で集約的に使用されて

いる要素の所得?らの限界輸入可能財支出性向が，輸入妓争産業で集約的

に使用されている要素の所得からのそれよりも大であれば，所得再分配効

果は，第2節の結論を強める方向に作用するであろう。も し両限界支出性

向の関係が逆であれば，所得再分配効果は発展の直接効果を打消す方向に

作用する。しかしながら，パルダンのいうように，超輸出偏向的発展の下

で交易条件が不利化しないという可能性が生じるためには，所得再分配効

果が著しく強力であって， 一国の輸入可能財11:対する総需要の所得弾力性

作 )が単11:負であるというだけではなしその絶対値が充分大きくならな

ければならない。したがって，乙のような極端な場合は，理鈴的には可能

であっても，霊主要な意味をもつものではないといえるであろう。



第百部}技術進歩，経済成長，および

比較生産費

第11宣言技術進歩の分類

第 1節序 論

技術進歩は，それが生産方法の選択にどのような影響を及ぼすかという

基準i<::よ勺て，しばしば，r資本節約的J，r中立的J，および「労働節約的J
という三つのカテゴリーに分類される。しかし，現在では， ζの同じ用語

によって，ヒックスとハロッ ドが異った分類を行なっているのは周知のこ

とである日。

いうまでもなし技術進歩を種々のタイプに分類するととは，それ自体

が重要なのではなしそのような分類によって，ある事柄の分析を容易に

し，また結論を明確にするためである。つまり，技術進歩をどう分類する

かは，その分類を利用して行なわれる分析の内容に依存しているのである。

したがって，乙の章では，ヒックスとハロッドの二つの分類方法の優劣を

論じるつもりはない。技術進歩の性格については， ζれまでにもニ，三の

章で触れてきたが，経済成長の問題を扱おうとする場合には，技術進歩の

性格を明磁に規定しておく乙とが極めて重要である。そEで，本題である

経済成長の問題へ入る前I~，技術進歩の二つの分類方法の相互関連を明ら

1) Hkks (11)， pp. 121-12 (内回訳 (12)，144-145-<ーデ)ならびに Haπodσコ.p. 23 

および p.96番目a.なお，両者の関係を倫じた文献は多いが，たとえば.Robins。ロ(149)，
Uzawa (161)， Kennedy (110)， (112). Salter (40:コ， pp 田-44などが挙げられるであ

ろう.本軍は，とりわけ.ロピンγンおよび字択の論文に負うとEろが大きい.



1部 第lV部技術進歩，経演成長，および比較生壷費

かにし，また，分類されたそれぞれのタイプの技術進歩がどのような佐賀

をもっているかを考察しておくのが好都合であると恩われる。

考察の対象となる経済では，完全競争および完全雇用の条件が絶えず充

たされており，また.稀少な生産要素は労働と資本の二種類だけであって，

生産過程においてそれらは自由に代替可能であると仮定する。さらに，分

析を簡単にするために，生産は規模11:関する収斑不変の下で行なわれ.資

本財の各単位は無限の耐周年数をもつものと考えよう。第2節では，経済

全体を同質的な生産物を生産する単一の産業と考えるマクロ ・モデJνを対

象とし，第3節では，一つの資本財産業と幾つかの最終消費財産業とが存

在する場合を想定して，個々の産業で生じた技術進歩の性格について考察

する。第2節の結果は第12章で，また第3節の結果は第14章および第15章

でそれぞれ利用されるであろう。資本財産業と消費財産業とを明確に区gij'

した場合K，ハロッドならびにヒッタスの分類が経済全体としての技術進

歩の性格にどのようにあてはめられるかについては，経済成長の二部門分

析を行なう第15;t'tで検討するEとにする。最後K第4節では，産業速関的

相互依存関係、がある場合への第3節の結論の拡張について簡単に考察する。

第2節 一 部門分析

経済全体の産出高を X，労働量を V
"
資本ストックの量を V" 時間を

tで示し，総生産函数をつぎのように表わそう。

X=F(V" V" t) (1. 1) 

これまでに何度も示したように，産出高の第$要素投入量K関する弾力性

をめ，技術進歩率をπで表わせば，産出高の成長事は

X=Fom+π (1. 2) 
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ぞ与えられる。

第z妥3震の限界生産物を仰とすれば， 規模K関する収種;r;;変の仮定の

l':では， それは要素集約度 (す止わち，生産過程で二種類唖生産要曹が組合わさ

れる比率}と時間のみに依存するであろう"。

同=μ，(V，/V"1) (包=1.2) (1. 3) 

したが司て，その成長率はつぎのように表わせる。

ん=8i(1r，-v，)+附 (;=1，2) (1. 4) 

(_ V，/V， 0紺¥
ただし eiI ==~竿.':...!町手4F寸)は第 4 妥来限界生産物の資本集約度IC関Lμ， o (V，/V，)} 

(_ 10μ，¥ 
する弾力性，そして，ベ=ττは一定の資本集約度の下で，技術
進歩"よって生じる第 4要素限界生産物の成長率を表わす。

‘さらに，規模に関する収種不変の仮定の下では，技術進歩率πと各要素

の限界生産物の成長率ん との聞には，つぎのような関係があるの。

π=写0，ん (1. 5) 

ζれに(1.4)式を代入して

π= BO，{e;(九一九)+問，} (1. 6) 

が得られるが，乙の関係は資本集約皮の変化率(九-V，)がどんな値をと

っても成立するのであるから，

L;O..， = 0 
手間，町=π

でなければならない。

(1. 7) 

(1. 8) 

きて，ヒッタスが行なった技術進歩の分類"よれば，生産要紫投入量が

一定"保たれた場合"，労働の限界生産物を資本の限界生産物で割った比

2) 第1章，脚注 5).$照.

S) 第I輩， (3.13) 式書司，~... 
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率が時の経過とともに増大するか，不変に留まるか，あるいは減少するか

にしたがって，技術進歩は I資本節約的J，r申立的J.または「労働節約

的jであると呼ばれる。いま， (1. 4)式で V，=V，=oとすれば

'‘'‘ μ，-μ，=隅l-m~ (1. 9) 

が得られるから

m，望!!m2に応じてん量itta (1.10) 

である。つまり， (隅2-tnl) の符号がヒックスの意味での技術進歩のバイ

アスを示す乙とになる。

なお，第 1~主および第10章では，技術進歩の生産要素パイ 7スを示す指

標と して，生産要素相対価格が一定であるときの資本集約度の動きを用い

てきた。生産要素閣の代替が可能である限り，己の分類方法が上で述べた

ヒγクスのそれと全く同じ結果を与える乙とは容易に示される。

いま，労働用役の価格を資本用役の価格で割った比率をqとすれば，規

模IC関する収穫不変の仮定から，資本集約度は要紫相対価格と時間のみの

函数として表わされる。

V2fV.=タ(q，t) (1. 11) 

乙れから

V2-V， =σを+s (1.12) 

が導かれるであろう。ただし，←d可 3f)は二要素閲の代替開力
性，また，s (=吋可会)は先崎明した技術進歩の生産蹴パイ

アスを示す指標?である。ところで，完全競争経済では，

'‘‘  q=μ1一μ2 (1. 13) 

4
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が得られる。容易に確かめられるように，各要素について収種逓減の法則

が働いている場合11:は， el>O. e2く0，したがって均一向キOであるから，

(1. 14)式はまた

九一九=tIzf+そヨL
と書く乙ともできる。(1.15)式と(1.12)式とを比較すれば，

1 

および

d=ーー一一一-
t!l-eZ 

s=σ(m，-m，) 

(1. 15) 

(1. 16) 

(1. 17) 

である ζ とがわかる。つまり J (mZ-ml)の符号による分類と， 。の符号

による分類とは同じ結果を与えるのである。

なお， (1. 7)および(1.16)は， 8，および匂を含むこつの方程式を与え

u るから， ζれを 8;について解けば， 各要素の限界生産物の資本集約皮に

関する弾力性を，~出高の各要素投入量K関する弾力性と二要素聞の代替

軍事力性11:よってつぎのように表わす己とができる。すなわち

。，
el =:=マー，

0， 
e2=ープ」 (1. 18) 

である。

つぎに，ハロッドの技術進歩の分類について考えてみよう。ハロッドは，

利潤率(あるいは利干車)が一定であるとき，資本係数(すなわち，資本・産出

高比率}を減少させるか， 不変に留めるか， あるいは増大させるかによっ

て，技術進歩を「資本節約的J，r中立的J， または f労働節約的Jと呼ん

でいる。本節のような一部門分析では，資本スト iノクも産出高もともに同

質的な財の単位で表わされるから，資本係数は V，/Xであり， したがって，

時の経過に伴う資本係数の動きは， (1. 2)から
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V.'--X=  0 i(V.-:'Vi)ーπ(1.1町

で示される。また，同じ理由lから，完全競争の下での要素価格決定機構が

前提とされている場合には，資本の限界生産物と利潤率とを同一視するE

とが許される。そ乙で，利潤率一定の条件としてゐ=0とすれば. (1. 4) 

式から

v，-V，=l1m，jOl (1.20) 

が得られる。(1.20)を(1.19)に代入すれば，直ちに

π!!!O'ma 1::応じて v.-x歪o (1. 21) 

であるζ とがわかる。換言すれば，技術進歩率πが 0岡 2よりも大きいか，

それIC等しいか，あるいはそれより小さいかにしたがって，技術進歩はハ

ロッドの意味で資本節約的，中立的，または労働節約的である。

己の命題の意味は. (1.19)および(1.20)式を吟味すれば明らかになる

であろう。まず. (1. 19)式は，資本係数 (1:1:でほ資本の平均投入係数に等し

い)が， 生産要素の代替と技術の進歩の二つの要因によって変化する己と

を示している。技術の進歩は，その直接的影響として資本の平均投入係数

を引き下げるであろう。他方，それは生産方法の選択を通じて，間接的IC

投入係数IC影響を及ぼす。すなわち，資本集約度の変化IC対する資本の平

均投入係数の弾力性は，産出高の労働投入量IC関する弾力性!C等しい。と

Eろで，利潤率が一定であれば，資本集約度低(1.20)式で示された割合で

上昇するであろう。資本集約度の変化が，また，技術進歩の直接的影響と，

要素相対価格の変化IC基く間接的影響によって決定されるζ とは，既IC述

べた通りであるべ したがって，資本係数がどう変化するかは，技術進歩

による直接的な資本の平向投入係数の減少と，資本集約度の上昇に基く資

4) (1.12)式または (1.15)式幸照.
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本の平均投入係数の増大とのどちらが支配的であるかに依存する。もし前

者が後者を超えれば，技術進歩はハロッドの意味で資本節約的であり，逆

の筋合には労働節約的である。そして，両者が丁度バランスするときに，

技術進歩はハロッドの窓味で中立的である。

なお，ハロッドの用跨による技術進歩の分類は，つぎのような基増を用

いて行なうEともできる。 (1.12)と(1.19)から

V，-X=81(.!I+日一世) (1. 22) 

を導く Eとができる。ただし，<T-=π/81である。容易に確かめられるよう

に，世は，資本集約皮が一定に保たれたとき，技術進歩によ勺て可能とな

る労働平均生産性の成長率を表わしている。ととろで，(1. 4)と(1.18)を

利用すれば， ;f1J潤率が一定のとき，要索相対価格の動きは

。=骨
b 

となるととが証明されるから， (1. ZZ)は

v，-X=81IO-(1-.l<tl 
と害き換えられる。したがって，利潤率が一定のとき

8重(1ーσ)骨に応じて v，-X豆O
である。

(1. Z3) 

(1. Z4) 

(1.25) 

ζの分類方法を用いれば，ヒックスの分類とハロッドの分類との相互関

係が極めて明瞭になる。すなわち，技術進歩の分類は，ヒ ッタスの場合11:

は9をゼロと比較する乙とによって行なわれたが，ハロッドの場合にはそ

れを (1-.)悼の値と比較する己とによって行なわれる。したがって，0'=1 

の場合Kは，そしてその場合に限って，両者の分類方法が同ーの結果を与

えるのであるの。



174 第/v部技術進歩，経済成長，および比較生産贋

第3節多昔日門分析(1)

前節で検討したヒッタスによる技術進歩の分類方法は，特定産業におい

て要素集約皮が不変に保たれた場合I~. そのE量業における労働ならびに資

本の限界生産物が技術進歩によってどのように影響されるかを基準として

いたから，経済内IC多くの集った産業が存在する場合でも.個々の産業lζ

Eの分類方法をそのまま適用する Eとができる。しかし，ハロッドの分類

方法による場合，資本財と消費財とが異った財として考えられる場合ICは，

資本係数の動きは単IC資本ストックの平均投入係数の変化のみならず，資

本財と消費財の間の相対価格の変化にも依存する ζ とになる。そ Eで，本

節では，一つの資本財産業と多数の消費財産業とが存在する場合について，

ハロッドの分類方法に関して行なった前節の分析が個々の産業にどのよち

に適用できるかを考えてみよう。なお. ccでは，経済の生産構造は，基

本的生産要業の投入から最終生産物の生産までが各産業の内部で独立に行

なわれるようなものであるとする。

さて n個の産業の生産函数を

Xj=Fj(V叫 V2i.t) (j=1. 2. .... n) (2.1) 

とし，それらが要素投入量に関して一次同次であると仮定する。以下，資

本財産業を添字cによって示す。

各産業における産出高の成長事は，これまでと同じように

Xj=苧8"iVU+町 (;=1.2. .... n) (2.2) 

で与えられる。適当な計算単位で測られた各財の価格を台，生産要業報酬

5) ただし.非常に特殊な場合として技術進歩か芳働の限界全産物だけを地加させて，質木の限

界生産物には膨容を且ぼさない場合 (m，>O.m.=O)が考えられる.己申混合には，どちらの

分類方法によ。ても，技術進歩は賢本節車抽守である.
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率を叫とすれば，完全競争経済では. (2.2)式と対応して，つぎの関係

が成立する。

ゐ=28A.ーπ， (j=L 2， :"'， n) (2.3) 

事j潤専は，資本用役の価格を資本財の価格で寄!った値(叩，/か)と考えら

れるから，事l潤率が一定ならば，

四Bーか=0 (2.4) 

である。この関係と (2.3)式から直ちに

• q=叩lー叫，=π，/0，，=骨e (2.5) 

が導かれる。すなわち，利潤率が一定ならば，労働の相対価格は，資本財

産業における労働生産性上昇率と同じ割合で上昇する。

つぎに，第1財産業の資本係数を町とすれば，それは第1財産業で使

用される資本スト γクの価値を産出高の価値で割った値として定義され

右目。

κ= pcV2i 
J- PJXj 

(j=1.2，...，旬)

したがって，各産業における資本係数の動きは

的=(P'-Ti)+(V2/-Xj) (j=1. 2， "'，叫

で与えられる。

(2.6) 

(2.7) 

まず資本財と消費財の相対価格の動きについては. (2.3)式から

p，-Pj=(O，，-811)q (jキc) (2.8) 

が得られるから，利潤率が一定のときには，

tc-Pi=81j(φ，一恥) (jキc) (2.9) 

S) 資本部ままは，もともと n開聞」という世元だけをもっ旗輩、でめるから，賢本スト 7グおよa
産出商を何らかの共通単位で表わした上でそれらむ比率をとらねばならない.ζの点について

は.Harrod (7)且 p.78および HarrQd(88)世会R賀されたい.



116 第1V部技術進歩，経憤成長，および比院生産費

という関係が導かれる。他方，各産業における資本投入係数の動きについ

ては，前節と閉じように，

V2i-X;=Oli(c;q+8;~"';) (j=1.2. ...; n) (2.10) 

が成立つから. ~J潤E容が一定の場合には，

V，I-X;=Oli(的め+81一世1) (j=1.2. ....旬 (2.11)

と書く ζ とができる。 (2.9)および (2.11)を (2.7)IC代入すれば，

~/ =Oli{{31一 (l-cM，}

が得られる。したがって，

(j=l， 2. ・・，循) (2.12) 

{31重(1-C1)<!>d::応じてん妻o(j=1.2.....旬 (2.13)

である。換言すれば，めが (1一向)世eより小さいか，それに等しいか，あ

るいはそれより大きいかにしたがって，第j財産業における技術進歩はハ

ロッドの意味で資本節約的， 中立的，または労働節約約である。

乙の命題の一つの系として，資本財産業で全く技術進歩がない場合 (<t，

=めには，要素間代替弾力性の値いかんに拘らず，ヒックスの分類とハロ

ッドの分類とが一致するという結論が君事かれる円。しかし， 技術進歩が専

ら消費財産業11:集中的11:生じると考えるべき先験的な根拠はなしまた後

11:明らかにするように，資本ス トックの均衡成長率は本質的11:資本財産業

における技術進歩率に依存しているのであるから，乙の特殊な場合の経済

的重要性はそれほど大きくないといえるであろう。

第4節多部門分析 (2)

前節の分析は，ある単純な場合には，極めて容易に産業速関的相互依存

:1): 1:.弔踏輸は.Kennedy UlO). (112)ではじめて明らかにされたも申である.なお. ζ申

点について悼，第1(軍で.，う告し詳しく論究する.

d 
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関係、が存在する場合へも拡張する己とができる。いま，第y財産業の生産

函数が

X;=F;(V1j， V，j， 1) (j写1.2，・.n) (3.1) 

Xltj=altjXj (j;k'= 1. 2. ...; n) (3.2) 

という形で与えられる場合を考えよう。 己乙でX"jは第y財産業における

第h財の中間財投入置を表わし，a"lはその投入係数で，定数とする (a'ltj 

孟0)。また， 函数F;は， ζれまでと同じように，基本的生産要素投入賞

に関して一次同次であると仮定する830

第1財の純価格を

げ=拘-peahj (j=1. 2. ....勾) (3.3) 

と定義しよう。純価格というのは，価格から生産物単位あたりの中間原料

貨を差引いたもので，それはまた，産出高一単位あたりの附加価値に等し

む、。 そうすれば， 完全競争の下での利潤極大条件から

「
相i=pj事μ./ eこ::i， J (3.4) 

が得られる。完全競争の下での均衡条件は，

PJX，=paXM+号制Vij (j=1.2; ・.n) (3.5) 

ま7こは

p;*=平ω長 (j= 1. 2. .... n) (3.6) 

で与えられるから

内務叫υ一丸)

=}]O仰・+}]Oi;Vり-X;

8) とれとよく似た生庫函散を用いて各部門成長そデルの計E舟析を行なった申は.Johanscn 
(17)である.
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したがって，

p/，，=B8ijWi一 町 (j= 1. 2. ....惚) (3:7) 

が導かれる。 ζれは，前節の (2.3)式lζ対応するものである。

そEで，ある産業における資本ストックの資本財純価格による評価額を

その産業の附加価値で割った比事を新しい~味での資本係数と定義し，資

本用役の価格を資本財の純価格でWJった比率(叫/世，')が一定のときに，

乙の意味での資本係数が減少するか，不変K留まるか，あるいは増大する

かに応じて，技術進歩は資本節約的，中立的，または労働節約的であると

呼ぶζ とにしよう。すなわち，

i*=叩，jp，'
，，;*=tc:主t
J 云耳

、と定義すれば，

♂=加2-P，*=O

のときには. (3.7)から

q=o， 

が導かれる。また (3.めから

(j=1. 2. ...• n) 

(3.8) 

勾 (3.9)

(3.10) 

(3.11) 

か=(t，*一五，j*)+(lI2iーXj} (j= 1. 2. ...• n) (3.12) 

である。己のように. (3.7)， (3.11). (3.12)式は，前節の(2.3)， (2. 5) ， 

(2.7)式に完全に対応している乙とがわかる。つまり. (3.1)および(3.2)

式で示されるような産業連関関係が存在する弱合でも，必要な概念を附加

価値のタ ームで定義し直す乙とによって，前節の結論をそのまま用いる乙

とができるのである。



第12章技術進歩と経済成長

第 1節序 論

経済全体としての動態的な成長経路の性格を分析するいわゆる巨視的動

態論において，技術進歩が果す役割は早くから認識されていたけれども，

経済理論において技術進歩の重要性を強調するζ とは，現実の生産構造の

長期的変化を支配する諸要因についてのわれわれの知識があまり豊かでな

いζ とを示すに過ぎないとも言われている。にもかかわちず，現実lζ，生

産要素の投入量の増加だけでは説明し尽せない産出高の増大がある以み，

技術進歩が他の経済諸変量!C与える効果を分析するEとは，決して無意味

ではないであろう。

d経済進歩と分配jと題する ヒックスの古典的な労作が著わ されて以

来日， それを基礎とし，あるいはそれに対する批判として，経済の時間的

な変化の過程における技術進歩の種々の局面はかなり詳しく研究されてき

た。しかし，私の見る限りでは，技術進歩の諸性格，とくに新古典派成長

理論におけるそれは，なお完全に明らかにされているとは恩われない。ヒ

ックスは技術進歩が所得分配に及ぼす影響を考察する目的で.生産要素の

使用IC関して中主的であるか否かによって技術進歩を三つのタイプ11:分類

したが，本章では，成長理論との関連で，編悔した技術進歩の窓味を考え

1). Hicks (11)， Chap. VI (内田訳【12)，t(.~車).ヒッグス自身によるとの問題の展開につ

いては.Hicks (11)， Sect回nn， 3 (内国民 (12コ，iIi補). and Section III. pp.お5-
話。幸照.
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てみようと思う。

新古典派の成長理論と呼ばれるものは，通常，正の実質報酬率の下での

生産諸要素の完全扇用，ならびに，あらゆる市拐での完全銭争という仮定

によって特徴づけられている。本意では，さらにつぎのような仮定を設け

てモデルを単純化する乙とにしよう。

i )経済全体を一つの同質的な生産物を生産するー産業と考え.その産

業は規模lζ関する収種不変の下で生産を行なうものとする。

ii)経済的に稀少な生産要素は労働と資本の二種類とする。

iii)資本財の各単位は無限の耐周期間をもつものとする。そじて，

iv)経済全体としての平均貯蓄性向は一定であると仮定する。

とのような諸条件によって規定される経済について， 議論の出発点とし

て均衡成長経路を考える Eとしよう。 ζEで，均衡成長というのは，資本

ストックが一定の百分率で成長し，しかも利潤率が不変に留っているよう

な状態を意味するものとする。そして， (1)どのようなタイプの技術進歩も

均衡成長経路の存在と両立するかどうか，また，もしそうでなげれば，均

衡成長の諸条件を充たす技術進歩のタイプはどのようなものか.位)技術進

歩の性格が均衡成長の条件と両立し得るものであっても，実際11:経済がそ

の経路から外れた場合11:，再びそ己へ戻る可能性があるかどうか，また，

そのための安定条件は何か，そして， (8)均衡成長経路の安定性を保証する

ような調整機構が考えられるかどうかといった問題を考えてみよう。

まず.次節で前記の仮定に進いた一つの成長老デルを構成し，それ以後

の諸節で乙れらの問題を阪にとり上げる乙とにする。



第12章技術進歩と経慌成長

第2節 一つの新古典派成長モデJレ

本章では，つぎのような記号を用いる。

x=産出荷

V1=総労働量

V2=資本ストックの総量

JJi=第s要素申限界生産物

w戸第s要紫の実質報酬率

n=ー定の労働の成長率

s=社会生体の平均貯蓄性向

=時 間

ただし， i==1.2である。他の記号は，議論の途中で定義する。

181 

きて，つぎのような連立方程式で表わされる一つの成長モデルを考えよ

う。

(生産函数}

X=F(V，. V，. t) (1. 1) 

生産函数の一次向次性が仮定されていれば，任意の生産要素の限界生産物

体，資本・労働比率と，時間の経過11:伴って変化する技術知識の水準にの

み依存する。

{鏡争条件)

制 =μ，(V，/v，.t) 

{労働峡給申時間経路}

V，(t) = V，(O)."' 
{貯蓄・投資の均等l

v，=sX/v， 

(i= 1.2) 

なお，変数の上の内は，その変数の成長率を示す。

(1. 2) 

(1. 3) 

(1. 4) 

以上の5式はI"X，Vi，および聞の5個の変数を含む一つの勤学体系を

つくる。 Eれらの式を tについて対数微分すれば，次式が得られる。
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X=8，V，+O，V，+π 

^ 
叫 j=ei(V2- V 1)十隅i

V1=n 
A 

v，=X-v， 

(i= 1，2) 

(1. 5) 

(1. 6) 

(1. 7) 

(1. 8) 

ただし，新しく導入された記号の定畿およびその意味は，つぎの通りであ

る。

いま，

0，三 ω;Vi/X 第z要素の相対的分配率)

1 fJx 
π=xマγ (技術進歩率)
_ V，/V， 1)μi 
・==.;， 'II(V計百 (第 z要素限界生産物の資本・労働比率に関す号

弾力性)

1 f) 1li 
m，三予-~â子 [一定の資本・労働比率の下で町第 S要素限界生産物の

成長率)

=1'111" 平#手労働と資料関白代替弾力性}
v，/v， d凹 μ:2)It=coftn・

と定義すれば，前章で証明したように，上で定義した商量の聞には

π=[:8，隅g

，，=8，/<1 

向=-Odσ

という関係がある乙とに注意してお己う。

第3節均衡成長経路の性質

(1.9) 

(1. 10) 

(1. 11) 

まず，第l節で示した最初の問題から始める。(1.8)式は，資本スト γ

クが一定の正の率で成長を続けるのは，X=V，>Oの場合，換言すれば，
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E量出高と資本ストックが同ーの百分率で成長する場合であり，またその~~

合IC限られるEとを示している。もし利潤率も同時IC一定であれば，国民

所得IC占める利潤の割合もまた一定IC留るであろう。 ζのζ とから，均衡

成長経路が存在すれば，その経路に沿って，技術進歩1:1ハロッドの意味で

中立的でなければならぬといえる。というのは， 一定の利潤率の下で技術

進歩が資本.ilE出高比率IC影響を与えない場合iζ，それはハロッドの意味

で中立的であるといわれるからであるへ もっとも cの命題は，経済が

均衡成長経路上にあるための必要条件を示すものであって，経済が均衡成

長経路外にあるときの技術進歩の性格について限定を加えるものではない

ことIC注意Lなければならない。

本章では，常tζ技術の改善が行なわれ， しかも労働と資本の両者が正の

実質報酬率の下で鹿用され続けるような均衡成長経路が存在する場合IC主

として関心が向けられている。と乙ろで，前章で証明したように，技術進

歩がハロッドの意味で中立的であるための必要充分条件は， π==O'1naとな
2 

るζとである。したがって， π>0のとき，均衡成長の下では必ず m，>O
である。換言すれば，均衡成長と両立するような技術進歩は，必ず一定の

資本 ・労働比率の下での資本の限界生産物を地大させる。

それでは，両要業の報酬率が正であるという乙とからどのような条件が

導かれるであちうか。均衡成長の下では

dma=π=(1-8，)m，+8抑 2 (2.1) 

でなければならない。 したがって，もし問1=問2なら，d=lでなければ

ならない。もし m，キ問2なら. (2.1)から

8， =m，(l-d)/(m，一問。 (2.2) 

2) Harrod (ηp. 23 
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および

0，= (I1m，-m，)!(隅2一隅，) (2.3) 

であるから，均衡においてれとのの両者が正であるためには，つぎのど

ちらかの条件が充たされねばならない。すなわち，

桝，>問2 のときには隅，f刑 ，>11>1 (2.4) 

または

m，<隅2申ときには 1>σ>m，!削 2 (2.5) 

でなければならない。

以上の結論を要約しておEう。均衡成長の下では，ヒックスの意味での

資本節約的技術進歩の場合，要素間代替猟力性は1よりも大きく，か世

間 ，!m，よりも小さくなければならず，また，ヒックスの意味での労働節約

的技術進歩の場合， 要素間代替弾力性は lよりも小さしかっ問t/maよ

りも大きくなければならない。 そして， ヒックスの意味での中立的技術進

歩は，もちろん，了度111:等しい代替弾力性と組合わされねばならない。

乙れらは，正の要素報酬率を伴った均衡成長経路を得るための必要条件で

あって， ζれ以外の場合には，そのような均衡成長経路は存在しない。

第4節安定条件

経済成長彊論の発展11:大きな貫献をなした論文の中で. ソローおよびス

ワyは，それぞれ，生産函数がコップ ・ダグラス裂であIJ，技術進歩がヒ

ックスの意味で中立的である場合11:は，均衡成長経路は安定的である乙と

を証明しため。その後，字沢は技術進歩が常にハロッドの意味で申立的で

ある場合を考察し，新古典派的成長過程が大域において安定的である己と

3) Solow (151)および Swan(15η 参，昭.
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を証明するのた成功したペ生産函数が常 I~ 11~等しい代替脚力性を持つ

場合I~は，技術進歩の中立性I~関するヒックスの定義とハロッドの定義と

は同値となるから，字沢の結果は，ソローとスワンの結果を一つの特殊な

場合として含むものである。

しかしながら，字沢の得た己のような明快な結論は，技術進歩が単に均

衡成長経路I~沿ってのみではなしあらゆる成長の局面で常にハ ロ ッドの

意味で中立的であるという仮定K基いている。もっとも，ハロッドの意味

における中立的な技術進歩は，決してヒックスの意味での偏傍した技術進

歩を除外するものではない。事実，技術進歩がハロッドの意味で中立的で

あれば，要素聞の代替弾力性が1より小さいときには，それはヒ yクスの

窓味で労働節約的でなげればならず，逆に要素簡の代替弾力性が1より大

きいときには，それはヒックスの意味で資本節約的でなければならない。

しかしながら，本節では，成長のあらゆる局面で技術進歩がハロッド的中

立性をもっという仮定を除き，技術進歩に関する他の仮定を設ければ，己

の役者の場合 {すなわち.要罪問代替弾力性が1より大き<.笹術進歩がヒクグス

の意味で資本節約的である場合}には，均衡成長経路が不安定となる乙とを示

そうと思う。

きて. (1.1) -(1. 4)の体系がっくり出す成長経路の安定性を調べるため

に. (1. 5)および(1.7)を (1.8)に代入すれば，

dV./dl=ー[(1ーの)(九一n)ーπ)V， (3. 1) 

が得られる。他方，利潤の相対的分配率の定義から，その成長率は

0，=柑 ，+v，-x (3.2) 

4) Uzawa (161) 
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で表わされるが.• (1. 5) ~ (1. 7) • (1. 9). (1. 11)式を考慮すれば， ζれは

争42Md[{1-t)ル n)+(閉門)] (3.3) 

と書き換えるEとができる。

もし. どの時点においても常11:q=  1であり，また ml=mZであれば，

明らかに v，の値如何附らず dO';dt=Oとなり，同時11:. v.~叶J7
.l.-V2 

に応じて dV，/dt~O となる乙とがわかる。つまり， 要素問の代替弾力性

が111:等しくれたがって，生産函数はコップ ダグラス型であり).またa 技術

進歩が中立的であれば.利潤の相対的分配率は常に一定であり，資本ス ト
ザ 、

ックの成長車はその均衡値(叶亡EZ)iE収束する。換言すれば，成長

過程は安定的であるといえる。

そζで，つぎに要素聞の代替弾力性が1に等しくない場合を考えてみよ

う。 (3.1)からわかるように，技術進歩が存在する場合11:は，資本ストッ

タの均衡成長寧は必ず労働の成長率を上廻る。とのように，一国の資本・

労働比率が一定の率で上昇しているときに， 利潤率が不変に留る(したが

って.(3.3)において d8，/dt=0となる)c.とができるのは， つぎのどちらか

の場合11:限られるであろう。すなわち. (i) σ>1 で ml>m~ であるか，

あ石いは (ii)q<1で 制1<隅g となる場合である。以下ではc.のニつの
場合ict量論を限るEとにする。というのは，要素閑代替弾力性が 111:等し

くない頃合には. c.のニつの場合を除けば.均衡成長経路そのものが存在

しないからである。

いま，要素聞の代替弾力性が時閣の経過を通じて一定であり，また，技

術進歩が各要素の限界生産物11:影響する湿度.すなわち.問aおよび隅2が

外生的11:与えられたものであると仮定しよう。そうすれば. (3.1)および
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(3.3)は，V，とれを変数とする連立微分方程式と考えられる。r.れを

dV，!dl=/(九0，)
dO，!dl=g(V"O，) 

と表わしておEう。いま， ζの体系に

/(V，てO，*)=g(V，*，0，*)=0 

(3.4) 

(3.5) 

となるような，ある均衡解(九への*)が存在するものとする。そうすれ

ば， (3.4)はつぎのような線形の動学体系で近似する己とができる。

H ・
一二(V，-V，*) = /.*W，一九*)+12ホ(0，-0，・) I dt ，. 1. .1'" ，." .，." . J"  \ ~ 4i 

n 、，、
す (0，-0，*)= Cl*(V'-11川 &，*(0，-0，*)

(3.6) 

ただし，
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である。 Eの動学体系が!j、域において安定であるための必要充分条件は，

固有方程式

;"-1>勺-g，*j，*=O

の根が負の実数部分をもっEと，すなわち，

1>*<0および C，*/，*<O

(3.7) 

(3.8) 

となるEとである。とEろが， 第3節で述べだように， π>0の下で均衡
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• 成長経路が存在する場合11:は，必ず v.*>o.t>O.'>O.そして問，>0で
あった。したがって./t*<0およびf，噂>0が保証される。 ζのEとから，

安定条件 (3.8)は.g，'<O.すなわちa<lと同値になるととがわかるであ

ろう。

Eれまでの結果を綜合すれば，技術進歩が存在する場合，労働および資

本が正の実質報酬率の下で雇用きれながら経済が均衡成長を達成し得るの

は. (i) 代替弾力性が1に等しく，技術進歩が中立的であるか. (且)代替

弾力性が1より小さし技術進歩がヒックスの意味で労働節約約であるか，

あるいは (iu)代替弾力性が1より大きく，技術進歩がヒックスの意味で、
資本節約的である場合に限られるが，もし代替弾力性が一定であれば. (i) 

および (u)の場合11:は均衡成長経路は安定的であるが， (iii)の場合には，

それは不安定であるといえる。

第5節誘発的技術進歩

乙れまでの簸論によって，技術進歩が成長のあらゆる局面でハロツド的

中立性をもっという仮定が，均衡成長経路の安定性を保証するのに重要な

役割りを果している Eとが明らかにされた。前節では，乙の仮定がとり除

かれた場合11:，均衡成長経路が不安定となる可能性がある乙とが示された

のである。しかしながら，とのような不安定均衡の可能性は，技術進歩の

性格に関して，それほど非現実的ではない一つの制限をつけるEとによ勺

て，容易11:取除く ζとができる。

いま技術進歩のパイアスがつぎのような形で生産要素価格の相対的な変

化率に依存していると仮定しよう。

sign(町一隅1)= sign(q) (4.1) 
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ただし q三町/叩2 は賃銀率を利潤率で除した催を示す。換言すれば，技

術進歩は，相対的に高価になってきている生産要素の使用を節約するよう

な性絡をもっと仮定する。乙れは，ヒッタスが f誘発的技術進歩jと呼ん

だものに他ならない目。 とEろで，定豊島によって

'‘^ q=叫 2ー却2

であるが. (1. 6) ， (1.10)および(1.11)を使えば，乙れは

q+(m，ー閉伊7(Va-VI)

と書〈乙とができる。したがって. (4.2)と (4.めから

(4.2) 

(4.3) 

ジ2-Vlミ~O に応じて q;;':O および隅2-mlミo (4.4) 

であるといえる。 しかし，均衡成長経路の近傍では V2一円>0であるか

ら q>O，情 2-ml>0でなければならない。つまり，技術進歩がすべて誘
発的であれば，資本ストックの成長率が労働のそれよりも高い均衡成長経

路の近傍において，技術進歩はヒッタスの意味で労働節約的となるであろ

う"c.れは，不安定的な均衡成長の可能性を除外する。

本章を終る前IC.本章で考察した動学体系内のいくつかのパラメタ ーの

自生的変化が，産出高および資本ストックの均衡成長率ならびに各要業の

相対的分配率に与える効果を簡単に考察してお乙う。ただし. c. '-では，

均衡成長経路が安定的である場合だけを取上げる。

まず，代替弾力性が111::等しく，技術進歩が中立的である場合には，明

らかに，労働成長率(悌)ならびに技術進歩率 (ml=刑，=π)の増大は.箆
出荷ならびに資本ストックの均衡成長率を高めるが，各要素の相対的分配

率は何の影響も渓らない。

5) Hicks (11)， p. 124 (内田訳(12コ.149ページ).また Fellner(79)参，町.
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代替弾力性が1より小さく，技術進歩がヒック Zの意味で労働節約的な

場合11:li，V，'および 0，*を n，(1， 桝1，およびm，についてそれぞれ偏

微分して

を得る。

8v2'" _， 802‘A 
す;-=1.. 8;i=υ 

80./. 
号子弔三矛手>河0 万寸?

(4.5) 

) '" (J...." 81叩叩9九I事 m，(l-σ司
務了=-f7<o，説-=一石戸羽"<0 (4・7)

V2'" (J ......̂  882事 情 ，(1-")~;:::，一一ァ>0. 古-=-:=千早ιニ兵士差o (4.8) 
υm2 .1.-一σ υm2 ¥mz-ーmlJ-

労働成長率の増大は，先の場合と同様に，均衡成長率を高めるが，所得

分配には影響しない。代替弾力性の摺大は，均衡成長率を高め，同時に利

潤の相対的分配率も高めるであろう。

技術進歩の結果生じるー喪主Eの限界生産物の成長率が糟大する己との影

響は，通常の場合11:は，他の要*のそれの逆である。すなわち，桝1(また

は町}が織大すれば， 均衡成長率は下落{または上昇}し， 賃銀(または利

潤)の均衡成長経路における相対的分配率は高まるであろう。 しかしなが

ら，m，の変化が所得分配lζ及ぼす影轡の方向は， 一般的には確定できな

い。なぜなら，均衡成長経路IC沿って叫1が正でなければならないという

理由はないからである。柵1が負となるような極端な場合には， 技術進歩

が以前よりも一層労働節約的となったと きに， 均衡成長経路上での賃銀の

相対的分配率が高まるという逆説的な結果が生じるであろう。
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[追記1 本章の内容は.1963年由春1<:書かれたものであるが，その後.H

ローズ教授と数回1<:亘勺て討論および文通を行なった結果，私1"1.技術進歩が存在

する場合の均衡成長経路の安定性が，技術進歩のE容をどのような形で外生的に与え

られたものとして考えるかというととにも依存しているEとを知った.本章では，

技術進歩のパイアスfC1.{{点をあわせたため.情tおよびm.を外生的1<:与えられた
も白として取叡っているが.ζの他同， Rad石などが外生的1<:与えらるほ
えるとともできるであろう.ζのような分析方法のi!.I意性は，銀本的1<:は，技術進

ー歩をもたらす機構が体系の内部で扱われていないととに基いている.しかし，現在

の段階では.<:の問題に対する満足すべき解答は見出されておらず，本書でもそれ

を将来の銀題として残さざるを得なかった.
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第13章 投資および収穫逓増と経済成長

第 l節序 論

規模IC対する収護逓増，とりわけ非可逆的な外部経済は，一産業あるい

はー経済の成長過程における一つの重要な要因であると考えられてきた。

Eの現象は，もともと経済の動態的な成長過程を説明するー婆図としてと

りあげられながら，均衡分析の発展11:伴って，完全競争を仮定する理論の

枠内11:安住の地を見出すEとができず r-産業にとっては内部的である

が，その産業内の個々の企業にとっては外部的であるような大規模生産の

経済jという僅かな地位を与えられたに過ぎない。にも拘らず，経済発展

の問題を扱う多くの学者が，様々な臭った内容をもたせて大規模生産の経

済あるいは外部経済という用語を復活させようと試みている Eとは.大規

模生産の経済そのものが，動態的な箆済の中で，やはり無視できない重要

性をもっているEとを示唆しているように恩われる九

しかしながら，同じように経済動態過程を対象とする経済成長の理論，

とくに生産函数の概念を用いて分析を行なう新古典派的成長理論では，生

産函数の一次同次性が仮定されて，大規稜生産の経済がかえりみられない

己とが多い。というよりも，生産函数の時間的なジ7 トを技術の進歩It:;!!!;

1) 外部経済に関する古典的な文献としては Marshall仁:25)，esp. Book lV. Chap. X， 

Young (166)， Sra百a(1国コ.Viner (1臼.J.Ellis=Fellner (78)， Meade (12司などが
帯げられるであろう.経済発展理論との関連で外部経演を自命じた文献は枚挙にいとまがないの

't'.それらについて回展望在行なったも白とLて.Balassaα:). Chap. 7 (中島訳 (3コ，第

七草)を準げるに止める.
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くと解するととにより，それに経済成長の推進力としての役割をになわせ

ている。

ある人々は.実証分析を廷として，合衆国の過去百年聞における生産性

上昇のうち，極めて多くの部分が，資本蓄積ではなく，技術の進歩によっ

て説明されるとさえ主張しているお。 しかしc.ういった綴論で技術進歩

と呼ばれているものは，多分11::後維な内容を含んでいるものであって，技

術進歩と呼ばれる生産条件の改善のすべてが外生的なものとして扱われる

よりは，むしろそのある部分は外部経済に基く収穫逓増に帰せられるべき

ではないであろうか。本章で，私は，乙ういった問題意識から，労働生産

性の上昇をもたらす幾つかの要因を区別して考えてみようと思う。

第2節では，単純な総生産函数による分析方法を用いて，大規模生産の

経済が長期的な成長率11:及ぼす影響を簡単11:考察する。ついで第3節では，

やや異なった方法，すなわち，投資と技術進歩の依存関係を陽表的に取扱

おうとしたソローの試みωを応用して同じ問題を扱ってみよう。第4節「で

は，第3節のモデJレで示された成長過程の諸性格をもう少し詳しく分析す

る。最後に，第5節では，最大の消費水準を継続的1<::達成するような最適

成長経路がどのような条件の下で実現されるかという問題を収筏逓増条件

の下で考察する。

第2節単純な新古典派モデル

本節では，数多くの企業が存在するー企業を考察の対象とする。そζで

2) Abramovitz (42コ，および Solow(152:コを事明.なお，アメリカの火力量電産業におけ

る収穫逓増申重要性を生産要構の代替や純粋な技術進歩との比較において強調した興味深い実

証研究として Ko田 iya(11め がある.

3) Solow (l臼).本章はまた Phel田(136)に負うととるが大きい.
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は，完全競争が支配的であるが，経済全体についての外部経済が存在する

ものとする。そうすれば，経済全体としての産出高水準は，個々の企業に

とっては与件であるが， 経済全体についての総生産函数を考える場合11:は，

変数として考えられねばならないであろう。いま，Xを総産出高水準;K

を総資本ス トック Lを総雇用労働置とし，時間を tで表わせばc.の総

生産函数は，

X=F(K， t， x， t) 

のような形で表わされる。

(1. 1)を Sについて微分すれば

(1. 1) 

dX fJF dK . fJF dL. fJF dX . iiF 
す-=方K ';U' +万rヲ7+事x-;; + a~ (1. 2) 

が得られる。ζ 乙で，もし外部経済が存在しなかったとすれば，総生産函

数は要素投入量11:関して一次同次の性質をもつものと仮定しよう。さら11:，

資本と労働の聞の代替弾力性が 111:等ししまた，大規模生産の経済は，

それが最適要素比率の選択に何の影響をも及ぼさないという意味で，中立

的であると仮定しよう。乙れらの仮定の下では， (1. 2)はつぎのように書

き換えられる。

X=~ー[aK+(1-ah.+πJ (1. 3) 
1-ρ 

/ iiF¥ 
乙こで，P¥=百は規模に関する収磁酬の程度を表わす測度である。
ρが正，ぜロ，負のどの値をとるかに応じて，規模11:関する経済は，逓増

的，不変，あるいは逓滅的である。しかし，経済的に意味のある結果を得

るためには，ρの値は1よりも小さくなければならない。もしそうでなけ

れば，経済は瞬時にして爆発的な成長過程11:入るという非現実的な結果が

/ K iiF¥ 
得られるからである。αl-7官)は資本用役の価格が競争的11:決定
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される場合の資本の相対的分配本を示す。乙乙で，生産要素価格が競争的

に決定されるというととは，生産要諜の価格が，その要業の社会的限界生

産物価値ではなく，その私的限界生産物価値I(等しくなるという Eとを意

f 1 dL ¥ 
味している。労働の成長率はベ=yす )で表わされているが，己乙

ではそれが外生的I(与えられた定数であると仮定しよう。般後IL←走。F¥
ヲT)Iま，生産要素投入品や産出荷水準とは独立に生じる生産条件の改善
の程度を示す掛~&である。鋭敏に関する収様変化の場合と同じようにL.

の効果も要素集約性I(関して中立的であると仮定しよう。 Eの仮定と，要

紫間代替弾力性が1に等しいという仮定とがあれば aが常I(一定値をと

る乙とはよく知られている。

さて，いま考察の対象となっている経済では，年々総所得の一定割合 s

が貯蓄され，それが総資本スト ックの増分として追加されるとしよう。す

なわち

dK 
dT=SA (1. 4) 

である。 Eの式は，また，資本設備の減価償却およびその置換の問題が仮

定によって除かれている ζ とを意味している。(1.4)から

dK • • ... ~ !'...̂--一=(X-K)K (1.5) 
dt 

が導けるであろう。最後に (1.3)を(1.5)に代入すれば，つぎのようなk

k関する線型微分方程式が得られる。

dI< 1 
ヲγ=一τ=7〔(1-aーρ)Kー(1-"，)"ーπ]K (1.6) 

(1. 6)がI<I(関して正の定常解をもつのは.1-0:ーρ>0のときに限られ

るEとは明らかである。もし乙の条件が充たされれば. (1. 6)式の一般解

は
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企(1)=[主+(丈一主}xP.{_J!者叫r
(1. 7) 

となる。己己で K.は初期時点 (1=0)における資本の成長率を示し，ま
た

である。

-U..，.，.色二組旦土豆
一 1-αーρ

仮定によって {(1-a)悌+π}/(1ーρ)>0であるから，

lim K(I)=K* 
'一・旬 、

(1. 8) 

(1. 9) 

である。すなわち，任意の初期条件から出発したとき，経済の成長率は漸

近的にその定常値 K*に収束するという意味で，成長過程は安定的である。

均衡成長経路においては，資本・産出高比率(K/X)が一定であるEとは，

(1. 5)式から明らかであろう。

つぎに，収穫逓増現象を与えられたものとして受取る代りに，生産の一

般的条件が正の投資の存在によって改善されると考えてみよう。投資の存

在とは独立に生じ得る技術進歩も考慮すれば，総生産函数は

X=F(K. L. K. 1) (1.10) 

と審〈乙とができる。ただし， ドットは時聞に関する徴係数を示す。乙れ

をtについて微分して

dX 8F dK . 8F dL . iJF 8K . 8F 
す了=万五fa.-t-+方rヲi+ 81<ヲ7+方t (1.11) 

を得る。貯蓄性向が一定であれば. (1. 4)から

dK dX 一 =_'1:--
dl -dl 

(1. 12) 

であるからc.れを(1.11)に代入し， ρの定義をρ=s(fJFIfJK)と変更す
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れば，再び (1.3)と同ーの式を導く己とができる。換言すれば，一定の貯

蓄性向をもっ経済においては，正の投資の存在に基く生産条件の改善は，

大規穫生産の経済と同ーの効果をもっといえる。

もし ρ=0 なら，すなわち，規事~K関する収種不変の場合Kは

K*=叶fz (J.l3) 

という周知の結果が得られるであろう。乙れに対して， ρが正の値をとる

ような経済は，他の事情が等しいとき{すなわち，n，π，α申低が同ーのとき}

ρがゼロあるいは負である経済11:比べて，より高い成長率をもっという意

味で，一層勤勉的な性格をもっととになる。

第 3節 拡張された新古典派モデソレ

技術革新は，すべての場合ではないとしても，多くの場合，それが新し

い種類の酎久資本設備に具体化されて始めて有効に利用されるという観察

を基にして，ソローは新古典派的な生産理論を拡競し，建設期日を異にす

る資本設備を区別して取扱う乙とによって投資と技術進歩の関連を分析し

ようと試みたの。 しかし，資本設備に具体化される技術進歩に注意を集中

するために，ソローは[すべての技術進歩が一様で，かつ時間的にほぼ指

数函数の形をとる Eと，および，資本財はその建設時点での最新の知訟を

体化しているが，それ以降の技術の改善は全く取入れられないEとJを仮

定している目。他方，フェルプスは，経済成長IC関する投資政策の意義を

吟味した論文の中で，ソ ロー・モデル1<::伝統的な新古典派成長理鎗で扱わ

4) 前記脚注3)申請文舎照.なお，同様な手法は.脚注3)に挙げた文献の他に， A町 ow(59)， 

Kaldor=Mirrlees (105)， Salter (143)，および Swan(158)などにも用いられている.

5) Solow 05勾.p. 91. 
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れてきたような型の技術進歩を再導入した汽それは，経営組織の改善な

どに基く技術進歩で投資活動とは独立に生じるものであり， したがって新

旧いずれの型の資本設備に対しても同じ影響を及ぼすものと考えられてい

る。

しかしながら，技術進歩の型としては，丁度乙れら二つの中間Iζ隠する

ようなものも考えられるであろう。すなわちa 異った製造年月日をもっす

べての資本綾備によって共通1<:利用されるが，その率が経済の年間粗投資

水準1<:依存するような型の技術進歩がそれである。本節では，一定の貯蓄

性向をもっ経済においては，乙の最後の型の技術巡歩が.経済全体につい

ての収磁逓増現象を生ぜしめる Eとを示そう。

いま， X，(I)をu期に生産された資本財を用いて生産される t期の産出

高，K.(I)をu期。E生産された資本財の物的単位で測った t期における現

存量， L.(I)をu期1<:生産された資本財の t期における現存量と組合わさ

れる労働盆と定義する。砂期における粗投資すなわち K.(ν}を便宜上l(吋

と表わす乙とにしよう。そうすれば，X.(I)についての生産函数をつぎの

ように表わすことができる。

X.(I) = Ae"' {1(I)l'ê' K，(I)“L.(t)'“ 

ただし， 1<，ρ，λおよびαは定数とするの

(2.1) 

(2. 1)式において，ê"， efl'，および {1(1)ドは，それぞれ，上で分類した

三つのタイプの技術進歩を表わしている。以後， ζれらのタイプの技術進

歩を，それぞれ A型技術進歩 {新資本政備に具体化される技術遺歩)，π型技

術進歩{特定の賢本霞備と結びつかず，自生的に起る技術進歩)， およびρ型技術

進歩(特定の資本設備と結びつけられないが，新投置によって鶴聾される技術進歩)

6) Pbel問 。担i)，
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と呼ぶことにする。なお，旧資本設備に対応する生産関数11:経常設資が合

められている乙とは，経常投資の一部がその生産過程で使用されることを

窓味するのではなく，役資活動に伴って新しく開発された技術知織の普及

を通じて現われる経常投資の外部効果を説明するものであることに注意し

ておEう。

つぎに，あらゆる製造期日をもっ資本投的が，一様にsの率で指数函数

的K減粍ずると仮定しよう。そうすれば v期11:生趨された資本設備の t

期における現存置は

K .(1) = I(v)，-"'-・3
で表わされる。総労働量を L(t)とし，完全雇用を仮定すれば，

L(t) = I L.(t)dv 
.一"

であり， ιのときの総産出高 X(t)は

X(時=LX.(t)dV 

と表わされる。

(2.2) 

(2.3) 

(2.4) 

総産出商 X(I)を生産要素投入量11:よって陽表的lζ表わすために， まず

実質賃銀率制(1)がどのように決定されるかを考える。 (2.1)をふ(1)11:関

して偏微分すれば労働の限界生産物が得られるが，完全銭争の下では L

れが実質銀に等しくなる。

8x.(I) 
w(I)=寄7τ「
(jL.(t) 

=(1-α)A，" (I(t)j'，"K .(t)“L.(I)-. 

そEで. (2.5)を L;(I)について解けば

1λ  

(2.5) 

L.(t) = [叫(1)-1(1ーα)Ae副(I(I))TJτe--.-vK.(I) (2.6) 

となるからa 乙れを (2.1) • (2. 3)にそれぞれ代入して
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，-. λ 
X.(時=(叫(tt'(1-α)]---.(Ae<l{I(t)}PJτ8す .K.(t) (2.7) 

および
l，.t ^ 

L(t)= (叫(t)-'(1-a)Ae<l{I(t)}'J.¥'..' K.(t)dv (2.8) 

を得る。

つぎに， (2.7)を (2.4)に代入して v11:関して積分すれば，

I-~ ，.1 A 

X(t)= (叫)-'(1ーα)]---'[A."{T(t)ドJ-I.-' K.(t)dv 

(2.9) 

が導けるから， (2.8)および (2.9)において
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=
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仙

川

せわ表と

(2.10) 

(2.11) 

が求められる。フェルプスは，己の M(t)を f有効資本(ef!目白e但 P'叫)J

と呼んでいる九それは，すべての現存資本設備を，新しい資本設備ほど

大きいウェイトをつけて加え合わせたものである。後IL示すように，。期
λ 

lζ生産された資本財lζ付けられているウェイト eτ・は， 完全主主争と完全

予見の下では，任意の..，単時点。期11:生産された資本財と比較したときの

ν期の新資本財の相対価格K他ならない。 (2.2)を考慮すれば， • (2.10)は

また

M(t)=e-..rメゴト叫).I(v)dv 
• -w  

と舎く Eともできる。

貯蓄の供給面については，議論をできるだけ簡単にするために，組貯蓄

(2.12) 

が粗産出高の一定割合s11:等しいと仮定しよう。

7) Phel"" (136)， p. 552. 
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I(e)=sX(t) (2.13) 

投資と貯蓄が等しい短期均衡における産出荷は， (2. 13)を (2.11) 11:代入

して

X(t) = (As"e<lM(t)・L(t)1-'J寸-p (2.14) 

のように表わせる。第2節の場合と同じよる 11:， 己己でも 1-ρ>0の場

合だけに議論を限定しよう。もしpが正であれば，すなわち，もしp型技

術進歩が存在すれば， (2.14)から明らかなように，労働および有効資本の

総投入11:関して規模11:対する収積過矧が存在する。

さて. (2.14)のような生産可能性をもっ経済の長期的成長経路を考える

ととにしよう。 (2.14)の tK関する対数微分をとれば

^ 
X(t)=ーニーー(aM(t)十(1-a)n+π〕
1-p (2.15) 

を得る。 ζの式は，前節の(1.3)式に対応するものである。したがって経

済の総産出高が一定の率で指数的に成長するための条件は

dX(t) ~_a_ i:.笠主2.._1\
dt 1ーρ-v

で与えられる。

(2.16) 

総産出高の定常成長率を求めるために，まず(2.12)を tK関して微分し

て，

aM(時 λ旦苛立=e.'I(t)-IJM(t) (2.1η 

または

ム X(t)
M(t) =se・M(;;-IJ (2.18) 

を得る。 (2.18)をもう一度 tについて微分すれば

危(1) . ~， X (M :"" .̂".，. A 1 づF=S~ o 両首jX(ト M(併計 (2，19) 
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が君事かれるであろう。 (2.15) • (2. 16)および (2.19)から

守企=をeす'訪問+(l-a)n-(l-"，-p)X(t))
(2.20) 

が求められる。

これから明らかなように，第2節の場合と同じく ，(l-aーρ)>0のとき

にのみ総産出荷の一定率での成長が可能である。もしそうでなければ，経

済はだんだんと商くなる率で成長を続けるであろう。己のととは，成長率

を加速度的に高める一つの興味ある可能性を示唆しているけれども， ζζ

では X(t)についての正の定常解がある場合のみを考察する乙とにする。

(2.20)から，それは

A ホ Hπ+0ー αj"
ギ以ニムどこ (2.21) 
1-αーρ

で表わされる。乙れは第2節の(1.8)式1<::対応する。

(2.21)式は，それがA型技術進歩を含んでいるという意味で(1.8)式よ

りも一般的である。しかし，両式ともにρ型技術進歩の特異性を示してい

るという点では同じである。すなわち，一定事での成長が保たれていると

きの労働平均生産性の上昇率は，前節のそデルでは2土pnーで，また本節
1ーα一ρ

のモデルでは三+"土E主ーで表わされるが， いずれの場合でも， π型ゆる
1-"，ーρ

いは』型}技術進歩率の増大は単に分子の値を増大させるEとによってのみ

労働生産性の上昇率を高めるのに対して， ρ型伎術進歩率の増大は，分子.

分母の双方11:影響するととによって労働生産性の上昇率を高める。さらに，

ρ型技術進歩率細大の効果は，労働の成長率が高いほど大きい。したがっ

て，労働生産性上昇率に与える効果という点から見れば. r経済の銭術的
動態性 (technicaldynamism of an田 ono皿y)J"という概念は.π型あるいは

8) Kaldor (104)， p. 2師



第13軍投資おぴ収穫週増と経慌成長 m 

A型の技術進歩よりも， ρ型の技術進歩11:よってはるかによく説明される

といえるかもしれない。

第4節 拡張されたモデルにおげる均衡成長

前節では，総産出荷がー定の成長率で成長するような状態を考察したが，

乙の節では，そのような成長経路が，すべての経済変置が一定の指数率で

変化し，利潤率がー定に保たれるという通常の均衡成長の定畿にあてはま

るものである Eとを示そう。

いま，向(1)Kよって， ψ期f1:生産された資本財ー単位の t期における粗

レントを経常産出高の単位で表わしたものを示す乙ととする。完全競争下

の利溜極大条件によって，それは t期iζ生産された資本財の S期における

限界生産物に等しい。

.(的=α三必L
K.(I) 

(3.1) 

他方，利潤極大条件はまた，り期11:生産された資本財の投入係数と，経済

における有効資本の投入係数との間の関係をも規定する。すなわち，前節

の (2.7)， (2. 9)および (2.10)から

X.(I) -e-. X(I) 
K.(I) =. .友(1)

である。したがって. (3.1)は

-e-. X (1) 
h(t}=maE117 

(3.2) 

(3.3) 

と書き換えふられる。 v期K生産された資本財ー単位の市場価格を p.(I)と

すれば，それは，その資本設備の将来における収益を市場利子事 eおよび

減価償却率sによって割引いた総価値に等しいであろう。
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かが}=177仰
(3.3)を上式に代入すれば

州 ):::::ae! .+1' f，.知的[-6u-f. c(z)dz]血 (3.5)

となる。と ζ ろで，現在のような一生産物モデルでは，現在時点で生産さ

れる資本財の価格は1に等しいから. p.(I)=lである ζ とを考慮すれば，

(3.5)式右辺の積分が消去されて

A 

p.(t) = i"'ii'(トり (3.6) 
A 

と書く Eとができる。なお.p.(t)fれ(t)=e-'であるから， 有効資本を求

める際に用いられるウェイトは，任怠の基準時点。;期に生産された資本財

で表わした ν期の新資本財の相対価格である ζ とがわかる。

資本iζ対する粗利潤率を i(t)で表わそう。完全競争の下では，粗利潤率

はすべての製造年月日をもっ資本設備について等しいから

-"、 λ 、rt.
i{t) =7止~=叫す'告ifi (3.7} が(t) _. M(t) 

であり，したがって前節の結果から，粗利潤$は総産出高成長率の変化率

の単調増加函数であるといえる"。 乙のことから，もし経済が一線な率で

成長しているならば，粗利酒率{したがってまた純利潤車}は一定であるとと

がわかる。 ζの均衡粗利潤率の絶対水準は. (2.18)および (3.7)から

♂一(l-p)A+a{π+6+(1-a)n】
sローαーρ) (3.8) 

で示される。他の事情が一定ならば，あらゆる型の技術進歩率，労働の成

長率，ならびに減価償却率が大であるほど均衡利潤率は高し社会の貯蓄

性向が大であるほど均衡手IJ潤率は低い。

則前節.(2.16). (2. 18)式番.明.
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最後に，経常産出高で表わした t期における有効資本の価値を W(時と

すれば

!
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(3.9) 

λ、" ， 
W(t)=e-τ'1 e.' K.(t)恥

=r-t'Mlt)(3.10)  

と書き換えられる。したがって，有効資本の価値の百分比変化率は

命俳 (3.11) 

である。己のEとから，もし総産出高がX本の率で成長すれば，有効資本

の価値もまた同じ率で成長する Eとがわかる。換言すれば，資本 ・産出高

比率{あるいは資本係数)という用語によって， 総産出高価値11:対する有効

資本の価値の比率を意味するものとすれば，均衡成長経路に沿って，資本

・産出荷比率は変化しない乙とになる。

第5節最適成長経路と利潤率

これまでのこつの節で考察してきた I拡張された新古典派モデルjにお

いて，もし (1ーα-p)>Oならば，錦， .l， π，ρ，およびαの5個のパラメタ

ーの値が与えられると，正の均衡成長率が決定された。しかしながら，同

一の成長率の下でも，初期値の与え方如何によって，産出高および消費の

実際の成長経路は無限に多く存在する。しかし，フェルプスおよびロビン

ソンによって独立に証明され，その後多くの入々によって取上げられた一

つの定理によれば，完全競争，規模11:関する収穫不変，甲j潤極大などの仮
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定の下では，達成可能な最大の消費水準が得られるのは，資本IC対する利

潤率が資本の成長率IC等しい(あるいは. jJlJ申表現をすれば，貯蓄額が利潤総額

iζ等しい)よ うな成長経路の上であるということであった加。第3節のモデ

ルを用いれば，規模K関する収穫湿地が存在するような径済について同様

な問題を考察するのは容易である。Eの節では， 級適成長のための条件が，

(平均貯蓄率)=(資本の相対的分配率)ではなく平均貯蓄率)= (資本の相対的

分配率)+(収磁逓増の程度.すなわち ρ型技術進歩率)となる己と， その結果，

資本の成長率は純利潤率IC等しくはなく，それよりも大きくなる乙とを示

そう。

いま，経済が均衡成長経路の上にあり，産出高が一定率gで成長してい

るものとする。 t期における消費水準を C(t)で表わせば

C(t) = (1-s)X(O)egt (4.1) 

である。ただし，X(O)は任意の基準時点。=叫における総産出高である。

つま り，産出高の成長率が与えられたとき期における消費水準は，社

会の平均貯蓄性向と基準時ICおける総産出高に依存している。

他方， (2. 12)， (2. 13) ，および (2.14)から，X(O)はsおよび他のパラ

メターによって

却)=[ As."L附・(土+吋寸前 川

のように表わされる。じたがって，基準時における労働量， 産出高の均衡

成長率，その他のパラメタ ーが与えられたとき， 消費水準は平均貯蓄性陶

に専ら依存する乙とになる。

10) Phel問。詰).Robinson (38) (山岡訳 (39)，第H章]ならびに M回 de仁126)，Ch.m. 

pernowne (ηコ.Black (71)， Swan (l曲:J.Pearce (134)， Phelps (1幻コ.(13むなどを

書照されたい.
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さて，問題は C(I)をすべての tについて極大にするような sの他を求

める乙とである。極大化の第一次条件は

:..-aC(I) ~_S_ i.三(0)__S_ーの
万(1)----a;-=頭窃 ~-l-s=υ 

で与えられる。 (4.2)から

s 盟O)=~土L
X(O) as 1-"，ーρ

であるから， (4.3)は

s="，+ρ 

(4.3) 

(4.4) 

(4.5) 

となる。極大化の第二次条件は， (I-"，-p)>Oのときに充たされること

は容易K確かめられるであるう。

要する11:，収穫逓増現象をもたらすρ型技術進歩が存在する場合Kは，

最大の消費水準をもっ均衡成長経路を達成するための黄金法則(goldenrule) 

は，つぎのように変更されねばならない。すなわち，平均貯蓄性向は，資

本の相対的分記率と，収穫逓増の程度，すなわちρ型技術進歩率との和に

等しくなければならぬというのがそれである¥1)。

ρ型技術進歩の存在は，もちろん，資本の純利潤率と資本の成長率との

聞の最適関係にも影響を及ぼす。前節で見たように，純利潤率と有効資本

の成長率との聞にはつぎのような関係がある。

，ν， A …目
的)-6=計M(時+とずιJ (4.6) 

したがって， i(I)=i'， .ir(I)=Mへおよび s=α+pなどの条件が充たされ

た最適成長経路においては， (4.6)は

i*-8=昔p(か一手) (4.7) 

11) Meade (126)は伺糠な結論をやや異った形で曜いている.
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と書ける。 乙のζ とから， ρ重OIC応じて i*-8這l伝eであるととがわか

る。すなわち，もしρ型技術進歩があれば，最適成長経路の上では，有効

資本は純利潤率よりも高い率で成長するのである。



第14章経済成長の二部門分析

第 l節序 論

経済成長過程の理論的分肝を，巨視的なー部門分析から，消費財と資本

財とを明確に異った生産物として区別するこ部門分析へ拡張しようとする

試みは，近年数多くなされてきた目。 しかし，成長経済学のf 般的な傾向

に反して1:れらの研究では，僅かな例外を別として汽 技術進歩が果す

役割は全く無視されている。本章は1:のようなギャップを埋めようとす

る一つの試みである。

本章で展開しようとするこ部門成長モデルは， その生産面では， 天野

[57J ドランダキス [75J. ミード [32].高山 [159J.字沢[162J.l163J 

などと本質的に同じ構造をもっている。すなわち. 1: 1:では，つぎのよう

な仮定を充たすような経済を分析の対象とする。

(A.1)経済は， それぞれ同質の生産物(消費財および資本財)を生産する

二つの部門から成り，各部門における生産は，各要素11:関する収穫逓減と，

規模11:関する収穫不変という条件の下で行なわれる。

(A.2)生藍要素は，それぞれ等質な労働と資本の二種類とし，両生産要

素とも正の実質報酬率の下で完全に利用される。

(A.3)各部門は，生産を行なうためには，労働と資本の前築業を必要と

するが，二つの都門?で両要素が同ーの割合で結合されることはない。

1) Amano (57コ.Dbrymesσ'4). Drandakis (75)， lnada (91)， Kurz (116). Meade 
(32)， Sbinkai (148)， Solow (154)， Takayama (159)， Uzawa (162コ.(16勾晶ど.
2) Dhry回 国 (.74)および Meade(32). 
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(A.4)あらゆる市場で完全競争が支配的である。

(A.5)各時点で労働供給は非弾力的であり，また，労働供給の時間経路

は外生的11:与えられる。

なお， 'fIJ溺，投資，所得などの慨念で純と粗との区別を設ける乙とから

生じる綾雑さを避けるために，

(A.6)資本財は一定の効率で無限に使用しうるものとする。

また，経済の貯蓄行動11:関しては，

(A.7)賃銀所得および利潤所得からの平均貯蓄性向はそれぞれ一定であ

り，賃銀所得からの平均貯蓄性向は利潤所得からのそれよりも大きくはな

いと仮定する。

第2節記号とモデノレ

読者の便宜のために，本章で用いられるすべての記号をあらかじめ示し

ておくEとにする。以下で定義する変数は，すべて時間の函数であるが，

必要な場合以外はそれを示さない。また i，j=1，2で，第1部門は消費財

部門，第2部門は資本財部門，第1要素は労働，そして，第2要素は資本

を示す。

x，・mj部門の産出荷
Vij 第y部門におけるmi要素の履用
畳

Fj(VIj， V2j， 1)・第1部門の生産菌数

l'， ・経済全体における第z要素の総量

Wi 消費財で表わされた第z要素の報

醜率

Y:消費財で表わされた国民所得

p:消費財で表わされた資本財の相対

価格

qaω.1町労働の報酬率の資本の報酬率

11:対する比率

勺(q，1)= V"IV'j・第y部門の資本集約度

菌数

タ=1'';1'， 経済全体Kお貯る資本集約度

% 労働白成長率(一定}
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S;・2再s要素所得からの平均貯蓄性向

{一定)

s 経済全体における平均貯蓄性向

山 J至。IFj/8VjJ 第y郎門におけるljli
要素の限界生佐物

(}jj=向jVij/XJ 買IJ部門における産

出荷の買~ i要業投入品Ir関する弾

力性

0;呈 :WjVj/Y 国民所得目!!li要素への

分配率

).0=.1' ij/V i ; 第z要素総量のうち第y

部門で使用される割合

A/:=:::U1j8可+).2/)1/

B=::811-(}12 

C三三A11 λ2l 

G4与d
π戸土竺L
]- Xj 81 

進歩率

第y部門における技術

1 81'1 
βJE--17L 第 F部門における技術

1'j 0・
進歩也生産要素パイアスを示す測

皮

βaA，p，+A，p，; p'ap/(1-CG):経済
全体における技術進歩の生産要素

パイアスを示す測度

1 fJr { 
σ戸 γオ:第1部門における労働
と資本田代替開力性

σ三 (.1，σ，+A，.，+(B-G)CJ/(1-GG); 
経済全体における労働と資本田代

替弾力性

φj=πj/θ1j:第1部門において資本の投

入係数が不変K保たれたとき由一

人当り産出高白成長率

"aヨ011仇+021oh:両部門における一人当
り産出高の成長率申加重平均

本章の二部門成長モデノレは， つぎのような連立方程式系で示される。

Xj=Fj(V，;. V2.i. t) 

VI=手Vij
制i=μil=Pμ"

Y=I:ωjVi 

$=  ~SI-WiVi/Y 

X2=sY/p 

V，(t)=v，(Oje"' 

(j=1.2) (1. 1) 

(i=1.2) (1. 2) 

(i= 1. 2) (1. 3) 

(1. 4) 

(1. 5) 

(1. 6) 

(1. 7) 
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d.V，=X， 
dt ..4o (1. 8) 

q=制1/叩， (1.~ 

タ=町~ U.l00 

(L1)~(L3)式は，標準的な新古典派理論の生産組織を表わしている。

すなわち， (1. 1)は生産函数， (1.2)は生産要素の完全利用の条件，そし

て(1.3)は完全競争下の利潤極大条件を示している。(1.4)式は消費財表

示の国民所得を定義し， (1. 5)式は経済全体の貯蓄性向を示す。 (1.6)式

は新しく生産された資本財11:対する需給の均等を示し，ワルラス法則によ

ってr.れが充たされれば，消費財市場でも需給の均等が成立している。

(1. 7)式は仮定 (A.5)を示したもので， (1. 8)式は新しく生産された資本

財が既存の資本ストックへ追加されるEとを意味している。最後に.(1.9). 

(1. 10)式は， それぞれ， 労働の資本に対する相対価格{賃銀・ νント比率}

および経済全体の資本集約度(資本・労働比率)の定豊島式である。

以上で， 15個の変数 (Xj，Vjj，叫， Vj，Y. p， q，1'.および s)を含む15個

の方程式からなる動態的体系が構成された"。

第3節経済諸変量の成長率の聞の関係

均衡経務成長経路の性質を考察するための予備的分析として恥本節では，

以下の分析で便利なように，種々の変数の成長率の閤11:存在する関係を明

らかKしておとう。

前節の各式を時間 tについて対数微分すれば，つぎのようになる。ただ

し， 変数上につけられた記号Aは， 当該変数の成長率を示す(たとえば，

め なお， (1.1)ー(1.10)から(1.7)，口.8)を除いた短期均衡体再は，先に第l章，第3節目(3)

で示した体系と同じものである.
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x=A.些三=it主:"i。
dt X dt r 

XJ=~BljVIJ+町 (j=1，2) 

(;=1.2) 

(;=1，2) 

(2.1) 

(2.2) 

(2.3) 

(2.4) 

Vj= L;AijVij 

制 j=μil=T十μ"

Y=~B;(';';+V;) 

A
Y
 

A
V
 +
 

《
制

品

78
・

(2.5) 

，、，、^
X，=s+y-P 
'‘ V1=n 

dV ~ ， .. ".. :. ， .... ̂. 
~;， '=(X，-V，)V， 
dt 

(2.6) 

(2.7) 

(2.8) 

2

E

 

A切

A
V

一

一

1

2

 

A叫

A
V

=
=
 

《

q

A

V

(2.9) 

(2.10) 

以上のほかに，生産函数の一次同次性から，さらにニ組の方程式を導く

J
 
n
p
 +
 

A
f
 

J

7

 

可

『
'

I

 

的

。

《

山

門

A
V

る

め

一

「

き

2
・A
Wけ

でg
 

ふ
M
Nル』乙

(j=1，2) (2.11) 

(j=1，2) (2.12) 

まず. (2.3)および (2.11)から μυを消去しよう。そうすれば

ιふ1=:=去伽l-B，幻l1t2-π
、̂ 目 《山，=言(B111t，-Ol21'l+011が

(2.13) 

(2.14) 

を得る。己とで，B呈 8u-81Zであり， これは資本財邸門が消費財部門に

比べて労働集約的であるか，または資本集約的であるかに応じて，負また

4) 第1章，第4節串照.
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は正となる日。(2.13) • (2. 14)を (2.9) 11:代入すれば，

p=-Bqー(同一町)

となる。

(2.15) 

つぎに.(1. 6)はワルラス法則によって X1=(1-s)Yを意味しているか

ら，乙れから

， 
X1=ーて一一-s+Y

l-S 

であり， したがって (2.6)を考慮すれば

X1-X，=p一一-，---s 
1-s 

が得られる。また. (2. 4) • (2.5)から

810')(5')-51) 
s="~"旦子--.::!L(← q)

(2.16) 

(2.17) 

(2.18) 

を導く乙とができる。 (2.15). (2.17). (2.18)から;およびsを消去すれ

ば

XI-X2=会((B-G)p-BG;-G(π2一町)) (2.19) 

8182(5，.-51) 
を得る。ただし G三寸法ずである。仮定(A.7)によって. Gは非負

である制。

他方. (2. 1). (2. 2) • (2. 12). (2. 1めから Vijおよびfを消去すれば，

ムーかーが(A1d1+ A，d，)仰 ;+(A1d1+A的 +BC)
・(向-"1)ーBs) (2.20) 

を導くことができる。ただし.A/=).lfO，J+).，I01J. C").u-).21で，容易11:

5) 第 1章 (1.14)式幸.~ft. 仮定 (A.3) によヮて.Bはノン・ゼロである.

6} G_O ~ヒおけば，経済全体としての平均貯蓄性向が一定であるという仮定に基いたそデルが

得られる.
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確かめられるように，ん>0.BC>O. A，十A，+BC=1である。また.Il'" 

A，Il，+A，s，でa 以下では8が正であるか負であるかに応じて，全般的な

技術進歩はヒックスの意味で労働節約的，または資本節約的であると呼ぶ。

8がぜロのときは，全般的な銭術進歩はヒッタスの意味で中立的であると

いう円。

さて. (2.19)と (2.20)を占について解けば，

H .、
p=一号(r-s')ー(町一町) 位 21)

All1l+A2σ，+(B-G)C 
となる。ただし d童 話 は経済全体11:おける資本と労l-CG 

働の代替弾力性を表わしている汽 また，F=日/(l-CG)である。CもG

もその絶対値はともに1より小であるから， Il'は9と同じ符号をもっ。

(2.15)と (2.21)から容易に

j=;IF-r) (2.22) 

が得られる。

最後に，己れらの関係を用いて，平均貯蓄性向，利潤のシェア，利潤率

の動きがつぎのような式で示されることが確かめられるであろう。

5=也芋辺((0-1)(;一仇)+[Il'一(1一例〕 (2.23) 

O2=争的-1)(;-わ)+{s'ー(1ー叫)] (2.24) 

ん-b=一宇((;-'11，)ーぼ-(I-d刷〕 (2.25) 

ただし，仇豆町/812は，資本財部門で資本の投入係数が一定に保たれたと

7) なお，後述第S節事照.

8) 第U:.第3節で証明したように，害時点における短期的均衡がワルラス的安定条件を充た

せば， t.o>代替弾力性は正でるる.以下，との長件が充たされているものと仮定する.
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きの労働単位当り産出高の成長率を示す。以下，ゆj=元J!DjJを簡単に第j

部門における I労働能率の上昇率Jと呼ぶEとKする。

第4節均衡成長の条件

本主主の分析では，均衡成長 (equilibriumg同 w由)11:関する通例の定義を用

いる ζ とにする。すなわち，均衡成長とは. (i)経済の資本ストックが正

かっ一定の百分比率で成長し，同時に (ii)軍IJ潤率もまた，正かつ一定であ

るような状態として定義される。 Eの二つの条件は，

および 一

，、
dV， 一=11dt 

ωa一歩=0

を意味している。

(3.1) 

(3.2) 

• 
ととろで，前節の (2.4)， (2. 6). (2.8)および (2.18)から，資本スト

ックの成長率の時間K関する変化率は，

争=(;+y-p一九)九
= {;ー{品計九一企l+(~，一五))九

=[乎26J)+什;')]17， (3.3) 

と表わすことができる。乙のことから直ち11:明らかなように，均衡成長の

下では

'‘'‘ q=> (3.4) 

でなければならないへつまり，均衡成長の下では.生産要素聞の所得分

-9) ただし.$1>0とする.技術進歩が存在する場合に..$，=0，すなわち，賃銀所得がすべて消

費されると仮定するEとは，均膏庶長経路}ζ特殊な性格をもたせるととになる.脚注10)舎照.
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配率は一定である。

Eの己とは，つぎのように考えてもよい。?すなわち，資本ス トッタの成

長率は，経済全体の平均貯蓄性向 (s )を資本係数 (tV，fY)で除した値に

等しいが， 資本係数はまた， 利潤への相対的分配率(叫，V，fY)を利潤率

(ω，fp)で除した他11::等しい。ととろが，現在のモデルでは， 経済の平均

貯蓄性向は，利潤のシェアの非逓減函数であり.しかも前者の後者に対す

る弾力性は通常;1より小さい。したがって，利潤率が一定で，資本ストッ

クの成長率も一定であれば，所得分配寧も必ず一定でなければならない。

ζの乙とから，均衡成長の下では，経済全体の平均貯蓄性向も，資本係数

も一定となる Eとがわかる。

他方，もし利潤率がー定であれば， (2.25)から

タ=aぬ+8'

を得る。 (3.4)と (3.5)を (2.22)へ代入すれば

タ=<T，

および

日'=(l-a)仇

を得る。

(3.5) 

(3.6) 

(3.7) 

(3.6)式は， 均衡成長経路の上では，資本ストックが労働の成長率と資

本財部門11::おる労働能率の上昇率との和11::等しい率で成長する ζ とを示し

ている。また， (3.7)式は，均衡成長の条件と両立しうるような経済全般

における技術進歩の性格がどのようなものであるかる示している。すなわ

ち，

<T，=Oならば 8'=0'. (3.8a) 

でなければならず，また，
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の，>0ならば σ歪1IC応じて fj'塁。 (3.8b) 

でなければならない。つまり，均衡成長の状態において，もし資本財部門

で技術進歩がなければ，全般的技術進歩はヒックスの意味で中立的でなけ

ればならない。また，もし資本財部門で技術進歩が生じていれば，経済全

体における労働と資本の代替弾力性が1より小， 1 1ζ等しい 1より大の

それぞれの場合11:応じて，全体としての技術進歩は，ヒ ックスの意味で労

働節約的，中立的，資本節約的でなければならない。

以上の議鈴において，技術進歩の性格は， ヒックスの分類11:従って規定

されてきた。しかし，他の多くのモデルと同じように，本章のモデノレにお

いても，ハロッドの分類の方が， もっと有用である。ハロッドの分類によ

れば，全般的な技術進歩は，均衡成長の下では必ず中立的でなければなら

ない。なぜなら，利潤率が一定のとき，資本係数に影響を与えないという

のがハロッドの中立的技術進歩の定義であるが，均衡成長の下では，先の

議論から明らかなよう 11:，利潤率も資本係数も一定となるからである問。

もっと一般的に言えば， fJ'が (1-.)ぬよりも大きいか，それに等しい

か，あるいはそれよりも小さいかに応じて，経済全体としての技術進歩は，

10) もっとも，世銀所得がすベて消費されるという仮定の下では.1:叩ζとは必ずしも畏当しな

い.ζ申場合にほ，経済の平均貯蓄性向は， ~In司からの貯蓄性向に利潤のシzアを乗じた値に

等しいから，置本ストッグの成長唱は.利潤からの貯膏性向とJIIJ潤串申積に等しくなる.前者

は仮定によ。て一定であるから.車l橿l'告がー定ならば，賢本ストクグ白成畠事も一定である.
しかし. ζの長件だけでは本文のように均衡成長の下で全般的な技術嘩歩がハロヲドの意味で

中立的であるという ζとは言えなし、.なぜなら，利潤車会主-1iflのとき，平均貯蓄性向と賢本係

数とは同ー申割合で褒化し得るからである. 資本・労働比率D均衝成長率は. (3.5)式から

んσ恥+β' であるから，日脚 (2. 23) および (2.24) に代入す制.~.よ'=81= 8118'-(1 
-σ]耐を得る.したがって，均衡成長経路の上で，全般的な伎術進歩がハロヲドの軍味で労

働節約的でるるか，賢本節約的であるかに応じて，平均貯蓄性向，利潤のシzア，および貰本

係数は時の経過とともに同じ世l合で増大または減少する.
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ハロッドの意味で労働節約的，中立的，または資本節約的である。なぜな

ら.:fIJ潤率が一定のときには，

b+九一世=8，(;ーq)

と書けるから，

=8，仰の+B'-q，，)

=8，{lI'一(l-d)仇}

r電(l-d)世aに応じて五+九ーす塁。

(3.9) 

(3.10) 

つまり， 上の条件に応じて，資本係数の値は増大するか，不変に留まるか，

または減少するからである。

乙の判定基準の経済的な意味は，つぎのように考えれば明らかとなるで

あろう。利潤率が一定ならば，資本係数は園長所得に占める利潤のシェ7

1<::比例する。ととろで.B'は要素代替が行なわれない場合1<::技術進歩によ

って生じる利潤のジェアの百分比増加率を示している。他方，利潤率が不

変ならば，重量銀・レント比率は資本財部門にお砂る労働能率の上昇率K等

しい割合で上昇するから.(l-d)伽は己の賃銀・レント比率の上昇IC伴う

要素閣の代替によってもたらされる賃銀のシェ7の百分比増加率を示す乙

とになる。したがって，もし全般的な技術逝歩が利潤のシェアを高める割

合が，要素間の代替による賃鎮のν忌 7の上昇割合を超過すれば，資本係

数は大きくなり，逆の場合には小さくなるのである11>。

11) なお，均面成長をも。と厳格に考えて，事らゆる経済変量が一定の車で成長する状態という

ように定義するならば.ζのような均衡成長の下では，単に全般的な技術進歩がハロッドの窓

昧で中立的であるのみならず，個々 申部門でも技指進歩がハPタドの意味で中立的であるζと

が必要となる.ζ申己とを証明するために，各部門における生産要素申軒討す的分配率の動きを

調ベてみる Suzム+九ーえ=f)nI{l-σ，)q-βJ ， A，=ム+九-p-ゑ=8u({l-0'.~ームl
であるが.ζ己で述べたような均衡成畏の下では，S叫=d，.=O;dt必要である.とζろで，剰閣
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第5節 均衡成長経路のその他の性質

各変数の均衡成長率をアステリスク 11:よって示すζとtとすれば，前節で

は

ジ♂=n+φ2

q*=o， 
(4.1) 

(4.2) 

であるととが示された。 (3.6)および (3.7)を (2.21)1<::代入すれば

pホ=8u(仇-O0 ~.~ 

が得られるであろう。すなわち，資本財部門のそれより低いか高いかに応

じて，均衡成長の下で資本財の相対価格は上昇または下落する。ハロッド

の定義による中立的技術進歩は，労働能率の上昇率があらゆる部門で等し

い乙とを意味しているといわれる乙とがあるが"'， (4.3)式が示すように，

乙の論述が成立っための必要充分条件は，資本財の消費財に対する相対価

格が不変であるととである。ハロッドの意味での中立的技術進歩が均衡成

長のための必要条件である Eとは，先IL見た通りであるが.資本財・消費

財閣の相対価絡の不変性は，均衡成長のための必要条件でも充分条件でも

ない。

国民所得の成長率についてはI Y*=グ+v♂であるから，(4.1)， (4.3) 

から，

y事=n+ゆ (4.4) 

を得る。 己こで， 骨量8u仇+821ゆ2は両部門における労働能率の上昇率の

車が一定ならば q~恥となるととは本文の場合と変らないから，上の長件は. PI=(1-O'，)ι， 
83=(1-0'，)ιを意味している.したがって，技術進歩は各部門において，ハロヲドの意味で
中立的でなければならない{第11章.第3節会照)0 

12) Har同 dσ)，p. 23. 
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加重平均{ウ&イトは消費財部門における生産要事由湘対的分配事)である。した

がって，消費財で表わした国民所得の成長率は，消費財部門の労働能率の

上昇率が資本財郡門のそれより大きいか小さいかに応じて，資本式トック

の成長率よりも大または小である。

乙れらの結果を (2.13). (2. 16)および (2.8)へ代入すれば，

叫 1申=骨 (4.5) 

X1*=η+世 (4.6) 

x，*=，，+<，¥， (4.7) 

などが導かれる。換言すれば，実賃貸銀率はー人当り所得と同率で成長し，

また，消費財産出高は国民所得と，そして資本財産出高は資本ストックと

それぞれ同率で成長する。

前節11:おいて，均衡成長の下では，資本係数は一定であるととが示され

た。所得と資本ストックが同ーの単位で評価古れる限り1:の結論は単位

の選択とは無関係である。 ζれに対して，経済における労働単位当りの資

本の額の時間経路は，評価の基準11:依存する。前節のように，資本の額を

消費財単位で表わせば，均衡成長の下で，労働単位当り資本額は，経済に

おける平均的な労働能率の上昇率(すなわち引に等しい率で上昇する。し

かし，資本の額を賃銀単位で表わせば，労働単位当り資本額は，均衡成長

の下で一定となるであろう。

しかしながら，チャールズ ・ケネディは，労働単位当りの生産高の一様

な成長がハロッドの意味での中立的技術進歩によって河能となる場合，は

だしてζのような生産性の上昇が必ず資本ストックの新期の増加を必要と

するのか，それとも単に資本ストックの評価上の利得のみでよいのかとい

う疑問を提起し，それに対する解答として，労働単位当り資本ストッ タの
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増加が生じるのは，資本財部門で技術進歩がある場合IC限られる ζとを示

した加。乙のことは， (4.1)式をみれば直ち11:明らかとなるであろう。先

の場合と異なり Cの問題が評価の問題を含んでいない己とはいうまでも

ない。

肢後11:，技術進歩の中立性に関するハロッドの定豊島とヒックスのそれと

が全く同ーであるというケネディの見解について私見を述べておζうw。

私の考えでは，ケネディの見解IL関しては，少くともつぎの二つの解釈が

成立つように思われる。

第一の解釈は，均衡成長経践と結びつけられるものである。均衡成長経

路IL沿って，技術進歩はハロッドの意味で中立的でありa また，労働の限

界生産物11:対する資本のそれの比率は，労働単位当り資本ストックと同率

で成長する{前節 (3.4)式書照).したがって，もし後者を一定とすれば，い

い換えれば，労働単位当りの資本の変化を捨象すれば，両生産要素の限界

生産物は同一耳障で上昇する。 Eのように，技術進歩は全体としてヒ γクス

の意味でも中立的であることになる。

乙の解釈についてただちに気がつく乙とは， r均衡成長経路の上でjとい

う但し警告がはいっている ζとである。もし経済が乙の経路から離れてい

れば.利潤率は一定でないかもしれない。たとえば， flJ潤率が上昇傾向に

あり，同時K，労働の限界生産物の資本のそれに対する比率が労働単位当

り資本ストックよりも大きな率で増大している場合を考えよう。 Eのよう

な技術進歩は，ハロy ドの意味で中立的であり得るが，ヒ ックスの分類を

上のように解釈すれば，ζれは明らかに資木節約的と呼ばれねばならない。

13) Kennedy (110)，なお，同時に発表された Harrod(:田3をも幸照されたい.

14) Kennedy (111) 
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つまり，ハロッドとヒックスの分類の間11:完全な平行関係が存在するため

には， r利潤率を一定としてJという条件がヒックスの定義の中にもなけ

ればならないのである。

ヒッタスの最初の定義lζ忠実に従うならば，技術進歩の分類は第3節の

(2.22)式に慈いて行なわれねばならない。 (2.22)式で;=0とすれば，

。'量，，0に応じて q歪O

である。

(4.8) 

つぎに，ケネディの主張の第二の解釈に移ろう。彼の後の論文を院めば，

Eのほうが彼の真意をよりよく伝えるものと思われる15弘前節で示したよ

うに，全体としての袋術進歩はrが (1-d)1l2より小きいか，それ11:等し

いか，それより大きいかに応じて，ハロ ッドの意味で資本節約的，申立的，

または労働節約的である。したがって，もし資本財部門で全く技術進歩が

なければ[すなわち向=0ならば)全体としての資本と労働との代替弾力性

の値いかんK拘らずハロッドとヒックスの分類は一致する。しかし，資本

財部門で少しでも技術進歩がある限り，代替弾力性の値が111:等しい場合

を除いて，両者は一致しない。従来，技術進歩を扱う一部門分析で，両分

類が資本と労働の聞の代替弾力性を媒介として関係づけられてきたのもE

のためである。

以上要する11:，正しい結論はつぎのような命題として述べられるべきで

あろう。

経済全体における技術進歩の生産主主紫パイアス11:関するヒッタスとハロ

ッドの分類が同値となるための必要充分条件は，っさのこつの条件の少く

とも一つが成立するEとである。

15) Kennedy (112). 
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(け 経済全体としての資本・労働聞の代替弾力性が1に等しいとと。

(ii) 資本財部門において全く技術進歩が存在しないこと加。

第6節均衡成長経路の安定条件(J)

第4節において，資本ストックの成長率がどの卓うに変化するかは，経

済全体の平均貯蓄性向ならびl己資本夜、数の動きに依存し，ついで資本係数

の動きは，事j潤率と利潤のνェアの動きK依存することを指摘した。本章

では，技術進歩が継続的IC生じているような二部門経済の運行を分析する

ぜことを目的としているが，まず出発点として，技術進歩が全く存在しない

場合について考えてみよう。乙のような単純な場合には，均衡成長は，労

働と資本との均斉的成長 (balancedgrowth)に一致する。

技術進歩がなく，労働と資本の均斉的成長が均衡成長となるときには，

経済が長期的。l:Cの均斉成長経路へ収束するような二つの明白な場合を考

えるEとiJまできる。

まず，資本ストックが労働よりも急速に成長している状態を考えよう。

両生産要素の完全雇用を維持するためには，二つの部門の資本集約度はと

もに上昇しなければならない。との乙とは，資本財部門における資本の限

界生産物，したがって利潤率が低下しなければならないことを意味してい

る。己れは，経済全体の資本係数を高める傾向をもつであろう。いま，経

済全体としての襲来間代替弾力性がlよりも大きいか，または1に等しい

と仮定しよう。そうすれば，資本ストックが労働よりも高い率で成長して

いれば.;fIJ湖のシェアは増大するか，または不変に留まるであろう。 Eれ

もまた， 資本係数を高める(または不変に留める)傾向をもっ。 もっとも，

16) とれは，第11章の結論を経済企体に拡張したものである.
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利潤のシェ7の増大は，同時に経済全体の平均貯蓄性向をも高めるであろ

う。しかし，第4節で述べたように，平均貯蓄性向が増大しでも，その増

加率は通常利潤のシェアの増加率には及ばない。したがってc.れら三つ

の効果を綜合すれば，資本ストックの成長率は必ず低下しなければならな

b、。

もし，労働が資本ス トックよりも急速に成長していれば，上と丁度逆の

推拾によって，経済全体の要素間代替弾力也がlよりも小さ くない限り，

資本ストックの成長率は上昇するといえる。したがって， 経済全体ピおけ

る労働と資本の聞の代替現力性が11L等しいか，またはそれより大であれ

ば，均斉成長経路は安定的であると結論するEとができる。

均斉成長経路の安定性は，つぎのような場合にも保証される。再び，資

本ストッタが労働よりも急速に成長している場合を考えよう。先の場合;と

同じように，資本財部門の資本の限界生産物は低下し，賃銀 ・レY ト比率

は上昇する。しかし，賃銀 ・レン ト比率が 1 5百上昇した場合I~資本財部門

における資本の限界生産物が減少する百分率は，当該部門の総費用に占め

る賃銀費用の割合に等しい。他方，司自J測のシェアの動きはニつの要因に依

存する。第一lζ，労働の成長よりも相対的に急速な資本ストックの成長は，

利潤の'/~7を高める方向 I~作用し， そして第二I~. 賃銀 ・ レ Y ト比率の

上昇は利潤のシェアを低める方向IC作用する。しかし，賃銀 ・レYト比率

の1%の上昇によって利潤のシュアが減少する百分率は，国民所得に占め

る賃銀所得の割合IC等しい。と乙ろが，経済全体における賃銀の‘ンェ7は，

両部門における賃鎮のVェアの加重平均に他ならないから，もし資本財部

門が消費財部門IC比べて相対的に労働集約的であれば，資本財部門におけ

る総費用中の賃銀費用の割合{すなわち当政部門での買鎖骨シaア) は， 国民
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所得に占める賃銀所得の割合よりも大である。したがってc.れら三つの

効果を綜合すれば，資本係数は明らかに上昇しなければならない。一方，

経済全体における資本集約度の上昇が平均貯蓄性向を高める割合は，それ

が利潤のシェアを高める割合よりは小である。以よの己とから，資本スト

ックの成長率は漸次低下しなければならないととが明らかとなる。労働が

資本ストックよりも急速に成長している場合ILは，乙れと逆の推論が成立

つであろう。つまり，資本財部門が消費財産E門よりも労働集約的であれば，

均斉成長経路は安定的である。

しかし.c.の二つの充分条件のどちらも充たされていないときはどうで

あろうか。上述の議論から，もし利潤率の変化が充分大き く，ιれが利認

のシェアの変化が持つ効果を圧倒するならば，成長過程がやはり安定的と

なるという ζ とが予想されるであろう。 事実，均衡成長経路の動態的な安

定性について，もう少し弱い充分条件を導くととができる。

(3.3)に (2.22)および (2.25)を代入すれば，

dV.， lrf_ _， $1011，_". 
号h一計 j 012+(a-1)ヂ ~(V2-n-仇)

一(012一乎)l/l' -(l-a)ω]九 (5.1) 

を得る。いま，技術進歩がなく仇=/l'=Oの場合を考えているのであるか

ら，もし

士{012+(aー1)半}>O
ならば，

。
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まず.(012ー乎)の併を調べてみよう。容易に確かめられるように，

Oli=-:+-lJ--q十円' 0'1=ーf一十一V一J一円ー (j=1.2) (5.4) 

Al1=三"二--ZvLa， I21 n(v一月)
タ("句)

(5.5) 

Aj2;" 三，vaA-二-.ι2 A 句(r，-r)23-"("1 1'2) 

ム」丘一ヱ主主」 斗 悼 L (56} 
px， 叫lV1Z+加，V22 A12(q +.，) 

であるから

S181=一一-q一一一一{(l-s，)rl+s，r，-r} (5.7) 
(q+町)("ータ)

他方，新資本財11:対する需給の均等から

$Y=PX， 
S1ωlV1+S2ω，V，=切lV12十ω2V22

$，q+s，.=A.，(q+句)
(.，-.)(q+ゆ

$lq+S2Y= ~ムで子斗チ~
71-72 

したがって

タ=町内+q{(l-$')'I+町内}
$"1+(1-勾h+q

を得る。 (5.8)を (5.7) 11:代入すれば

(5.8) 

SIOI q(町一，
012ーーァ=~子子わチιc:; {(l-$])s，']-$I(l-s，).，} (5. 9) ， ¥q寸-"2Jl"1-" 

と書く乙とができる。

さて，手子>0であるから，つぎのいずれかの場合同 いーヂ)
が必ず正となる乙とが確かめられるであろう。
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( i )">句: すなわち，資本財部門が消費財部門11::比べて常IC:労働集

約的な場合。

(ii) $，=0 すなわち，賃銀所得がすべて消費される場合。

(iii) $2=1: すなわち，利潤所得がすべて貯蓄される場合。

(5.2)から明らかなように，とのいずれの場合IC:も，0>0が安定の充分

条件となる。しかも， (i)の場合には必ず 0>0の条件は充たされるので

あるm。また， ドランダキスが証明したように，両部門における要素間代

替弾力性の和が 1IC:等しいか，または lよりも大であれば0>0となる加。

したがって， (ii)または (iii)IC:ζの条件を加えても， 安定の充分条件が

得られる，，)。

最後IC:， ドラ Yダキスは，消費財部r~Kおける要索間代替弾力性が1IC:

等しいか，またはそれより大であれば，二部門閣の相対的な資本集約度の

いかんに拘らず，均斉成長経路は安定的であることを証明した冊。乙の場

合IC:は，明らかに σ>0であるから， (5.2)を充たすためには

6，.+山)$~6'=--:+::--Ú+$ω1)~'-~' 1->0 q+句 L-'-.I，¥y  -，' 1'1-1' J 

を証明すればよい。ところで， 0，己1のときには，

0-1=!!，(n，-1)+A.(均一l2>_.A~ 一一1-CG 〆 1-CG

であるから，

1-CG-当デん>0

(5.10) 

(5.11) 

(5.12) 

17) σ= IA1CT I + A.σ.+BC-CGI/(l-CG)におドて，.Ah A.. BC， {l-CG)>O，また.σ10(J .. 
G;OOであるから.'1>'"なら C<O，したが。てσ>0である.
18) Drandakis (75). p. 222. 

， 

19) 己の結果は. ~.ランダキス申得たも田よりもや h緩い充分来件である. Drandakis (15)， 

p.担5宰開.

20) Drandakis (75)， p. 225. 
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ならば，必ず (5.10)は充たされる。

きて， (5.4)， (5. 5)を用いると

A，=A，含8，，+Anli12 r，(q+け(r，ータ}
r(q+町内一月)

であり，また，

c= AnA12(均一円)一 一r 
と書ける。さらに，

A=ヱ芝L竺ー W1V1 一一一i一一、
1-5 X， W'Vll +ω2V21 All(q+rl) I 

ム=ヱι=ー W2V2ー =一一三一ー |
5 pX，叩，V12+ω2V，担 J.12(q+町) ， 

であるから，

G =盟主ξ5，)=~'(52-5，)
5(1-5) J.llA12匂+町)(q+円)

を得る。

(5. 13)， (5. 14) ， (5. 16)から

51(町一月)， _ 1 r 
CG+つF7h=肝万許可Lq(52-51)(均一円)

+叫+円)牛]

が導かれるであろう。しかし， (5.8)から

E士f=匂+r，)(q+，，)-q(5，-5，)(町 -'1)
r '1円+q{(1-51)η+九月}

であるから，乙れを (5.17)へ代入すれば，

(5.13) 

(5.14) 

(5.15) 

(5.16) 

(5.17) 

(5.18) 

CG+主主己"2)A2=..!.1
T2(q十円l'+qT1(1-5，)(52-5，)(均一円)

町一T ""， (q+円)(町句+q((1-5，)r，+5，句})

(5.19) 
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となる。したがって

1-CG一辺2ニ.，)ん
1'1-1' 

が証明された。

{1-$，)'， {(q +，，)(q +.，) ~q($，-$，) (町一円))
匂+η)(町内+q((1-$tl円+$，.，)1 。-$，)(q+r)r，守詳子>0 << (5制

以上の結果を要約すれば，つぎの通りである。いま，技術進歩が存在b

ないものとすれば (i)">"・すなわち， 資本財部門が常IC消費財部門

に比べて労働集約的である場合 (ii)d，;;;:l・すなわち， 消費財部門にお

ける要素間代替弾力性が1よりも小さくない場合，品川町=O.d，十円三1: 

すなわち，賃銀所得がすべて消費され，かつ両部門における要素間代替弾

力性の和がlより小さくない場合， あるいは (iv)$，=1. d，+d，;;':1 :す

なわち，司自j潤所得がすべて貯蓄され，かっ両部門における要素関代替弾力

性の和が1より小きくない場合ICは，いずれも，本章で示したニ部門成長

モデルは，長期的にその均衡成長経路へ収束する。

第 7節均衡成長経路の安定条件 (2)

ζEで，再び技術進歩が存在している場合へ話を戻すζとにする。第3

節の (2.23) ~ (2. 25)式から明らかなよヨIC.もし/1'=(1-σ)のならば.

すなわち，もし全般的な技術進歩が常にハロッドの意味で中立的であれば，

技術進歩が経済の平均貯蓄性向，手IJ潤のシェ 7. そして利潤率などに与え

る効果は文字通り中立的である。その結果，資本スト ックの成長率の変化

率を示す(5.1)式は，技術進歩が存在しない場合と本質的に同じ形となる。

いい換えれば，全般的な技術進歩が常にハロッド的中立性という性格をも
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つ場合には，資本スドックの均衡成長率が労働の成長率と資本財部門にお

ける労働能率の上昇率との和に等しいという点を除いて，成長渇程は，技

術進歩が存在しない場合のそれと同じ性格をもつことになる。じたがっ

て，己の場合，成長過程が技術進歩のない場合に安定的であれば，技術進

歩が存在しでもそれはやはり安定的である。

全般的な技術進歩がハロッドの意味で中立的であるための条件は. (J'= 

(l-d)φ2または.(A1s.+ A，(J，) = {A1(1-dl) + A，(l-d，)Jのであるから，つ

吉のような場合には乙の条件が充たされることがわかる。

(けの=(J，=O.(Jl=O すなわち，資本財部門で技術進歩がなし消費

財部門の技術進歩がヒッタスの意味で中立的である場合。

(ii) d=  1. (J' =0 すなわち， 経済全体における要素間代替弾力性が1

に等しし全般的な技術進歩がヒックスの意味で中立的である場合。

(iiけん=(1-dj)の.j=1.2 すなわち，両部門における技術進歩がとも

にハロヅドの意味で中立的である場合。

( i )の場合には，均衡成長そのものも，技術進歩がない場合と同じく，

労働と資本の均斉成長を意味している。また. (ii )の場合には， 経済全

体としての要素間代替弾力性が llC等しいのであるから，均衡成長経路は

常に安定的である。両部門において，生産函数がコッブ・ダグラス裂であ

り，ヒッタス的な中立的技術進歩が生じている場合は， ( ii )の条件を充

たす典型的な一例である。最後に， (iii)の場合には， 均衡成長の下で，

すべての変数の成長率は一定となる印。

均衡成長経路の安定条件が，技術進歩の有無IC拘らず悶ーとなるような

もう一つの特殊な場合を考えるEとができる。それは，賃銀所得がすべて

21) 前配脚注11)幸照.
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貯蓄される境合である。既に脚注10) で指摘しτおいたように，~の場合に

は，均衡成長の下で全般的な技術進歩がハロッドの意味で中立的となる必

要はな く，資本ストッタの均衡成長率は，V2・=n+の+{Il'一(1-a)O2}で
与えられる。 Eのとき. (5.1)式は

dV" 812 ':r ~， 号.1=ーゴ'-(V，-V2*)V2 (6.1) 

となるから.a>O な る限り ~の均衡成長経路は安定的である。

以上の結果をまとめると，全般的な技術進歩が常ICハロッドの意味で中

立的である場合，または，賃銀所得がすべて消費される場合には，均衡成

長経路の安定性は技術進歩の有無ICは依存しないというととができる。

しかしc.れ以外の場合IC，技術進歩の導入ICよって均衡成長経路の安

定条件がどのような修正を蒙るかを一般的に述べる Eとは著しく困難であ

る。 その理由としては，技術進歩そのものが動態的な現象であって，その

特徴を代替弾力性や要素集約度などのような静態的な概念で規定する乙と

ができないこと，あるいは，技術進歩の程度やその性格を決定する要因IC

ついて，未だ明確な理論が構成されていないEとなどが挙げられよう。た

だ，技術進歩が全く外生的要因ではなく，少くともその性格がある程度ま

で企業者の決意ICよって左右され得る場合には，技術進歩の存在が均衡成

長経路の安定性IC関して霊要な役割lを演じる場合がある乙とを指摘する己

とができる。

己の乙とを明らか11:するために，極蹴な例として，技術進歩が存在しな

いときに均衡成長経路が完全に不安定である場合を考えてみよう。ただし，

各時点における短期均衡の安定条件(a>O)は充たされているものとする。

すなわち. (5.1)式において

九+(64<0 (6.2) 



第14章経済成長田二部門分析

の場合がそれである。 ιの条件は，また

012一i乎子ヂ1包切豆9訊8仇1川一1)ヱヂ

を意味している。

忽3

(6.3) 

さて，経済が均衡成長経路 I~沿って成長しているものとする。このとき

の資本ストックの成長率ならびに草IJ潤率を基準として，そのどちらか一方

が長期的に均衡水準以下I~低下する傾向が生じた場合，企業者はそれを相

殺する方向へ技術進歩の性格を適応させるものと仮定しよう。

いま，何らかの理由ILよって，資本ス トックの現実の成長率が均衡成長

率よりも低くなったとする。もし技術進歩の性格が，均衡成長の場合と金

く同じであれば， 乙の司E離によって利潤率は上昇する{第3節(2.25)式参照)

が，成長率の均衡成長率からの事離は累積的に進行するであろう。しかし，

己のような成長率の低下傾向は，全般的な技術進歩の性格をハロッドの意

味で一層資本節約的とする乙とによって防ぐととができるであろう。他方，

資本ストックの成長率が均衡成長率を上回る場合には，技術進歩の性格が

均衡成長の場合と同じである限り，利潤率は均衡利潤率以下に下らねばな

らない。先の場合とは逆に，企業者は技術進歩の性格をハロッドの意味で

一層労働節約的とすることによって利潤率の低下を妨げようとするであろ

う。もしζの適応が充分な程度に行なわれ

。'一 (1ーσ)世2~; ーの>0 (6.4) 

となれば，利潤率は均衡利潤率から大きく下方へ霧離する己とはない。と

乙ろが. (5.1)式と条件 (6.3)から. (6.4)が成立している場合には，資

本ス トッタの成長率は，それが均衡成長率IC達するまで漸次低下しなげれ

ならないEとがわかる。

以上のような企業者の行動を仮定すれば，たとえ技術進歩を無視した場
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合に均衡成長経路が不安定であっても，技術進歩によってそれが安定化さ

れる可能性が存在するといえるであろう。も勺とも，現在のモデルでは，

技術進歩の性格を決定する行動方程式が腸表的1ζ導入されておらず， した

がって，一般的にどのような場合に技術進歩の存在によって成長経路の安

定性が保証されるようになるかは明らかにされていない。しかし，本節の

分析によって，成長経路の安定住を議論するに当って，技術進歩の一般的

な性格11:注目する必要性が示唆されたのではないかと思う。
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第l節序 論

比較生産貨の決定因については1:れまでにつぎのような二つの基本的

な接近方法があったように恩われる。すなわち，生産資源の生産効率の差

異を強調する伝統的な方法と，各国聞における生産要素の存在置の相対的

な差を重視する要素比率分析とがそれである。後者は，内外の学会を脹わ

せた要素価格均等化命題やレオンチェ 7逆説と関連して汎く知られるよう

になったが，最近では，成長理論，とりわけ技術進歩の理論の急速な進展

に伴って，前者の接近法へと秤の目盛が動きつつあるよう11:思われる。

本章の第2節において，私は簡単なー般均衡モデJレを構成し，それ11:よ

って生産側の種々な要因が比較生産費構造を決定する際lζ果す役割を明ら

かにしようと思う。第3節では，需要側の条件について簡単に考察する。

Eの分析によって，生産条件と需要条件との間11:一つの興味深い関係があ

る乙とを指摘する乙とができる。最後に，第4節では，比較生産賢建拾に

関するとれまでの文献の中から. ~3節までの分析で明ちか 11:された種々

の要因を考慮しながらも，なお，生産効率の差および資源賦存量の差とい

うこつの主要決定因のどちらか一方11:重点をおく対照的な二つの理論を見

出し得る ζ とを示そう。一つは，Towards a Dy旬amicEco旬omics'C示さ
れたハロッドの見解であり，いま一つは，レオンチェ 7逆説11:関連して示

されたレオンチェフ自身の考え方である。第4節では，第3節までのモデ

ルに適当な仮定を加えることによって， ζの二つの理論が，それぞれ，伝
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統的分析と要素比率分析の洗練された形11:他ならないととが明らかにされ

るであろう。との議論を通じて，比較生産費の真の決定因が，生産技術の

発展の程度とその方向を決定するような，経済の一層基本的な諸力にある

己とが示唆されるのではないかと思うヘ

第2節生産条件の差呉と比較生産費差

比較生産費の理論は，もともと，貿易開始前の国内均衡相対価格の比較

を問題としているのであるから，比較生産費構造を決定する諸力は，異国

間の商品相対価格の差を説明するのと全く同様に，一国内部における異時

点闘の商品相対価格の差をも説明する筈である。したがって，孤立した一

つの経済をとりあげ，生産側および需要側の条件を異にする二つの状態を

比べるという比較静学の方法を用いれば， 比較生産費の決定因を明らかに

する乙とができるであろう。

本主主で考察の対象とする経済は，先に第1章で規定したものと全く同じ

ものである。すなわち，ニ商品とニ生産要素(労働と資本)のみが存在し，

各生産要素は正の報酬率の下で完全に利用される。また，すべての市場で

競争は完全であり，生産要素は産業聞を自由11:移動する。そして.ニ商品

の生産には両要紫が必ず用いられるが，両要素が同じ比率で組合わされる

ζ とはないものとする。

以下で用いられる記号は，主として第 lj震で用いられたものと同じであ

り，

1) 本軍の草車帥2完成した後，私はジ.;/ソYがこれと非常に近い考え方をしていることを知。

たo Johnson (100)および Harrod=Hague(10)， p. 401参照.
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価格
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Vi} 第3財田生産11:使用される第 s要

業のa
V; 経済全体におげる~H 嬰紫(/)存在

量

町・ニューメレーJレで表わ古れた第s

'll!采の報酬率

p，第l財で表わされた第2財白相対

q ，賃鎖$を資本用役の価格で割った

比率{賃銀・レント比率}

タ 経済全体における資本集約度

η ー1X¥j産業における資本集約度

μii 第 y 財の生蕗11:おける~1 要lI\の

私的限界生産物

である。ただしI i，j=1. 2であり，第1要素を労働，第2要素を資本，そ

して第1財をニューメレールとする。

本節のモデノレは，つぎのような連立方程式で示される。

Xj=Fj(V1i， V，j，αj) (j= 1，2) (1. 1) 

V;= :i;:V;j (i= 1，2) (1. 2) 

制 =μil=Pμ;， (τ=1，2) (1. 3) 

X，fX，=const. (1. 4) 

(1. 1)は産業毎の総生産函数を示す。各産業の産出高は，生産要素投入

量11:依存するのみならず，産業内の個々の企業者が操作できないような他

の要因ICも依存するであろう。そういった要因の変化が産出高に与える効

果を潟べるために， 各生産函数ICは.V7ト・ パラメタ - Ctjが含められ

ている。{もちろん， αjは単一の要因ではなしヴ&グターであ勺てもかまわない). 

しかし，各産業の生産菌数は，要素投入量IC関しては一次同次であると仮

定しよう。(1.2)は，諸要業の完全利用の条件を与え，また， (1. 3)は，

競争経済における利潤極大条件を示している。最後に， (1. 4)はニ財聞の

産出高比率を任意に想定する Eとによって，体系を完結させる役割を果し

ている。すなわちc.の条件によって， 比較生産費差の決定における需要
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側の要因を捨象し，生産側の要因のみをとりあげるEとができるのである。

以上9値の方程式は 4個のパラメター， Viおよび酎の棺11:応じて 9

個の未知数，XJ， Vf/.ω..およびPの他を決定する。

(1. 1) ~ (1. 4)の両辺の百分比変化率をとれば，

π

2

 

+

A山

U

J

+

 

Amy
《

m

AP

O

U

2

 

8
4
86J
削

虐

=

=

aX

一Am
A
制

(j=1， Z) 

(i= 1， Z) 

(i=l， Z) 

(1. 5) 

(1. 6) 

(1. 7) 

(1. 8) 
，、，、
X，-X，=o 

を得る。1:1:で， t己号Aは変数の百分比変化率を示し， 8ij呈 μijVij/Xj，町

1 8FI 
=-v-ァ云竺dα}，ん=V;j/V，である。 8りは，第y財産出高の第 s要素投入
4'" V <A.J 

量についての弾力性であるが，完全競争の下では， それはまた，第j産業

における第 z要素の相対的分配率，あるいは，総費用に占める第 g要素費

用の割合に等しい。町は， シフ ト・ パラメタ ーのみの変化に基く第1財

産出高の百分比変化率を表わしている。そして，んは， 第 s要素が第j

産業で雇用される割合である。

さて，第l章で明らかにしたように， (1. 5)および (1.7)と生産函数が

要素投入量11:関して一次同次であるという性質を用いて.商品相対価格P

の変化と要業相対価格qの変化との聞のつぎのような関係が導かれるD。

p=-Bqー(均一町) (1. 9) 

ただしI 8=.011-012は，第2財が第1財に比べて相対的に資本集約的であ

るか，労働集約的であるかに応じて，正または負となる。

いま，かりに第2財が常K労働集約財であるか，>均}とすれば，Bは負

2) 第11量 13.15)式書p.ft.なお，多数の財が存在する場合でも，任意の=財の聞でとれと同じ

関係が尊かれる.Jones (101コ.p. 6重量照.
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であるから，賃銀・レント比率が低くなれば(qく0).労働集約財の相対価

格も低くなる傾向をもっ伶<0)乙とがわかる。したがって，(1. 9)式は，

要素相対価格の大小によって相対的な要業豊富皮を定義する f弱い意味で

の要素比率分析J1<:対応するものである。もっとも， LLでは要素相対価

格以外の生産条件の違いをも考慮しているから，右辺第2項が加わってい

るが Lの点については後に触れる。

ζれに対して，物的な生産要素存在量比率によって相対的な要素豊富度

を定重量する I強い意味での要素比率分析」では，さらに，要素相対価格の

違いを生ぜしめる諸要因が分析される。ふたたび，郷1章で柾羽したよう

に，(1. 5)， (1. 6) ，および(1.9)と生産函数の要素投入量1<:関する一次同

次性から

:.， ~ Atl1t+A2c12:-I 1" I A10'1+A判官+BC， 、X，-X，=ーニι云去年2タ+ーγ+ 、町一町)BC ~し BC V." -'11 

+生生+A，/l旦
C 

(1. 10) 

を導く 己とができる九ただしJ 戸 A山 +..l2iOli，d{=.!L牟L，/l戸i"σ'q 'Yj 

-念仇C呈..111-A:21である。は第1産業における資本と労働の代替弾
力性を， また， めは第1産業のシフト・パラメターのみの変化に基く資

本集約度の百分比変化を表わす。以下では，もっぱら da，>Oの結合だけ

を考え../l，が正，ぜロ， 負のいずれの値をとるかに応じて， 生産函数の

シフ トは労働節約的，中立的，資本節約的であると呼ぶζ とKする。最後

IC， A，>Oであり， CI1Bと同じ符号をもっ。

(1. 8)と(1.10)から

3) 第 12訟は19)式番照.なお，Z=t〉「ipzである.
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p=ーす凶叫ん<1，+A的 +BC)仇 -"，)ーBμ，11，+ A，s，)) 

i11=Alt11十A20'2 (1. 11) 

を，また， (1.11)を(1.9) IC代入して

q=す 内{町一町)ー(A針 (1. 12) 

を得る。

さて， (1. 11)式において，<1，は明らかに正である。また，第2財を労働

集約財とすれば Bは負である。したがって，経済全体の労働の相対的な

存在量が大となれば(タく0)， 労働集約財の相対価格は低くなる傾向があ

る (p<O)。つまり，(1. 11)式の右辺第l項は，物的な要素存在量比率の

効果を示している。他方， 第2項ならびに第3項は， 生産菌数のシフ ト

が，それぞれ，生産性および要業集約度への影響を通じて商品相対価格に

与える効果を示すものである。これまでの議論では，生産函数のシフ トな

らびにその効果がどのような経済的意味をもつかについては触れなかった。

つぎに，それらの諸項がどのような具体的内容をもつかということを明ら

かにしよう。

第一K，最も単純な形でのヘクシャー ・オ リーン貿易モデルが基縫とし

ている仮定，すなわちB 各産業の生産函数がすべての国で同一であるとい

う仮定に対しては，しばしば疑いが持たれてきたペ 乙のような仮定1;1:，

これまでの分析において，π，を生産技術の水準を表わす指標と解釈すれば

容易に緩められるであろう。 ζれは，生産函数lC時間を示すパラメタ ーを

挿入する ζとによって，技術進歩の効果を分析しようとする考え方と全く

4) たとえば.Samuel回 n(144)， p. 181番照.計測自給畏に基いて， 1:.の点在一周明快に指

摘したものとLて.Arrow=Chenery=Minhas=Solow (60コ， p. 246を挙げるととがで
きる.
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同じである。そうすれば，町は.同ーの生産要素投入量の下で，技術的優

位の存在によって生じる産出高の百分比変化を示す乙とになる。もっとも，

技術水準の違いは，単1<::等生産量曲線をシ7トさせるだけでなしその傾

斜をも変化させるかもしれない。命は， 同じ要素相対価絡の下での最適

資本集約度の変化を示している。

ajを乙のように解釈すれば， (1.11)式からつぎのような結論を導く乙と

ができる。まず町を含む項は，両産業における相対的な技術優位度の違い

が商品相対価格K与える効果を示している。 (A1ql+A，q，+BC)は正であ

るから，時室町に応じて世芸Oとなる傾向がある。換言すれば，相対的に

技術優位度の高い産業1<::比較優位の生じる傾向がある。しかしζのような

技術優位の量的効果は，その質的効果によって修正を受ける。いま第2財

^ が労働集約財であるとすれば， fh.s，言01<::応じてp歪Oとなる傾向がある。

すなわち全般的な労働節約的技術優位は労働集約財の相対価格を引下げる

方向1<::作用し，全般的な資本節約的技術優位についてはその逆が成立つ。

もし，両生産要素が相互に完全代替的であれば， (1. 11)式は

2
 
π
 

π
 一-

an

ゐ

rm4
 

U
町

(1. 13) 

となって，モデルは古典的なー要素モデルに帰着し，比較生産費差発生の

狼拠は，生産能率の相対的な相巡のみとなる。

つぎに，単純な形でのヘク Vャー・靖リーン貿易モデルの基礎にあるも

う一つの仮定，.すなわち，規模に関する収穣不変の仮定をやや緩めてみよ

う。オリーY自身が主張しているように，生産規模の巡いのみが単独で貿

易発生の根拠となり得るのであるから尺 規模1<::関する収磁可変の場合は

5) Ohlin (.訂J.pp. 54-57 ttl.~. なお，要事価格均需Mt命題との関連で規績.ζ関する収穫可

変申場合を吸うたもりとして.Laing (117コがある.
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一考11:値すると恩われる。もっとも，完全競争の仮定を保っておくために，

ζ とでは周知のマ-;/ャル的外部経済(または不経済}による収穫湿地減の

みに議論を限るEととする。

いま，生産函数のシフト・パラメタ ーを，当骸産業の総産出高を表わす

指標であると考えよう。ただし，外部経済あるいは外部不経済の影響を除

去して考ーえれば，生産函数は依然として要素投入置に関して一次向次であ

ると仮定する曲。

そうすれば，町は規綴/1::関する外部効果のみに基く産出高の百分比変化

を示し，また，んはそのような外部効果の生産要素パイアスを示している。

したがって，他国と比べて大規模な産業をもっ国は，正の外部効果が相対

的IL大きい産業に(あるいは， 負の外部効来が相対的に小さい産業に)比較優位

をもっ傾向があるといえる。しかし，大規模生産が各産業の資本集約度に

及ぼす影響によって1:の傾向は修正されねばならない。すなわち，大規

模生産が労働節約的であれば，己れは労働集約財の相対価格を低める方向

IL作用し，資本節約的であれば，それを高める方向11:作用する。

第3節需要条件の差異と比較生産費差

6) マーシャル剖外献経済または不経済が存症する場合に.生産歯散を (1.1)式由形で表わす己

とは，つぎ申ような刺点がある.すなわち，そうするととによラて，生産要需の私的限界生産

‘物と社会的視界島昔物とを匡別できる申である.(1.1)式において叫をおと考L それぞ。Xj_ 8Fj .8Fj 8Xj .，.' _ 8Xj 
M 要搬入量について醐分すれば aV1:j=すす+間初万したがって，す手合
8Fj / f. 8FI、
表;~/ IIーマ討を伽・印式の左辺は，社会棚界生酬を，また右辺町鮮は帥
限界生産物を示す.8Fj/8Xjは外部効果であり，iEであるか負であるかに応じて.外部経荷

あるいは外部不経済を表わす.しかしながら，生産要需に対する報酬率はその私的限界生産物

によって訣定されるから.総生産物価値が生麗要棄への総支出と一致しないという匝雌は生じ

ない.
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乙れまでの議論では，比較生産費差の発生11:関する需要側の役割を全く

無観してきた。二財モデルに需要条件を取り入れる最も簡単な方法は，そ

れぞれの財11:対する総得要の比率が商品相対価格の単調函数であると坂定

することである。

XtfX，=f(P); l(p)>O (2.1) 

しかし， ιの函数11:i/ 7 ト・パラメターを導入するEとによって，さらに

一般的な場合を扱う ζ とができる。以下では，つぎのような形で需要条件

を考慮する ζとにする。

。f
XtfX，=f(p. r); &p>O (2.2) 

乙Eで rは経済の需要条件に影響を及ぼすようなバラメタ ーで， αjの場

合のようにヴ忌デタ ーであってもかまわない1>。

きて，異国間，あるいは異時点聞における需要条件の途いは，生産条件

の相違を考察したのと全く同じ方法で扱うととができる。 (2.2)の両辺の

百分比変化率をとれば

X，-X，=d，P+s， 
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がもっ生産物パイ 7スを示す。もしんが正ならば， 需要条件の変化は第

l財11:対してバイ 7スをもっ(逆は逆)0

前節の (1.8)の代りに (2.3)を用い，乙れを(1.10)から

^ 
p=一寸r〔Bv+(daea+d山 -tBC)(町一町)
-B(A，s， +A，s，)+BCs，) 

A，5lA，d， + A，d，+ BC内

(2.4) 

7) 第1寧(3.却}式および脚注11)華民照.
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が得られる。容易 IC確かめられるよう I~ ， A，+A，+BC=lであるから，

Aは経済内の三つの代替弾力性の加重平均11:他ならないEとがわかる。最

後11:， (2.4)を(1.9) IC代入して

』=去何日向一町}ー(A，O.+A，O，)+CO，J (2.5) 

を得る。

(2.4)式を前節の(1.11)式と比べてみればわかるように，分母の変化を

別とすれば，大括孤内の最終項が加わっただけである。両産業における要

素集約度が等しい場合を除けば，BC は常11:正であるから，第1財へ偏っ

た需要のシフ ト(O，>O)が，第1財の相対価格を高めるという常識的な結

論が導かれる(逆は逆).

しかしながら， (2.5)式から，生産条件と需要条件との聞に一つの興味

深い関係があるEとがわかる。すなわち，二産業間での相対的な技術優位

度の途いが要素相対価格11:及ぼす効果は，需要面でのこ財簡の代替弾力性

が1より大きいか小さいかに応じて全く逆になるのである。説明の便宜上，

;=o，=o，=fJ，=O.町一町>0.そして C<Oであるような場合を考えてみ

よう。このとき，P<Oであり，また，向<:111:応じて q豆Oである。した

がって，需要面での代替弾力性が1より大きい場合には，労働集約財と仮

定されている第2財の相対価格の下落と，労働の相対価格の上昇とが同時

に生じることになる。

乙の結論が何ら矛盾を含むものでないととは，つぎのように考えれば明

らかである。いまかりIC，要紫相対価格が初期の値から変化しなかったと

仮定しよう。第2財産業における相対的な技術水溝の上昇の直接的効果は，

第2財価格の相対的下落と，それと同じ割合での郷2財産出高の相対的増

大である。しかし，もし需要面での代替弾力性が1よりも大であれば，第
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2財に対する需要量の相対的増加は，第2財の産出荷の相対的増大を超え

るであろう。均衡の回復は，生産諸袈索が第1財産業から第2財産業へと

移動するEとによって逮せられるが，資本集約財産業から解放された両要

素が労働集約財産業へ吸収されるためには，労働の相対価格の上昇が生じ

なければならない。

上の結論を別の言葉で表現すれば，つ苦のようになる。すなわち，二財

聞における生産技術水準の相対的変化が商品相対価格に与える効果は，生

産能率の変化に基く直接効果と，要素市場を通じての要素相対価格の変化

IC基く間接効果とに分けられるが，需要商での代替弾力性が1より小さい

場合ICは両者は同じ方向に作用し，それがlより大きい場合ICは逆の方向

IC作用する。しかし，後の場合でも直接効果は常に間銀効果よりも大きく，

したがって最終的な効果は，その方向に関する限り，常IC直接効果で示さ

れるものと一致するのである。

第4節 要素比率分析と伝統的分析

Eれまでの分析では，簡単な一般均衡モデルを用いて，比較生産質構造

の決定ICお砂る三つの重要な要因が明らかにされた。それは，生産能率，

要業存在量，および需要条件である。 ιれらのうち，後のニ要因は，生産

要素の相対的箆宮度を経済的稀少性によって定畿すれば，単一の要因と考

えられでもよい。とEろで，比較生産費差の説明に関する過去の文献の中

から，最初に挙げた三つの要因を考慮しながらも，なお，生産要素の相対

的豊富度ならびに生産能率というこつの基本的決定因のどちらか一方によ

って比較生産費差の発生ないしはその変化が説明できるという考え方を見

出すのは極めて興味深い。
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まず，生産要素の相対的豊富度を重視する考え方は，レオンチェフの見

解の中11:見出す乙とができる。 1953年IC彼が行なった針畳分析の結果は，

合衆国が残余の世界11:比べて相対的に高い資本 ・労働比率を持つと考えら

れていたにも拘らず，合衆国の平均的な輸出品が，その平均的な輸入賞主争

品IC比べて労働集約的であるという Eとを示しているヘ Eれまでにも，

Eの結果とへタシャー・オリーン理論とを矛盾なく両立させようとする多

のくの仮設が提示されてきたが，前節の (2.4)式を用いれば，その主要なも

のを要約する Eとができる。ふたたび，第2財が労働集約財である(すなわ

ちB<O)と仮定しよう。そうすれば，つぎに述べる諸条件の少くとも一つ

が支配的であれば，相対的資本豊富国が資本集約財IC比較優位を持つとは

必ずしも言えなくなる。

(1)仇>0 すなわち.資本豊富国の需要が残余の国lζ比べて資本集約財

11:偏っている。

(2) Bの符号がvの大きさによって変り.が小さいときには負である

が， .が大きくなれば正となる。

(3)均一町>0 すなわち，資本豊富国が労働集約財lζ相対的技術優位を

もつ。

(4) IJ，. IJ，>O :すなわち，資本豊富国の技術が全般的11:労働節約的である。

とEろで，レオンチ"， 7は，己のような仮投のどれをもとらず，つぎの

ような仮般によって自己の結果を説明しようと試みた。すなわち.r一日ど

のような資本の一定量と組合わせられでも， アメリカの労働ー単位 (in胡

year)は外国の労働三単位に相当するj的というのである。 もっとも，後の

8) L四 ntief(119) #照.
9) Lcontief (119)， p. 2印
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論文では，レオンチェ 7が乙の仮設にそれほど固執しているようはは恩わ

れないが10九本章の分析との関連で，こ乙ではEの仮設が導かれるーつの

充分条件を明らかにしてみよう。

いま，第3産業において資本の平均投入係数が一定のときの一人当り産

出高{すなわち皆働生産性)の百分比変化率を卯で表わすと，

q，j=π;/811 (3.1) 

主書ける。きてa 労働能率の巡いがす4ての産業において同じである(す

なわち，世1=骨，=骨)と仮定しよう。そうすれば，第2節の(1.9)式は

p=-B(q-q，) (3.2) 

のよJうになる。l:l:で，労働を効2f!単位で測ったときの賃銀・レント比率

をq.とすれば

q6=qーφ

であるから， (3.2)は

p=-Bq. 

(3.3) 

(3.4) 

と寄りる。換言すれば，労働能率の速いがすべての産業で一様であれば，

たとえ生産函数の相違があっても，労働を効率単位で測るEとによって，

f弱い意味での要素比事分析」の結論は妥当性を失わないのである。

労働能率の違いが全産業を通じて一様であるという先の仮定Il:加えて，

さらに，そのような労働能率の違いがすべての産業でハロッド的中立性を

もっと仮定すれば， 鰐 11章で証明したよう.1<::，つぎのような関係が成立

ーコ1'1)。

I/j=(1一時)骨 (3.5) 

10) Leontief (120). 

11) 第11章 (2.13)式番照.



248 第N部 技術進歩，経済成長，および比較生産費

(3.1)と (3.5)を第3節の (2.4)に代入すれば

u 

p=一ーラー(>.+CI1，) (3.6) 

"'. を得る。ただし， h-3一世で，乙れは労働を効率単位で測った場合の要業

存在量比率の百分比変化率を示す。 ζの結果が示しているように，労働能

率の一様な相違と，そのハロッド的中立性というこつの仮定の下では，労

働を効率単位で測る乙とによって.r強い意味での要素比率分析Jの結論も
また復活させられるのである。別の表現をすれば，乙れらの仮定の下では，

生産函数の違いを労働能率の違いによって完全IC説明する己とができると

いえる日〉。

レオンチェフの仮設についての上のような解釈とは対照的11:.ハロッド

は，本質的には，比較生産費差の説明を古典的な一人当り産出高の概念IC

基かせているように恩われる問。ハロッドの文章を一見すれば，一人当り

産出高が技術的に固定され，したがって，価格が賃銀資用K比例して決ま

るといった場合を考えているような印象を受けるが，私はむしろ，乙れか

ら説明するように，ハロッドの結論が動態均衡の分析に一層適した仮定か

ら導かれるものである Eとを示そうと思う。

乙乙では，一つの資本財産業を含む%個の産業がある場合を考えよう。

商品ならびに生産要素の価格は，以下，適当な計算単位によって表わされ

るものとする。そうすれば.2官j財価格の百分比変化率は

j
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(j=1.2.….n) (3.7) 

12) との結論肱，技術進歩の性格の分類に関連して罰されたロピンソン・宇択の命題を二産業の

場合に応用したものである.Robinson (140コ，および Uzawa(161)，回p.Section 3重量

l!l!. 
1判 Harrod(わ.pp. 108-109. 
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で表わされる。きて，考察の対象となっている経済が動態的均衡にあると

いう仮定を設けよう。乙のιとは，ζの経済が一定の手IJ潤率の下で成長を

続けているという ιとを意味している。ところで，第11章で明らかにした

ようにM ，利潤率が一定であれば，賃銀・レント比率の百分比変化率 (q)

は，資本財産業における労働能率の上昇率{己れを払とする)IC等しい。

q=和

(3.8)を (3.7)に代入し，

タ;=81i骨j+021ふ

と定銭すれば，

pj=却 l- rpj

および

pj-p，=卯一判

が導けるであろう。

(3.8) 

(j=1.2.…，旬) (3.9) 

(j=1.2.…. n) (3.10) 

(jキk;j.k=1.2.一，旬) (3.11) 

定義によって，rpjは，第j産業における労働能率の上昇率と資本財産業

におけるそれとの加霊平均である。ただし，ウェイトは，それぞれ，買lj

産業における総費用中の賃銀費用の割合および資本費用の割合である。し

かしながら，もし生産函数のν7トがハロッド中立的ならば，実は判はa

-定の利潤率の下での第y産業における一人当り産出高の百分比変化率に

他ならないことが示される'"。したがって. (3.11)式は，労働能率の上昇

率が相対的に高い産業において比較優位が高まるζ とを意味している。憂

するIC.生産函数のシフトがすべての産業でハロッド中立的であるような

14) 第1I:ljt(1.23)式昏AH.

15) 一人当り産出向田変化は.Xj-?li=O，バV，j-V，j)+町であるが，もし刺潤率が変らず，

生産函数のシフトがハロッド中立的ならば，れj-irli=町q+sJ::::Sdiι+(1-~ J)O，= o，であ
るから.Xjー骨lj=8litt，+OaJttcを得る.
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動態均衡下の経済では，要素相対価格の変化および各産業での生産菌数の

シフト率の違いが商品相対価格11:及ぼす影響は，←人当り産出高の相対的

な変化を考慮する乙とによって完全に説明できるのである。

以上，本節では，生産要素の量密度ならびに生産能率の相対差という二

つの基本的接近接のどちらか一方IC鼠するこつの謹論Kついて考察した。

ただ， c. c.で注意すべき点は，生産婆紫の農富度とか生産能率とかいった

用語によって表わされている内容が，第3節までの磁論と，本節での毛れ

との闘で，それぞれ少じづっ違っている己とである。 ，ζの点は'‘労働や資

本などの一般的生産要紫の概念を用いて分析が進められている場合には特

に重要である。なぜなら，生産要素の豊富度と生産能率とは，互いに完全

に独立な要因であるとは必ずしも言えないからである。異った国の聞にお

いてa 生産要素供給量の相対的な差異を生ぜしめる原因，あるいは生産能

率の相対的な差異を生ぜしめる原因が何であるかは，経済が発展する速度

とその方向を支配するような，より基本的な諸力iζ求められねばならない

であろラ。
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